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株式会社ベルテックス

新株式発行並びに株式売出届出目論見書



１．�この届出目論見書により行うブックビルディング方式による株式
1,419,075千円（見込額）の募集及び株式318,000千円（見込額）
の売出し（引受人の買取引受による売出し）並びに株式298,125
千円（見込額）の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）
については、当社は金融商品取引法第５条により有価証券届出書
を2026年８月14日に関東財務局長に提出しておりますが、その
届出の効力は生じておりません。
したがって、募集の発行価格及び売出しの売出価格等については
今後訂正が行われます。
なお、その他の記載内容についても訂正されることがあります。

２．�この届出目論見書は、上記の有価証券届出書に記載されている内
容のうち「第三部特別情報」を除いた内容と同一のものであります。
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株式会社ベルテックス

東京都新宿区西新宿六丁目8番1号
住友不動産新宿オークタワー 9階

新株式発行並びに株式売出届出目論見書



本ページ及びこれに続く写真、図表等は、当社の概況等を要約・作成したものであります。詳細は、該当ページをご覧ください。
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不動産を中核に、特徴あるサービスを提供し続ける

顧客ニーズにマッチしたサービスやテクノロジーを持つ企業と連携し、選択肢を増やす

高い志を持ち成長し続け、プロとして高い生産性を実現する社員

全国の主要都市へ展開する、社員1,000名超のホールディングカンパニー

お客様から喜ばれ、夢や希望に満ちた社会をつくる会社と評判

不動産領域では、建設事業や中古不動産再生事業、ライフスタイル提案はより拡大。
不動産以外でもお客様の課題や悩みを解決できる領域が広がっている。

全国主要都市部へ展開しつつ、１社だけではできない課題解決の仕組みを構築するため、　「自社の理
念・ミッションまたは事業との親和性の高い企業」や「自社が持ち合わせていないテクノロジーやサ
ービスを保有する国内外企業や機関」との連携やM&Aを加速させ、選択肢を増やす。

広い視野、深い知見、高い志を持ち、後進育成に積極的で、継続的な努力をする社員が多く、仕事と
プライベートの相互で充実した、経済的・精神的に豊かな人生を歩んでいる。それぞれがプロとして
の自覚を持っているため、場所や時間を問わず自由で多様な働き方ができており、高い生産性を実現し、
同世代を遥かに上回る能力を身に着ける社員が多数出ている。

正社員1,000名を抱えている全国10拠点以上へ展開するホールディングカンパニーになっている。

不動産を中心として特徴ある商品・サービスを生み出し、「お客様に寄り添い、最適な提案をする会社」
として喜ばれている。人生に選択肢を増やすことで、夢や希望に満ちた社会づくりに貢献している。

『vertexCORE』とは、全社一丸となって前進するための大切にしたい最上位の考えです。

より多くの人々の不安を「夢」や「希望」に変える

「人生」の選択肢を増やす

理念

ミッション

ビジョン



02 事業内容

　当社では不動産を中核とした多様な商品・サービスをトータルに提供する為に、（１）不動産コンサルティ
ングサービス、（２）不動産管理サービスを一体として運営し、「不動産事業」の単一セグメントとして事業
展開をしております。

　不動産コンサルティングサービスは当社の主力事業であり、不動産商品やその購入時に付随する関連サー
ビスの提案・販売を通じて、主に不動産販売による収益を獲得しております。

① コンサルティング営業体制
　不動産商品を販売する体制としてコンサルティング営業体制を構築しております。不動産を活用した資産
形成は、中長期的に有効な手段であるにもかかわらず、投資信託等の金融商品と比べて、法的なハードルや
専門家でなければ検知しにくい不動産に内在するリスク等、不動産商品を購入するにあたって、超えるべき
障壁が多く存在しているのが現状です。この障壁を極力低くし、不動産商品の購入と中長期的な資産形成を
実現させる為に不動産商品を中核としたコンサルティング営業を行っております。
　当社の強みであるコンサルティング営業力をより広範な顧客アプローチに活用し、当社の収益の柱である
不動産販売を更に加速させる為、個人投資家への営業を第一の柱としつつ、法人顧客の抱える課題等にアプ
ローチ可能な営業組織体制を構築、法人顧客への営業も開始しており、不動産販売における第二の柱に成長
しております。

② 不動産商品
　不動産コンサルティングサービスでは主に、首都圏の自社開発マンション及び中古物件を提供しておりま
す。 マンションの開発においては、土地の仕入担当者、建築士、施工管理技士が一体となり、土地仕入か
ら開発企画、建築と、ゼネコン機能を備えたデベロッパーとして開発工程における高い付加価値を創出して
おります。この体制によって、従来開発供給していた総戸数40戸程度のマンションのみならず、一棟で購入
可能な総戸数20戸未満の小規模マンションの企画が可能となりました。また、従前は単身者向けの30㎡未
満の間取りが中心でしたが、パワーカップル※1の台頭からニーズの高まりを見せるDINKS※2向けの30㎡から
40㎡の間取りのマンション開発も増やしております。土地の仕入から開発に至るまでの工程を社内で実行可
能な体制を構築していること、これにより中間マージンを抑制、商品企画の領域を拡大する基盤が整備され
ていることが強みであると考えております。
※1：パワーカップルとは共働きで高収入を得ている夫婦やパートナーと当社では定義しております。
※2：�DINKSとは、"Double� Income�No�Kids"または"Dual� Income�No�Kids"の頭文字を並べたものであり、共働きで現状子供を持たない、

或いは意識的に作らない、その生活観のことを指しております。

不動産ファンド

不動産商品 不動産
コンサルティングサービス

不動産管理サービス

賃貸管理

転貸・管理

部屋探し

仕入先 顧客
当社

売買契約

建物管理委託契約

特定賃貸借契約

賃貸借契約

仲介

投資家

匿名組合契約
（不動産特定共同事業契約）

仲介業者

仲介業者

売買契約

売買契約

個人

個人

法人

個人

不動産
コンサルティング

更地
（開発用地）

中古

新築一般法人

不動産
管理サービス

不動産
業者

不動産
業者

不動産売主 不動産買主

賃借人

法人売買契約

SECTION

■ 不動産コンサルティングサービス



時代に合わせた設備や、都心へのアクセスの良さから、入居者の満足
度が高く、高い居住性と利便性を実現。都会の魅力と快適な暮らしを
調和させ、洗練されたデザインとリラックスできるプライベート空間
を通じて豊かな住環境を提供。自由でシンプルな都会生活を実現。

若者向けのコンパクトブランド『VERXEED STAIR』は、都会の魅力
と自分らしい暮らしを追求する人々に向けて展開。入居者の満足度を
重視し、洗練されたデザインと快適なプライベート空間を提供。

自宅にいながら「サ活」ができるサウナ付きの新築賃貸 
マンション。

スマートロック、電動シャッター等、アプリで遠隔操作が
可能な最新設備を備えたIoT対応単身者向けのマンション。

地域リサーチからどうやって地域の社会資本にしていける
か、という社会課題を核に置いたデザインが評価。

借地権等価交換や隣接地取得によ
る権利調整により、街区分断の解
消と事業規模拡大・容積率向上を
両立。加えて、規模拡大で創出し
た余力を活用し、外観・内装・仕
様の水準を引き上げた点が評価。

ベルシード上野松が谷
第13回優良事業表彰 受賞（一般社団法人全国住宅産業協会） 2020年度グッドデザイン賞 受賞（公益社団法人日本デザイン振興会主催）

ベルシードステアー西日暮里 ベルシードステアー西早稲田

ベルシード西綾瀬 

③ 不動産ファンド
　顧客ニーズならびに不動産投資に関して多様化しているニーズに対応するべく、不動産特定共同事業法に
則った不動産ファンドサービス（VERFUND）を展開しております。当社で取り扱っている商品をファンド
サービスの資産として組み入れし、商品組成を行っております。また、電子取引業務の許可取得及び電子取
引の基盤を構築したことによって、契約締結行為がオンライン上で完結するなど利便性が向上しております。
　2020年から小規模不動産特定共同事業者として提供を開始し、2026年には不動産特定共同事業1・2・3
号の許可を取得いたしました。

事業ロードマップ

2020 2026 2029

小規模不動産特定共同事業1号 不動産特定共同事業3号 展開期 不動産特定共同事業3号 拡大期

クロスセルへの
リード獲得装置

VU（バリューアップ）
ファンドの最適化ビークル

オフバランスの
事業拡大エンジン

●  会員数拡大により個人向け販売
も堅調に拡大

●  規模・件数に制限があり、成長
性は限定的

●  賃料是正、専有部・共有部のリ
ノベーション、開発型シードファ
ンドの組成・運用

●  物件価値最適化の役割

●  NRL（ノンリコースローン）＋SPC
（特別目的会社）でバランスシー
トへの負担なく事業規模を拡大

●  機関投資家の資本取り込み

金融商品
取引業者

登録

投資家（お客様）

出資 投資

配当 収益・売却益

事業者（VERFUND） 投資対象（不動産）



　不動産管理サービスは、賃貸・建物管理サービスとして、リーシング※1やクレーム対応、原状回復工事等
の賃貸管理機能と自社開発物件の建物設備管理や管理組合対応等の建物管理機能を主として不動産管理収益
を獲得しております。
　不動産管理サービスに関しては、主力サービスとして賃貸管理サービスを中心に取り揃えており、顧客ニ
ーズと当社の長期的な収益性を勘案したサービスラインナップとなっております。
　具体的には「集金代行プラン」「楽々プラン」「安心プラン」「V95プレミアムプラン」の４つのラインナ
ップであり、「集金代行プラン」は、オーナーが所有するマンションの入居者から支払われる賃料の回収等
を当社がオーナーに代わって代行するプランであり、経験や知識を有するオーナーが当社と共同で管理を行
うことができます。管理手数料は777円/月となっており、有料オプションで、修繕費用と原状回復工事費
用が保証されるサービス（月額3,000円、上限30万円まで）を追加することが可能となっております。
※1：�リーシングとは、不動産（当社の場合、マンション）の賃貸を支援する業務を指します。賃貸借取引の仲介のみならず、賃貸条件の設計・

調整など、賃貸収益性を確保するためのサービス業務を含む仕事として定義しております。

　「V95プレミアム」は、大口顧客に限定した提案となりますが、安心プランと異なり、定期借家型の特定
賃貸借契約となっており、10年間借上げ賃料の変更がなく、また、修繕費用と原状回復費用の保証額に上限
がない、特別なプランとなっております。不動産管理サービスにおいて、当社の全社的なコンサルティング
機能の発揮と商品・サービスの多様化を企図して、賃貸管理サービスの開発や、入居者向けサービスの開発
等も行っております。賃貸管理サービスに関しては、前述の通り、通常の賃貸管理委託サービス（集金代行
サービス）や家賃保証サービスを提供しており、家賃保証サービスには条件に応じて期間や保証料率を変動
させる等、顧客ニーズと当社の長期的な継続可能性を勘案しつつ、サービスラインナップを開発、提供して
おります。契約事務、更新手続き、家賃の入出金管理、仕分け業務等の業務効率化を図る為に、Salesforce
による顧客管理及び物件管理を中心としたデータマネジメントプラットフォームを構築し、会計システムと
の連携も行っております。

　加えて、不動産コンサルティングサービスを通じてオーナーを支援する自社企画のアプリケーション（ベ
ルテックスオーナーアプリ）の無償での提供も行っております。ベルテックスオーナーアプリでは、当社か
らの収支報告、書類保管、物件情報の管理等、煩雑な管理を電子媒体で一元管理することができ、チャット
機能等でオーナーと当社間で円滑にコミュニケーションを行える点が特徴となっております。

Plan 賃貸プラン紹介

安心プラン 楽々プラン 集金代行プラン
不動産投資のリスクをカバー。
空室や修繕、原状回復の負担が

大きく軽減された強力プランです。

所有者・賃主 所有者・賃主 所有者・賃主・委託者入居者・転借主 入居者・転借主 入居者・借主

借主・転賃主 借主・転賃主 受託者

転賃借 転賃借 代理
査定賃料

入居者の賃料

賃貸借

賃料が
そのまま収入に
（パススルー）

管理委託

特定
賃貸借

特定
賃貸借

賃料を自分で決めたいオーナー様へ。
修繕や原状回復工事発生時の

手間や費用の負担の少ない楽々運用です。

777円/月の低コスト。
面倒な大家業は

当社におまかせください。

■ 不動産管理サービス



当社の経営理念（vertex CORE）である「より多くの人々の不安を『夢』や『希望』に変える」、その為に「『人生』
の選択肢を増やす」という当社のミッション達成を目指し、人材の育成基盤の高度化に注力し、当社の強み
であるコンサルティング営業を組織として磨き上げてまいります。また、社内のシステム（SFA※1）開発を
促進し、顧客属性や顧客ニーズなどの顧客関連データや在庫滞留期間や在庫の賃料データ、空室データなど
の在庫データを活用したデータドリブンなコンサルティングやソリューション開発の基盤構築やオーナーア
プリや入居者アプリ等のUI※2をわかりやすく且つ課題解決に効果的な仕組みにしていくことによって、更に
先を行くコンサルティングができる体制へと研鑽していきます。「より多くの人々」へのデリバリー体制を
整備する為に、足許中部、関西、九州、北海道、中四国に展開している拠点の他、更に全国に拡大していき
ます。「『人生』の選択肢を増やす」ことを追求し、コンサルティング営業を通じたニーズ把握に紐づくソリ
ューションの多様化を進めていきます。

顧客或いは社会的なニーズとして、環境配慮型不動産や生活スタイルの変化に合わせたマンションの開発
が必要であるという認識を持ち、多様化するニーズに対応する為、ゼネコン機能の内製化に取り組んでいま
す。なお、足許３号案件まで竣工し、４号案件の建設着手を準備している状況となります。また、不動産を
中核とした投資商品の拡充の為に継続的にVERFUNDを組成しつつ、ファンド規模の拡大やファンド商品の
多様化を図っていきます。今後更にファンド事業を拡大していくために、小規模不動産特定共同事業から不
動産特定共同事業に変更し、匿名組合型ファンドに加えSPC型ファンドを運営する予定です。
※1：SFAとは、Sales� Force�Automationの略称で、営業を支援する手法、及びそのためのツールを指し、営業が商談を開始してから受注に

至るまでの進捗状況を可視化し、その活動の管理を行う営業支援システムを指しております。当社においては、Salesforce社の提供して
いるSFAを活用しております。

※2：UIとは、ユーザーインターフェース（顧客接触面）の略称であり、本文章に於いては、アプリケーションの操作画面のことを指しております。

　また、入居者向けのサービスに関しても提供しております。家財保険や設備トラブルの24時間駆けつけサ
ービス、騒音・近隣トラブルサポート、優待サービスをパッケージ化して入居者に提供しているサービスで
ある「ベルプラス」が入居者向け主力商品であります。加えて、入居者向けのアプリケーション（ベルテッ
クス入居者アプリ）を無償提供しており、修繕相談（チャット機能）や管理業務の報告、電子契約（保存）
等がアプリ上で行えることで、顧客満足度の向上にも取り組んでおります。入居率※1も当社の管理物件全体
で99.8％（2026年６月末現在）と業界においても極めて高い水準を維持しております。サービスラインナッ
プ及び企画が賃貸・建物管理サービスの特徴と考えております。
※1：当社の管理戸数のうち契約期間中もしくは契約申込済みの戸数の割合です。（特定賃貸借契約の物件は、全て契約期間中に含みます。）

03 経営戦略SECTION

物件の稼働状況を
分かりやすく表示

チャット機能で
お問合せも簡単

収支報告書を
オンラインで報告

• ゼネコン機能の内製化によるコ
  スト削減とDXによる効率化で利
  益率を確保し、新築供給を継続

• 需要が底堅い中古物件について
  も引き続き仕入体制強化

4

• 新築供給制約と需要拡大を受け、
  中古マンションの成約件数・価
  格ともに右肩上がりで推移

３

• 首都圏投資用マンション供給戸数
  は減少傾向

• 建築費高騰と人手不足により新規
  供給は限定的

供給過剰リスクは低い 中古市場も堅調 当社の戦略

２

• 単独世帯・ひとり親世帯の増加に
  よる世帯構造の変化

• ワンルーム・コンパクトマンショ
  ンへの需要が拡大基調

堅調な需要

1

◆ 自社開発物件の供給量
◆ ファンド組成金額

❶ 仕入・開発機能の強化

◆ 営業拠点数
◆ 法人顧客向け売上高

❷ 販路の拡大と多様化

◆ 人材の確保と育成
◆ 労働生産性

❸ 組織基盤の強化



回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期
中間

決算年月 2021年11月 2022年11月 2023年11月 2024年11月  2025年11月 2026年5月
売上高 (千円) 17,059,099 20,792,689 21,377,468 28,304,678 34,941,218 16,699,760
経常利益 (千円) 164,761 404,967 424,700 1,118,823 1,758,362 910,224
当期（中間）純利益 (千円) 119,575 279,949 286,650 781,919 1,280,798 599,676
持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － － － － －
資本金 (千円) 50,000 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000
発行済株式総数 (株) 2,700,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000
純資産額 (千円) 2,226,855 2,506,979 2,793,892 3,575,472 4,856,374 5,455,873
総資産額 (千円) 7,351,083 7,262,791 8,479,340 9,544,452 14,084,974 12,072,133
１株当たり純資産額 (円) 824.76 928.51 1,034.78 441.42 599.55 －
１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額) (円) －

(－)
－

(－)
－

(－)
－

(－)
－

(－)
－

(－)
１株当たり当期（中間）純利益 (円) 44.29 103.69 106.17 96.53 158.12 74.03
潜在株式調整後
１株当たり（中間）当期純利益 (円) － － － － － －

自己資本比率 (％) 30.3 34.5 32.9 37.5 34.5 －
自己資本利益率 (％) 5.5 11.8 10.8 24.6 30.4 －
株価収益率 (倍) － － － － － －
配当性向 (％) － － － － － －
営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) － － △674,514 759,903 △1,711,596 2,745,265
投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) － － △23,796 △48,065 △52,883 △21,006
財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) － － 650,647 △420,535 2,574,526 △1,997,389
現金及び現金同等物の期末（中間期末）
残高 (千円) － － 1,875,013 2,166,316 2,976,362 3,703,231

従業員数〔外、平均臨時雇用者数〕 (名) 115
〔7〕

141
〔4〕

148
〔9〕

191
〔17〕

231
〔18〕

－
〔－〕

主要な経営指標等の推移

04 業績等の推移SECTION

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期
中間

決算年月 2021年11月 2022年11月 2023年11月 2024年11月  2025年11月 2026年5月
１株当たり純資産額 (円) 274.92 309.50 344.93 441.42 599.55 －
１株当たり当期（中間）純利益 (円) 14.76 34.56 35.39 96.53 158.12 74.03
潜在株式調整後
１株当たり当期（中間）純利益 (円) － － － － － －

１株当たりの配当額 (円) － － － － － －

(注)�１．�当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
２．�当社は、持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。
３．��潜在株式調整後１株当たり当期（中間）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株価

が把握できませんので、記載しておりません。
４．�当社株式は非上場であるため株価収益率を記載しておりません。
５．��第14期及び第15期については「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第5号）に基づき作成してお

り、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、かがやき監査法人により監査を受けております。
� � なお、第11期、第12期及び第13期については、「会社計算規則」(平成18年法務省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載

しております。当該各数値については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定によるかがやき監査法人の監査を受けておりません。
� � また、第16期の中間財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、かがやき監査法人の期中レビューを受けております。
６．��第11期及び第12期についてはキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・フローに係る各項目については記

載しておりません。
７．�第14期の資本金増加は、利益剰余金からの振替によるものです。
８．��第15期の売上高、経常利益及び当期純利益が前期実績より大幅に上回った理由は、高い利益率である自社ブランドマンションを14棟

336戸供給し、個人顧客及び法人顧客への販売が増加、賃貸管理戸数及び建物管理棟数の増加等によるものであります。
９．�第13期につきましては、主に、棚卸資産取得に伴う資金の流出に伴い営業活動によるキャッシュ・フローはマイナスとなっておりま

す。また、有形固定資産の取得に伴い投資活動によるキャッシュ・フローについてもマイナスとなっております。
10．�第14期につきましては、主に、自社開発マンションが竣工したことによる返済が新規開発案件による借入を上回ったことに伴い財務

活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっております。
11．�第15期につきましては、主に、開発用地取得に伴う資金の流出に伴い営業活動によるキャッシュ・フローはマイナスとなっておりま

す。また、新規支店開設および本社増床に伴う差入敷金の支出に伴い投資活動によるキャッシュ・フローについてもマイナスとなって
おります。

12．��「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第12期の期首から適用しており、第12期以降に係る主要
な経営指標については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

13．��従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（アルバイト、嘱託社員、契約社員及び派遣社員をいう）は、年間の平均人員を（外書）
で記載しております。

14．�１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。
15．��当社は、2026年５月８日開催の取締役会決議により、2026年６月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割をおこなって

おります。そこで、東京証券取引所自主規制法人の引受担当者宛通知「『新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の
留意点について」（平成24年８月21日付東証上審第133号）に基づき、第11期の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の１
株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。
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(注)��2026年６月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。これに伴い、各期の「１株当たり純資産額」「１株当たり当期
（中間）純利益」は、第11期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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【表紙】

【提出書類】 有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年８月14日

【会社名】 株式会社ベルテックス

【英訳名】 Vertex co.，Ltd

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 梶尾 祐司

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 住友不動産新宿オークタワー

９階

【電話番号】 03（6302）0544（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理本部長 馬場 裕史

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 住友不動産新宿オークタワー

９階

【電話番号】 03（6302）0544（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経営管理本部長 馬場 裕史

【届出の対象とした募集(売出)有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集(売出)金額】 募集金額

ブックビルディング方式による募集 1,419,075,000円

売出金額

(引受人の買取引受による売出し)

ブックビルディング方式による売出し 318,000,000円

(オーバーアロットメントによる売出し)

ブックビルディング方式による売出し 298,125,000円

(注) 募集金額は、有価証券届出書提出時における見込額(会社法

上の払込金額の総額)であり、売出金額は、有価証券届出書

提出時における見込額であります。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行株式】

種類 発行数(株) 内容

普通株式 3,150,000(注)２．
完全議決権株式であり、株主としての権利内容に何ら限
定のない当社における標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であります。

(注) １．2026年８月14日開催の取締役会決議によっております。

２．発行数については、2026年９月１日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。

３．当社は、東海東京証券株式会社に対し、上記引受株式数のうち、93,000株を上限として、福利厚生を目的

に、当社従業員持株会を当社が指定する販売先(親引け先)として要請する予定であります。

なお、親引けは、日本証券業協会の定める「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分等に関する規

則」に従い、発行者が指定する販売先への売付け(販売先を示唆する等実質的に類似する行為を含む。)であ

ります。

４．当社の定める振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

５．上記とは別に、2026年８月14日開催の取締役会において、東海東京証券株式会社を割当先とする当社普通株

式562,500株の第三者割当増資を行うことを決議しております。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項 ２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。
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２ 【募集の方法】

2026年９月10日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４ 株式の引受け」

欄記載の金融商品取引業者(以下「第１ 募集要項」において「引受人」という。)は、買取引受けを行い、当該引受

価額と異なる価額(発行価格)で募集(以下「本募集」という。)を行います。引受価額は2026年９月１日開催予定の取

締役会において決定される会社法上の払込金額以上の価額となります。引受人は払込期日までに引受価額の総額を当

社に払込み、本募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。当社は、引受人に対して引受

手数料を支払いません。

なお、本募集は、株式会社東京証券取引所(以下「取引所」という。)の定める「有価証券上場規程施行規則」第246

条に規定するブックビルディング方式(株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格に係る仮条件を投

資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握した上で発行価格等を決定する方法をいう。)により決定する価格

で行います。

区分 発行数(株) 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

入札方式のうち入札による募集 ― ― ―

入札方式のうち入札によらない募集 ― ― ―

ブックビルディング方式 3,150,000 1,419,075,000 767,970,000

計(総発行株式) 3,150,000 1,419,075,000 767,970,000

(注) １．全株式を引受人の買取引受けにより募集いたします。

２．上場前の公募増資を行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されており

ます。

３．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時における見込額であります。

４．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金であり、2026年８月14日開催の取締役会決議に基づき、

2026年９月10日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第１項に基づき算出される

資本金等増加限度額(見込額)の２分の１相当額を資本金に計上することを前提として算出した見込額であり

ます。

５．有価証券届出書提出時における想定発行価格(530円)で算出した場合、本募集における発行価格の総額(見込

額)は1,669,500,000円となります。

６．本募集並びに「第２ 売出要項 １ 売出株式(引受人の買取引受による売出し)」及び「２ 売出しの条件

(引受人の買取引受による売出し)」における「引受人の買取引受による売出し」にあたっては、需要状況を

勘案し、オーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「第２ 売出要項 ３ 売出株式(オーバーアロ

ットメントによる売出し)」及び「４ 売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)」をご参照下

さい。

７．本募集に関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容については、「募集又は売出

しに関する特別記載事項 ３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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３ 【募集の条件】

(1) 【入札方式】

① 【入札による募集】

該当事項はありません。

② 【入札によらない募集】

該当事項はありません。

(2) 【ブックビルディング方式】

発行価格
(円)

引受価額
(円)

払込金額
(円)

資本
組入額
(円)

申込株数
単位
(株)

申込期間
申込

証拠金
(円)

払込期日

未定
(注)１．

未定
(注)１．

未定
(注)２．

未定
(注)３．

100
自 2026年９月11日(金)
至 2026年９月16日(水)

未定
(注)４．

2026年９月17日(木)

(注) １．発行価格は、ブックビルディング方式によって決定いたします。

発行価格は、2026年９月１日に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リスク

等を総合的に勘案した上で、2026年９月10日に引受価額と同時に決定する予定であります。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。

需要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社普通株式が市場において適正な評価を受けることを目的

に、機関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２．払込金額は、会社法上の払込金額であり、2026年９月１日開催予定の取締役会において決定される予定であ

ります。また、「２ 募集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と会社法上の払込金額及び2026年９月

10日に決定される予定の引受価額とは各々異なります。発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手

取金となります。

３．資本組入額は、１株当たりの増加する資本金であります。なお、2026年８月14日開催の取締役会において、

増加する資本金の額は、2026年９月10日に決定される予定の引受価額を基礎として、会社計算規則第14条第

１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとすること、及び増加する資本準備金の額は資本金等増加限度額から増加

する資本金の額を減じた額とする旨、決議しております。

４．申込証拠金は、発行価格と同一の金額とし、利息をつけません。申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込

期日に新株式払込金に振替充当いたします。

５．株式受渡期日は、2026年９月18日(金)(以下「上場(売買開始)日」という。)の予定であります。本募集に係

る株式は、株式会社証券保管振替機構(以下「機構」という。)の「株式等の振替に関する業務規程」に従

い、機構にて取扱いますので、上場(売買開始)日から売買を行うことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．申込みに先立ち、2026年９月３日から2026年９月９日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考として

需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更又は撤回することが可能であります。

販売に当たりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通性

の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われることがあります。

引受人及びその委託販売先金融商品取引業者は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分

に関する基本方針及び社内規程等に従い、販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については各

社の店頭における表示又はホームページにおける表示等をご確認下さい。

８．引受価額が会社法上の払込金額を下回る場合は新株式の発行を中止いたします。

① 【申込取扱場所】

後記「４ 株式の引受け」欄記載の引受人及びその委託販売先金融商品取引業者の本店並びに全国各支店及び

営業所で申込みの取扱いをいたします。



― 5 ―

② 【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 新宿新都心支店 東京都新宿区西新宿一丁目６番１号

(注) 上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

４ 【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受株式数

(株)
引受けの条件

東海東京証券株式会社

株式会社ＳＢＩ証券

松井証券株式会社

マネックス証券株式会社

楽天証券株式会社

むさし証券株式会社

極東証券株式会社

岡三証券株式会社

水戸証券株式会社

丸三証券株式会社

岩井コスモ証券株式会社

東洋証券株式会社

あかつき証券株式会社

愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１号

東京都港区六本木一丁目６番１号

東京都千代田区麹町一丁目４番地

東京都港区赤坂一丁目12番32号

東京都港区南青山二丁目６番21号

さいたま市大宮区桜木町四丁目333番地13号

東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番７号

東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号

東京都文京区小石川一丁目１番１号

東京都千代田区麹町三丁目３番６号

大阪市中央区今橋一丁目８番12号

東京都中央区八丁堀四丁目７番１号

東京都中央区日本橋小網町17番10号

未定

１．買取引受けにより
ます。

２．引受人は新株式払
込金として、2026
年９月17日までに
払込取扱場所へ引
受価額と同額を払
込むことといたし
ます。

３．引受手数料は支払
われません。ただ
し、発行価格と引
受価額との差額の
総額は引受人の手
取金となります。

計 ― 3,150,000 ―

(注) １．2026年９月１日開催予定の取締役会において各引受人の引受株式数が決定される予定であります。

２．上記引受人と発行価格決定日(2026年９月10日)に元引受契約を締結する予定であります。

３．引受人は、上記引受株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を希望する引受人以外の金融商品取

引業者に販売を委託する方針であります。

５ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,535,940,000 16,000,000 1,519,940,000

(注) １．払込金額の総額は、会社法上の払込金額の総額とは異なり、新規発行に際して当社に払い込まれる引受価額

の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格(530円)を基礎として算出した見込額でありま

す。

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という。)は含まれておりません。

３．引受手数料は支払わないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。

(2) 【手取金の使途】

当社では不動産を中核とした多様な商品・サービスをトータルに提供する為に、（１）不動産コンサルティング

サービス、（２）不動産管理サービスを一体として運営し、「不動産事業」の単一セグメントとして事業展開をし

ております。不動産コンサルティングサービスの主要な売上高は個人顧客や法人顧客に対する不動産の販売に伴う

売上高となっており、不動産管理サービスの主要な売上高は賃貸管理手数料等の売上高となっております。このよ

うなビジネスモデルを運営する中、上記の手取概算額1,519,940千円については、「１ 新規発行株式」の(注)５．
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に記載の第三者割当増資の手取概算額上限274,275千円と合わせた手取概算額合計上限1,794,215千円を充当する予

定であります。具体的には以下のとおりであります。

① マーケティング費用

2025年11月期の不動産販売における既存顧客の割合が多くなっており、新規顧客の開拓を進めることが重要と

考えております。また、拠点展開に併せてマーケティング費用を活用することで、各拠点地域における顧客層を

拡大できるものと考えております。３か年で合計697,600千円（2026年11月期174,601千円、2027年11月期261,399

千円、2028年11月期261,600千円）を使用する予定です。

② コーポレートブランディング費用

当社は、拠点展開とそれに伴うお客様への商品・サービスの提供を更に促進していく為に、広告出稿も行って

まいります。東京証券取引所スタンダード市場上場との相乗効果によって、全国的なコーポレートブランディン

グを強力に推進できるものと考えております。３か年で670,779千円（2026年11月期89,815千円、2027年11月期

258,858千円、2028年11月期322,106千円）を使用する予定です。

③ 拠点展開、人員増強それに伴う増床費用

販売部門の人員増強に当たり、採用時に発生する人材採用費として３か年で118,602千円（2026年11月期60,012

千円、2027年11月期35,700千円、2028年11月期22,890千円）を使用する予定です。

また、新規に展開拠点の運営費用（賃借料及び水道光熱費）及び人員増員に伴う本社の増床費用（賃借料及び

水道光熱費のうち増加発生分）として３か年で103,680千円（2026年11月期1,560千円、2027年11月期36,140千円、

2028年11月期65,980千円）を使用する予定です。

拠点展開に関しては、これまで商品やサービスをお届けしていた地域或いは顧客層を更に拡大し、迅速且つ丁

寧に提供していく為に、拠点展開による販売網の拡大、コンサルティング体制の構築を図ってまいります。今回

の調達資金を活用して個人営業及び法人営業の人員獲得の加速化を図ってまいります。特に法人営業の組織拡大

を加速化してまいります。

④ 人材育成のための研修費用

当社は、保有する多くの不動産関連機能の連携を更に深め、現在の事業領域を拡張する等の戦略の広がりを企

図する中において、人材採用や人材育成等の人材投資は不可欠且つ注力すべき領域であると位置づけておりま

す。３か年で46,094千円（2026年11月期17,134千円、2027年11月期14,480千円、2028年11月期14,480千円）を使

用する予定です。

⑤ IT関連費用

当社は、現在セールスフォース社のSFAを活用して、顧客管理、案件管理を行っております。同サービス上に生

成AIの機能を実装し、面談記録の自動要約、ヒアリングポイントの記録化、次の商談に関する要点整理などを経

て、未経験営業社員等に対してAIを活用したコーチングスタイルを取り入れることを目指しています。これらの

実現により、限られたマネジメント人員の能力を拡張し、戦力層拡大を加速化させてまいります。また、面談記

録では宅建業法を始めとした法令に準拠した商談となっているかをモニタリングする機能も備えており、コンプ

ライアンスの強化にも資する内容となります。

このような、顧客に対するコンサルティング能力を向上するためのIT関連費用として、３か年で51,393千円

（2026年11月期15,393千円、2027年11月期18,000千円、2028年11月期18,000千円）を使用する予定です。

⑥ 販売用不動産の調達資金

2027年11月期で106,067千円を使用する予定です。

なお、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等にて運用する予定であります。
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第２ 【売出要項】

１ 【売出株式(引受人の買取引受による売出し)】

2026年９月10日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２ 売出しの条件(引

受人の買取引受による売出し) (2) ブックビルディング方式」に記載の金融商品取引業者(以下「第２ 売出要項」

において「引受人」という。)は、下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額(売出価格、発行価

格と同一の価格)で売出し(以下「引受人の買取引受による売出し」という。)を行います。引受人は株式受渡期日に引

受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金

といたします。売出人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。

種類 売出数(株)
売出価額の総額

(円)
売出しに係る株式の所有者の住所

及び氏名又は名称

―
入札方式のうち入札
による売出し

― ― ―

―
入札方式のうち入札
によらない売出し

― ― ―

普通株式
ブックビルディング
方式

600,000 318,000,000
東京都港区
梶尾 祐司

600,000株

計(総売出株式) ― 600,000 318,000,000 ―

(注) １．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

２．「第１ 募集要項」における株式の発行を中止した場合には、引受人の買取引受による売出しも中止いたし

ます。

３．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格(530円)で算出した見込額であります。

４．売出数等については今後変更される可能性があります。

５．振替機関の名称及び住所は、「第１ 募集要項 １ 新規発行株式」の(注)４．に記載した振替機関と同一

であります。

６．本募集並びに引受人の買取引受による売出しに当たっては、需要状況を勘案し、オーバーアロットメントに

よる売出しを行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「３ 売出株式(オーバーアロットメントによる

売出し)」及び「４ 売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)」をご参照下さい。

７．引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております。その内容につ

いては、「募集又は売出しに関する特別記載事項 ３．ロックアップについて」をご参照下さい。
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２ 【売出しの条件(引受人の買取引受による売出し)】

(1) 【入札方式】

① 【入札による売出し】

該当事項はありません。

② 【入札によらない売出し】

該当事項はありません。

(2) 【ブックビルディング方式】

売出価格
(円)

引受価額
(円)

申込期間
申込株数
単位
(株)

申込
証拠金
(円)

申込受付場所
引受人の住所及び氏名

又は名称
元引受契約
の内容

未定
(注)１．
(注)２．

未定
(注)２．

自 2026年
９月11日(金)
至 2026年
９月16日(水)

100
未定

(注)２．

引受人及びその委
託販売先金融商品
取引業者の本店並
びに全国各支店及
び営業所

愛知県名古屋市中村区
名駅四丁目７番１号
東海東京証券株式会社

未定
(注)３．

(注) １．売出価格の決定方法は、「第１ 募集要項 ３ 募集の条件 (2) ブックビルディング方式」の(注)１．と

同様であります。

２．売出価格及び申込証拠金は、本募集における発行価格及び申込証拠金とそれぞれ同一となります。ただし、

申込証拠金には、利息をつけません。

引受人の買取引受による売出しにおける引受価額は、本募集における引受価額と同一となります。

３．引受人の引受価額による買取引受によることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件は、売出

価格決定日(2026年９月10日)に決定する予定であります。

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の総額

は引受人の手取金となります。

４．上記引受人と売出価格決定日に元引受契約を締結する予定であります。

５．株式受渡期日は、上場(売買開始)日の予定であります。引受人の買取引受による売出しに係る株式は、機構

の「株式等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場(売買開始)日から売買を行う

ことができます。

６．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７．上記引受人及びその委託販売先金融商品取引業者の販売方針は、「第１ 募集要項 ３ 募集の条件 (2)

ブックビルディング方式」の(注)７．に記載した販売方針と同様であります。
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３ 【売出株式(オーバーアロットメントによる売出し)】

種類 売出数(株)
売出価額の総額

(円)
売出しに係る株式の所有者の住所

及び氏名又は名称

―
入札方式のうち入札
による売出し

― ― ―

―
入札方式のうち入札
によらない売出し

― ― ―

普通株式
ブックビルディング
方式

562,500 298,125,000
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番
１号
東海東京証券株式会社 562,500株

計(総売出株式) ― 562,500 298,125,000 ―

(注) １．オーバーアロットメントによる売出しは、本募集並びに引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状

況を勘案し、東海東京証券株式会社が行う売出しであります。したがってオーバーアロットメントによる売

出しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少若しくは中止される場合があ

ります。

２．オーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社は、2026年８月14日開催の取締役会において、東海

東京証券株式会社を割当先とする当社普通株式562,500株の第三者割当増資の決議を行っております。また、

東海東京証券株式会社は、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数

を上限とする当社普通株式の買付け(以下「シンジケートカバー取引」という。)を行う場合があります。

なお、その内容については、「募集又は売出しに関する特別記載事項 ２．第三者割当増資とシンジケート

カバー取引について」をご参照下さい。

３．上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の有価証券上場規程施行規則により規定されておりま

す。

４．「第１ 募集要項」における株式の発行を中止した場合には、オーバーアロットメントによる売出しも中止

いたします。

５．売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格(530円)で算出した見込額であります。

６．振替機関の名称及び住所は、「第１ 募集要項 １ 新規発行株式」の(注)４．に記載した振替機関と同一

であります。
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４ 【売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)】

(1) 【入札方式】

① 【入札による売出し】

該当事項はありません。

② 【入札によらない売出し】

該当事項はありません。

(2) 【ブックビルディング方式】

売出価格
(円)

申込期間
申込株数
単位(株)

申込証拠金
(円)

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の
内容

未定
(注)１．

自 2026年
９月11日(金)
至 2026年
９月16日(水)

100
未定

(注)１．

東海東京証券株式会社
及びその委託販売先金
融商品取引業者の本店
並びに全国各支店及び
営業所

― ―

(注) １．売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一とし、売出価格決定日(2026年９月10日)に決定する予定であります。ただし、申込証拠金には、

利息をつけません。

２．株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場(売買開始)日の予定であ

ります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の「株式等の振替に関する業務規程」に

従い、機構にて取扱いますので、上場(売買開始)日から売買を行うことができます。

３．申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

４．東海東京証券株式会社及びその委託販売先金融商品取引業者の販売方針は、「第２ 売出要項 ２ 売出し

の条件(引受人の買取引受による売出し) (2) ブックビルディング方式」の(注)７．に記載した販売方針と

同様であります。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１．東京証券取引所スタンダード市場への上場について

当社は、「第１ 募集要項」における新規発行株式及び「第２ 売出要項」における売出株式を含む当社普通株式

について、東海東京証券株式会社を主幹事会社として、東京証券取引所スタンダード市場への上場を予定しておりま

す。

２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引について

オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、主幹事会社が当社株主である梶尾 祐司(以下「貸株人」という。)より借入れる株式であります。これに関連し

て、当社は、2026年８月14日開催の取締役会において、主幹事会社を割当先とする当社普通株式562,500株の第三者割

当増資(以下「本件第三者割当増資」という。)を行うことを決議しております。本件第三者割当増資の会社法上の募

集事項については、以下のとおりであります。

(1) 募集株式の数 当社普通株式562,500株

(2) 募集株式の払込金額 未定 (注)１．

(3)
増加する資本金及び資本準備金に
関する事項

増加する資本金の額は割当価格を基礎とし、会社計算規則第14条第１
項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計
算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるもの
とする。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から
増加する資本金の額を減じた額とする。 (注)２．

(4) 払込期日 2026年10月21日(水)

(注) １．募集株式の払込金額(会社法上の払込金額)は、2026年９月１日開催予定の取締役会において決定される予定

の「第１ 募集要項」における新規発行株式の払込金額(会社法上の払込金額)と同一とする予定でありま

す。

２．割当価格は、2026年９月10日に決定される予定の「第１ 募集要項」における新規発行株式の引受価額と同

一とする予定であります。

また、主幹事会社は、2026年９月18日から2026年10月16日までの間、貸株人から借入れる株式の返還を目的として、

東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数を上限とするシンジケートカバー取

引を行う場合があります。

主幹事会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式については、貸株人から借入れている株式の返還

に充当し、当該株式数については、割当てに応じない予定でありますので、その場合には本件第三者割当増資におけ

る発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行

数が減少する、又は発行そのものが全く行われない場合があります。また、シンジケートカバー取引期間内において

も、主幹事会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わないか若しくは上限株式数に至らない株式数でシンジケ

ートカバー取引を終了させる場合があります。

３．ロックアップについて

本募集並びに引受人の買取引き受けによる売出しに関連して、売出人かつ貸株人である梶尾 祐司並びに当社

新株予約権者である馬場 裕史、澤田 統吉、佐々木 義孝、鈴木 康弘、加藤 賢二、鈴木 信裕、青木 丈介は、

主幹事に対し、元引受契約締結日から上場（売買開始）日（当日を含む）後180日目の2027年３月16日までの期

間（以下「ロックアップ期間」という。）中、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社普通株式の売

却（ただし、引受人の買取引受による売出し、オーバーアロットメントによる売出しのために当社普通株式を貸

し渡すことは除く。）等を行わない旨合意しております。

また、当社は主幹事会社に対し、ロックアップ期間中は主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社普

通株式の発行、当社普通株式に転換若しくは交換される有価証券の発行又は当社普通株式を取得若しくは受領す

る権利を付与された有価証券の発行（ただし、本募集、株式分割、ストック・オプションとしての新株予約権の

発行及びオーバーアロットメントによる売出しに関連し、2026年８月14日開催の当社取締役会において決議され
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た主幹事会社を割当先とする第三者割当増資等を除く。）等を行わない旨合意しております。

なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内

容を一部若しくは全部につき解除できる権限を有しております。

上記のほか、当社は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則の規定に基づき、上場前の第三者割当等によ

る募集株式等の割当等に関し、割当を受けた者との間に継続所有等の確約を行っております。その内容について

は、「第四部 株式公開情報 第２ 第三者割当等の概況」をご参照下さい。
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第二部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 2021年11月 2022年11月 2023年11月 2024年11月 2025年11月

売上高 (千円) 17,059,099 20,792,689 21,377,468 28,304,678 34,941,218

経常利益 (千円) 164,761 404,967 424,700 1,118,823 1,758,362

当期純利益 (千円) 119,575 279,949 286,650 781,919 1,280,798

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 50,000 50,000 50,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 2,700,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000

純資産額 (千円) 2,226,855 2,506,979 2,793,892 3,575,472 4,856,374

総資産額 (千円) 7,351,083 7,262,791 8,479,340 9,544,452 14,084,974

１株当たり純資産額 (円) 824.76 928.51 1,034.78 441.42 599.55

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
－ － － － －
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 (円) 44.29 103.69 106.17 96.53 158.12

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 30.3 34.5 32.9 37.5 34.5

自己資本利益率 (％) 5.5 11.8 10.8 24.6 30.4

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － △674,514 759,903 △1,711,596

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － △23,796 △48,065 △52,883

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － 650,647 △420,535 2,574,526

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － － 1,875,013 2,166,316 2,976,362

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
115 141 148 191 231

〔7〕 〔4〕 〔9〕 〔17〕 〔18〕
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(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．当社は、持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるた

め、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

４．当社株式は非上場であるため株価収益率を記載しておりません。

５．第14期及び第15期については「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

５号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、かがやき監査法人によ

り監査を受けております。なお、第11期、第12期及び第13期については、「会社計算規則」(平成18年法務

省令第13号)の規定に基づき算出した各数値を記載しております。当該各数値については、金融商品取引法

第193条の２第１項の規定によるかがやき監査法人の監査を受けておりません。

６．第11期及び第12期についてはキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・フローに

係る各項目については記載しておりません。

７．第14期の資本金増加は、利益剰余金からの振替によるものです。

８．第15期の売上高、経常利益及び当期純利益が前期実績より大幅に上回った理由は、高い利益率である自社ブ

ランドマンションを14棟336戸供給し、個人顧客及び法人顧客への販売が増加、賃貸管理戸数及び建物管理

棟数の増加等によるものであります。

９．第13期につきましては、主に、棚卸資産取得に伴う資金の流出に伴い営業活動によるキャッシュ・フローは

マイナスとなっております。また、有形固定資産の取得に伴い投資活動によるキャッシュ・フローについて

もマイナスとなっております。

10．第14期につきましては、主に、自社開発マンションが竣工したことによる返済が新規開発案件による借入を

上回ったことに伴い財務活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっております。

11．第15期につきましては、主に、開発用地取得に伴う資金の流出に伴い営業活動によるキャッシュ・フローは

マイナスとなっております。また、新規支店開設および本社増床に伴う差入敷金の支出に伴い投資活動によ

るキャッシュ・フローについてもマイナスとなっております。

12．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第12期の期首から適用してお

り、第12期以降に係る主要な経営指標については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

13．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（アルバイト、嘱託社員、契約社員及び派遣社員をいう）は、

年間の平均人員を（外書）で記載しております。

14．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。

15．当社は、2026年５月８日開催の取締役会決議により、2026年６月１日付で普通株式１株につき３株の割合で

株式分割をおこなっております。そこで、東京証券取引所自主規制法人の引受担当者宛通知「『新規上場申

請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」(平成24年８月21日付東証上審第133

号)に基づき、第11期の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の１株当たり純資産額及び１株当た

り当期純利益を算定しております。

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 2021年11月 2022年11月 2023年11月 2024年11月 2025年11月

１株当たり純資産額 (円) 274.92 309.50 344.93 441.42 599.55

１株当たり当期純利益 (円) 14.76 34.56 35.39 96.53 158.12

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 (円)
― ― ― ― ―

１株当たりの配当額 (円) ― ― ― ― ―
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２ 【沿革】

当社は、2010年12月に東京都新宿区北新宿において、資産運用型投資用マンションの販売及び賃貸管理等を目的とし

て当社代表取締役社長梶尾祐司により設立されました。

当社設立以後の経緯は、次のとおりであります。

年月 概要

2010年12月 東京都新宿区北新宿において、資産運用型投資用マンションの販売及び賃貸管理等を目的として株式

会社ベルテックスを設立（資本金900万円）

2011年４月 東京都知事から宅地建物取引業免許を取得（免許番号：(1)第092873号）

2011年12月 不動産の企画・開発及び損害保険代理業を開始

2012年２月 本社を東京都新宿区（新宿福智ビル）に移転

2013年４月 投資用マンション開発物件「VERXEED」シリーズを販売開始

2013年12月 資本金を50,000千円に増資

2014年５月 生命保険の募集に関する業務を開始

2014年９月 本社を東京都新宿区（住友不動産西新宿ビル）に移転

2017年10月 本社を東京都新宿区（住友不動産新宿オークタワー）に移転

2020年３月 東京都知事から一般建設業許可を取得（現許可番号：第151582号）

2020年７月 東京都知事から不動産特定共同事業法に基づく事業（小規模不動産特定共同事業）の登録

2020年10月 VERFUND1号（小規模不動産特定共同事業）を運営開始

2021年４月 国土交通省にマンション管理業の登録（現登録番号：(2)第034562号）

2021年５月 宅地建物取引業の国土交通大臣への免許換え（現免許番号：(2)第009910号）

2021年６月 名古屋支店（現：中部支店）を愛知県名古屋市中区（LANDSQUARE MARUNOUCHIビル）に開設

2021年７月 国土交通省に賃貸住宅管理業者の登録（現登録番号：(1)第0000366号）

2022年７月 投資用ミニマンション開発物件「VERXEED STAIR」シリーズを販売開始

2022年９月 情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の国際規格である『ISO/IEC27001:2013、JIS Q

27001:2014』の認証を取得

2022年12月 関西支店を大阪府大阪市淀川区（新大阪第一生命ビルディング）に開設

2023年２月 VERFUNDにて電子取引業務を開始

2023年２月 東京都知事から特定建設業許可を取得（現許可番号：第151582号）（自社建設マンションプロジェク

ト開始）

2024年11月 資本金を100,000千円に増資

2025年５月 九州支店を福岡県福岡市中央区（ALFACIO TENJIN BLD.）に開設

2025年５月 北海道支店を北海道札幌市中央区（BYYARD）に開設

2026年３月 金融庁長官・国土交通大臣から不動産特定共同事業1・2・3号の許可を取得（現許可番号：第139号）

2026年７月 中四国支店を岡山県岡山市北区（第一セントラルビル）に開設

３ 【事業の内容】

当社では不動産を中核とした多様な商品・サービスをトータルに提供する為に、(1)不動産コンサルティングサービ

ス、(2)不動産管理サービスを一体として運営し、「不動産事業」の単一セグメントとして事業展開をしております。

デジタルマーケティングによる集客やSFA※１による顧客管理、不動産商品管理、これら主たる管理機能を活用した

データ分析基盤の構築、契約書の発行プロセス等の事業運営上コアとなる業務の自動化及び電子化を推進し、不動産

コンサルティングサービスや不動産管理サービスにおける付加価値の創出を促進しております。不動産管理サービス

として、不動産コンサルティングサービスに付随する賃貸・建物管理サービスを展開しております。

不動産購入顧客（個人投資家や法人顧客等）への不動産販売収益が主な収益となっており、また、ストックビジネ

スである不動産管理サービスが当社の収益の安定化をもたらしております。加えて、不動産投資に関して多様化して
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いるニーズに対応すべく不動産特定共同事業法に則った不動産ファンドサービス（VERFUND）を展開しており、不動産

投資の裾野を広げ顧客獲得に貢献しております。

各サービスの売上高に占める割合は以下のとおりであります。

事業内容

第15期事業年度
（自 2024年12月１日
至 2025年11月30日）

第16期中間会計期間
（自 2025年12月１日
至 2026年５月31日）

販売高(千円) 構成比(％) 販売高(千円) 構成比(％)

不動産コンサルティングサービス 31,186,717 89.3 14,711,809 90.2

不動産管理サービス 3,754,501 10.7 1,987,950 9.8

合計 34,941,218 100.0 16,699,760 100.0

※１： SFAとは、Sales Force Automationの略称で、営業を支援する手法、及びそのためのツールを指し、営業

が商談を開始してから受注に至るまでの進捗状況を可視化し、その活動の管理を行う営業支援システムを指して

おります。当社においては、Salesforce社の提供しているSFAを活用しております。
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(1) 不動産コンサルティングサービス

不動産コンサルティングサービスは当社の主力事業であり、不動産商品やその購入時に付随する関連サービスの

提案・販売を通じて、主に不動産販売による収益を獲得しております。

① コンサルティング営業体制

不動産商品を販売する体制としてコンサルティング営業体制を構築しております。不動産を活用した資産形成

は、中長期的に有効な手段であるにもかかわらず、投資信託等の金融商品と比べて、法的なハードルや専門家で

なければ検知しにくい不動産に内在するリスク等、不動産商品を購入するにあたって、超えるべき障壁が多く存

在しているのが現状です。この障壁を極力低くし、不動産商品の購入と中長期的な資産形成を実現させる為に不

動産商品を中核としたコンサルティング営業を行っております。

また、ファイナンシャル・プランニング技能士や税理士、建築士、金融業界や不動産ファンド事業の出身者等

各分野の専門家が所属しており、それぞれが一体となり、コンサルティング営業活動をサポートする体制を取っ

ていることで、会社全体の知見を結集した総合的なコンサルティング営業が可能な体制となっております。

コンサルティング営業を行うにあたり、ニーズの高い商品・サービスの多様化は重要であり、当社では、高利

回り物件から長期的な資産価値に重きを置いた物件等、首都圏を中心とした新築物件と中古物件を、顧客ニーズ

の広がりに対応していくために取り揃えてまいります。また、お客様が不動産商品を購入するにあたっては、ロ

ーンを組むことが多く、購入時の年齢・職業・年収などの融資条件、融資金額・金利・団体信用生命保険などの

融資内容は金融機関毎に違いがあるため、お客様のニーズに合わせた最適な提案ができる体制を構築する必要が

あります。そのため、金融機関との提携を拡大し、現在10を超える金融機関と提携しております。不動産商品及

びサービスの多様化に関しては、不動産商品の種類×ローン商品の種類がコンサルティングの幅を広げることに

なると考え、当該商品の多様性は当社の特徴の一つと考えております。

当社の強みであるコンサルティング営業力をより広範な顧客アプローチに活用し、当社の収益の柱である不動

産販売を更に加速させる為、個人投資家への営業を第一の柱としつつ、法人顧客の抱える課題等にアプローチ可

能な営業組織体制を構築、法人顧客への営業も開始しており、不動産販売における第二の柱に成長しておりま

す。

なお、2025年11月期の流入経路割合は既存顧客への追加販売が最も多く、次点が紹介となっており、その他に
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法人顧客に対しては法人への架電営業によるアプローチ、個人顧客に対しては反響営業によるアプローチがござ

います。買増しと紹介が多い点は、事業年数を経るごとに既存顧客数が増加したこと、2025年までは低金利の傾

向が継続し買い替えや借り換えの需要が旺盛であったことの他、営業担当者による継続的な連絡・相談対応、感

謝祭や座談会の開催といったリレーション深化に向けた取り組みが主な要因と考えております。

② 不動産商品

不動産コンサルティングサービスでは、主に首都圏の自社開発マンション及び中古物件を提供しております。

マンションの開発においては、土地の仕入担当者、建築士、施工管理技士が一体となり、土地仕入から開発企画、

建築と、ゼネコン機能を備えたデベロッパーとして開発工程における高い付加価値を創出しております。この体

制によって、従来開発供給していた総戸数40戸程度のマンションのみならず、一棟で購入可能な総戸数20戸未満

の小規模マンションの企画が可能となりました。また、従前は単身者向けの30㎡未満の間取りが中心でしたが、

パワーカップル※２の台頭からニーズの高まりを見せるDINKS※３向けの30㎡から40㎡の間取りのマンション開発

も増やしております。

昨今のインフレ環境及び現場監督等の高齢化に伴う人員不足等構造的な問題に起因し、資材価格と人件費を併

せた建築費も高騰または高止まりしている状況となっており、またこうした環境の中でも、顧客或いは社会的な

ニーズの多様化に対応した開発も志向していく必要があると考えており、その一環として一部自社開発マンショ

ンにおいてゼネコン機能の内製化を行いました。なお、当社が有するゼネコン機能とは、自社で建築工事一式を

遂行するための管理機能を指しており、設計・工事そのものは各社へ依頼し、当社が施工管理機能、設計監理機

能、一部資材の調達機能を担う形となります。

土地の仕入から開発に至るまでの工程を社内で実行可能な体制を構築していること、これにより中間マージン

を抑制、商品企画の実行性を高めるための基盤が整備されていることが強みであると考えております。

自社開発物件の供給のみならず、中古物件についても仕入を行っております。首都圏の築年数が５年から20年、

ワンルームから１LDK等の物件を仕入れることで、当社の不動産コンサルティングサービスにおける商品の多様化

を図っております。併せて、総在庫量の機動的な確保、調整機能も担っております。不動産流通機構（レイン

ズ）のデータベースはもとより、仲介業者や保証会社、金融機関等業界のつながりを駆使し、非公開物件の情報

を収集、迅速な意思決定を以て、買い付けを行っております。このような取り組みの結果、お客様に資産価値の

高い物件を提供できていると考えております。

また、１棟での仕入及び自社開発案件の竣工が見込まれる際に全体の３割程度を上限の目安として業者販売を

通じて市場へ自社開発物件の供給を行っております。これは物件情報を継続的且つ安定的に収集し、将来を通じ

円滑な仕入れを行うこと、柔軟に安定した資金繰り運営を行うことを主な目的としております。そのため、予算

策定時において見込まれる１棟での仕入及び自社開発案件の増減によって売上高に占める業者販売の比率が変動

するものとなっております。

※２： パワーカップルとは共働きで高収入を得ている夫婦やパートナーと当社では定義しております。

※３： DINKSとは、"Double Income No Kids" または "Dual Income No Kids"の頭文字を並べたものであり、共

働きで現状子供を持たない、或いは意識的に作らない、その生活観のことを指しております。

③ 不動産ファンド

顧客ニーズならびに不動産投資に関して多様化しているニーズに対応するべく、不動産特定共同事業法に則っ

た不動産ファンドサービス（VERFUND）を展開しております。当社で取り扱っている商品をファンドサービスの資

産として当社の仕入時の価格で組み入れし、ファンド商品組成を行っております。また、電子取引業務の許可取

得及び電子取引の基盤を構築したことによって、契約締結行為がオンライン上で完結するなど利便性が向上して

おります。

VERFUNDは一口10万円から始めることができ、ファンド組成後３か月から６か月の運用期間を経て、当社の不動
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産コンサルティングサービスにおける販売機能による顧客への販売活動や、当社での買戻しを以てファンド運用

を終了し、運用終了月の翌々月までに、運用期間中の賃料及び物件売却時の売却価格と仕入時の価格の差額（物

件売却利益）から、投資家の出資割合に応じて出資金及び分配金の支払いを実施します。短い運用期間で行う為、

不動産投資が初めての方でも取り扱いやすいファンドと考えております。また、VERFUNDへの投資家の元本保全措

置として、当社が劣後出資をし、投資家の優先出資に係るリスクを抑制する仕組みを導入しております。取り扱

いやすい商品群を構成することによって、不動産投資への門扉を開き、当社主力収益である不動産コンサルティ

ングサービスの顧客を獲得する役割を不動産ファンドサービスは担っております。

※劣後出資は30％を目途として出資しております。

(2) 不動産管理サービス

不動産管理サービスは、賃貸・建物管理サービスとして、リーシング※４やクレーム対応、原状回復工事等の賃

貸管理機能と自社開発物件の建物設備管理や管理組合対応等の建物管理機能を主として不動産管理収益を獲得して

おります。

不動産管理サービスに関しては、賃貸管理サービスを中心に取り揃えており、顧客ニーズと当社の長期的な収益

性を勘案したラインナップとなっております。当社から物件を購入したお客様の大半は、当社の不動産管理サービ

スをご利用いただいております。

具体的には「集金代行プラン」「楽々プラン」「安心プラン」「V95プレミアムプラン」の４つのラインナップで

あり、「集金代行プラン」が集金代行契約に、「楽々プラン」「安心プラン」「V95プレミアムプラン」が特定賃貸

借契約にそれぞれ分類されます。集金代行契約は空き室リスクがありますが、募集条件や更新条件をお客様ご自身

で決めることができる点がメリットとなり、特定賃貸借契約は当社が転貸を目的に借上げることから、空き室リス

クが無く安定運用できる点がメリットとなります。なお「楽々プラン」は特定賃貸借契約ではありますが、借上賃

料が入居者賃料と連動する（パススルー型※５）ものであり、２契約の中間的な性質を持ちます。

設立以来の管理物件全体では「集金代行プラン」と「安心プラン」の２プランが主流となりますが、賃料インフ

レの環境もあり直近では「集金代行プラン」の利用が最も多くなっております。

「集金代行プラン」は、オーナーが所有するマンションの入居者から支払われる賃料の回収等を当社がオーナー

に代わって代行するプランであり、経験や知識を有するオーナーが当社と共同で管理を行うことができます。管理

手数料は777円/月となっており、有料オプションで、修繕費用と原状回復工事費用が保証されるサービス（月額

3,000円、上限30万円まで）を追加することが可能となっております。また、家賃の見直し等をご検討される場合、

当社から周辺エリアの賃料相場等の参考情報等を提供し、オーナー様からのご意向を入居者様へご案内するための

連絡業務を行います。なお、契約内容の変更や条件に関する判断・決定は、オーナー様にて行っていただきます。

「楽々プラン」は、パススルー型※５の特定賃貸借契約の形式を取っており、空室リスクは所有者が負担するも

のの、滞納リスクが所有者になく、また、弊社が貸主の立場で管理業務を行うことから、オーナーの管理の手間が

集金代行プラン以上に軽減されます。借上賃料は入居者賃料から3,300円（販売とセットでの提案の場合）控除した

ものになっており、修繕費用と原状回復工事費用が保証されるサービス付き（10年間・上限30万円まで）のプラン
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となっております。

「安心プラン」は、空室リスクを回避する家賃保証型の特定賃貸借契約（一般的な「家賃保証サービス」と同

様）となっており、借上賃料は、当社査定賃料の90％～95％、修繕費用と原状回復工事費用が保証されるサービス

付き（10年間・上限30万円まで）の最も安心して資産形成が可能なプランとなっております。

「V95プレミアム」は、大口顧客に限定した提案となりますが、安心プランと異なり、定期借家型の特定賃貸借契

約となっており、10年間借上げ賃料の変更がなく、また、修繕費用と原状回復費用の保証額に上限がないプランと

なっております。不動産管理サービスにおいて、当社の全社的なコンサルティング機能の発揮と商品・サービスの

多様化を企図して、賃貸管理サービスの開発や、入居者向けサービスの開発等も行っております。賃貸管理サービ

スに関しては、前述の通り、通常の賃貸管理委託サービス（集金代行サービス）や家賃保証サービスを提供してお

り、家賃保証サービスには条件に応じて期間や保証料率を変動させる等、顧客ニーズと当社の長期的な継続可能性

を勘案しつつ、サービスを開発、提供しております。契約事務、更新手続き、家賃の入出金管理、仕分け業務等の

業務効率化を図る為に、Salesforceによる顧客管理及び物件管理を中心としたデータマネジメントプラットフォー

ムを構築し、会計システムとの連携も行っております。

加えて、不動産コンサルティングサービスを通じてオーナーを支援する自社企画のアプリケーション（ベルテッ

クスオーナーアプリ）の無償での提供も行っております。ベルテックスオーナーアプリでは、当社からの収支報告、

書類保管、物件情報の管理等、煩雑な管理を電子媒体で一元管理することができ、チャット機能等でオーナーと当

社間で円滑にコミュニケーションを行える点が特徴と考えております。

また、入居者向けのサービスに関しても提供しております。家財保険や設備トラブルの24時間駆けつけサービス、

騒音・近隣トラブルサポート、優待サービスをパッケージ化して入居者に提供しているサービスである「ベルプラ

ス」が入居者向け主力商品であります。加えて、入居者向けのアプリケーション（ベルテックス入居者アプリ）を

無償提供しており、修繕相談（チャット機能）や管理業務の報告、電子契約（保存）等がアプリ上で行えることで、

顧客満足度の向上にも取り組んでおります。入居率※６も当社の管理物件全体で99.8%（2026年６月末現在）と業界

においても極めて高い水準を維持しております。サービスラインナップ及び企画が賃貸・建物管理サービスの特徴

と考えております。

賃貸管理戸数は5,259戸(2026年６月末現在)となっており、順調に拡大しております。

※４： リーシングとは、不動産（当社の場合、マンション）の賃貸を支援する業務を指します。賃貸借取引の仲介

のみならず、賃貸条件の設計・調整など、賃貸収益性を確保するためのサービス業務を含む仕事として定義

しております。

※５： パススルー型とは、入居テナントとの契約賃料に応じて、オーナーへ賃料を支払うスキームを言います。一

般的なパススルー型は、回収した賃料に応じた支払いとなりますが、弊社では、特定賃貸借契約の形式を取

っており滞納保証の要素を付けていることから、契約賃料に応じた支払いと定義しております。

※６：当社の管理戸数のうち契約期間中もしくは契約申込済みの戸数の割合です。（特定賃貸借契約の物件は、全

て契約期間中に含みます。）
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４ 【関係会社の状況】

当社は、関係会社を有しておりません。

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

2026年７月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

257
35.2 3.0 7,867

(19)

(注) １．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（アルバイト、嘱託社員、契約社員及び派遣社員をいう）は、

年間の平均人員を（外書）で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、不動産事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの従業員の状況の記載を省略しておりま

す。

(2) 労働組合の状況

当社には、労働組合は結成されておりませんが、全従業員の互選により労働者代表が選出されております。なお、

労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。

(3) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

当事業年度

補足説明
管理職に占める

女性労働者の

割合（％）

（注）１．

男性労働者の

育児休業

取得率（％）

（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）

（注）２．

全労働者
うち

正規雇用労働者

うちパート・

有期労働者

13.3 ― ― ― ― ―

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対象

ではないため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営方針

当社では、経営理念として「より多くの人々の不安を『夢』や『希望』に変える」を掲げ、「『人生』の選択肢

を増やす」ことをミッションとし、日本全国のお客様へ不動産を中核とした特徴ある商品やソリューションを提供

し、お客様の精神的・経済的豊かさを実現することを目指してまいります。

(2) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、不動産の買取資金を自己資金もしくは借入金により調達していることを鑑み、金融コストが加味されて

いる利益指標である経常利益を経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標として位置付けております。

また、取引規模の拡大が当面の経営課題と位置付けており、不動産コンサルティングサービスにおいては取引件

数ならびに仕入戸数を、不動産管理サービスにおいては管理戸数・管理棟数を重要な経営管理指標と位置付けてお

ります。

当社の売上高の大半は不動産コンサルティングサービスにおける売上高であるため、取引件数及び仕入件数を指

標として重視しております。

取引件数及び仕入件数の確保においては、販売戸数/人月、仕入戸数/人月及び機能毎の人員数をモニタリングし

ております。販売戸数/人月、仕入戸数/人月は、それぞれの戸数を、機能毎の各月人員数にて割ったものとなりま

す。なお、販売機能は営業職に限定せず、販売機能を支援する事務職（マーケティング、営業事務、ローン斡旋事

務）を含めた人員数としており、仕入機能は営業職に限定せず、仕入機能を支援する事務職（仕入事務）を含めた

人員数としております。これは、同業他社との比較性を担保するためとなります。

販売戸数/人月、仕入戸数/人月は、パフォーマンスを示す指標であるため、分析に当たっては前年同期比や、予

算計画比を確認、予算策定に当たっては、併せて同業他社比を確認しております。人員数は採用計画の進捗を確認

しつつ、人材配置の検討を含めて達成に必要な経営判断を行っております。

経常利益の分析に当たっては、販売物件の販売単価及び粗利率をモニタリングし、予算計画との大きな差異が生

じていないかを確認しており、異常値を示すものがあれば、一過性のものかどうかの確認も併せて行っています。

首都圏を中心に「VERXEED」「VERXEED STAIR」の自社ブランドの企画・開発及び販売経路の拡大、顧客サポート

の体制の充実に取り組んだ結果、各指標は以下のとおり推移しております。

指標
第14期事業年度

（自 2023年12月１日
至 2024年11月30日）

第15期事業年度
（自 2024年12月１日
至 2025年11月30日）

経常利益（千円） 1,118,823 1,758,362

取引件数（戸） 846 1,026

仕入戸数（戸） 839 863

管理戸数（戸） 4,549 5,023

管理棟数（棟） 80 91

(注) 仕入戸数は、開発物件につき竣工日、仕入物件につき仕入契約日を基準日として集計しております。

(3) 経営環境及び経営戦略等

＜経営環境＞

当事業年度におけるわが国経済は、雇用情勢及び所得環境の改善による個人消費の持ち直し、堅調な設備投資を

背景に、内需主導による緩やかな景気回復基調で推移した一方で、国際情勢の緊張に伴う原材料価格の高止まりや

米国の通商政策による為替・金利変動などの影響から、景気や物価等の動向については、今後も引き続き注視する

必要があります。

当社が属する不動産業界におきましては、国内では日銀の追加利上げが意識されやすい環境にあるものの、国内

不動産市場は国際的に見て低位の金利水準、安定した賃貸需要、高い流動性などを背景に、投資家の取得意欲は堅

調であります。加えて、現在の国内不動産市場は、国内外のREIT・政府系投資機関・私募リート等、長期保有目的
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の投資家や事業者が増加している為、不動産市場全体としては以前よりも市場が崩れにくい環境になっていると認

識しております。

首都圏における投資用マンションの市場動向としては、株式会社不動産経済研究所※６によると、2025年度上期

に供給された投資用マンションは42物件（前年比：14物件減（25.0％減））、1,864戸（前年比：303戸減（14.0％

減））、戸当たりの平均価格については3,434万円（前年比：161万円減（4.6％減））となっております。東京都23

区のうち供給が行われたエリアは、８区（前年同期16区）で前年同期から半減しており、引き続き、近郊エリアや

郊外の供給が高いシェアを維持すると想定されます。また、中古マンション市場全体としては、公益財団法人東日

本不動産流通機構※７によると、成約件数が５四半期連続で増加、成約㎡単価は22四半期連続で上昇しており、成

約件数は、首都圏内のすべての地域で増加が続いている状況にあります。

こういった不動産市場に鑑み、今後も全体観としては引き続き堅調な市場が継続するものと想定されるものの、

より物件選別色が強まる環境が到来する可能性を視野に入れた経営を行っていく必要があるものと考えておりま

す。

ただし、当社の事業の柱である不動産コンサルティングサービスに対して大きな影響を与えるのは、賃料相場と

金利環境であると考えております。首都圏の分譲マンションの賃料（坪単価）は足許から過去５年間堅調に推移し

ております※８。この傾向から新築マンション、中古マンションともに、需給の緩みは発生していないものと想定

されるものの、今後の賃金上昇等の継続性や根本にある景気の動向等に起因して、賃料上昇局面が調整局面に突入

する可能性も想定し、今後の経済情勢については引き続き注視しております。足許の景気動向としては、コロナ禍

からの回復、正常化の軌道に乗っていることが確認された形になり、先行きの好材料としては足許のコロナ禍以前

まで回復しつつあるインバウンドの更なる拡大がありますが、外需産業が国内経済を牽引している環境においては、

米国や中国の経済動向について注視すべきと考えております。

金利環境においては、米国をはじめとする諸外国による利上げは一巡し、日本国内の長期金利には引き続き上昇

圧力がかかっている環境と認識しております。足許においては、日銀による追加利上げが実行されておりますが、

今後の物価動向や景気動向等を注視しつつ、慎重な金融政策を行っていく環境が暫く継続するものと想定しており

ます。当社としても、今後の日本及び諸外国の景気動向、国内の賃金動向を含む物価動向、それらに起因する金利

動向については、引き続き注視し、経営を行っていく予定です。

※６： 株式会社不動産経済研究所の首都圏投資用マンション動向（2025年上期及び2024年年間）

※７： 公益財団法人東日本不動産流通機構の季報マーケットウォッチ（2025年10月～12月期）首都圏中古マンショ

ン市場の動向

※８： 公益財団法人東日本不動産流通機構の首都圏賃貸取引動向（2025年10月～12月期）

＜経営戦略＞

前述の経営環境に加えて、生活スタイルや働き方の変化、国家主導での資産運用の後押し、DX化※９やルール整

備等による不動産の活用促進等、国民の考え方の変化や当社の事業である投資用不動産市場の更なる活性化の兆し

を見せている市場と認識しております。既存顧客層のうち大宗を占める個人顧客層に加えて、法人顧客や企業オー

ナーへと当社商品の販売網を拡大していく方針です。当社の経営理念（vertex CORE）である「より多くの人々の不

安を夢や希望に変える」、その為に「『人生』の選択肢を増やす」という当社のミッション達成を目指し、人材の

育成基盤の高度化に注力し、当社の強みであるコンサルティング営業を組織として磨き上げてまいります。また、

社内のシステム（SFA）開発を促進し、顧客属性や顧客ニーズなどの顧客関連データや在庫滞留期間や在庫の賃料デ

ータ、空室データなどの在庫データを活用したデータドリブンなコンサルティングやソリューション開発の基盤構

築やオーナーアプリや入居者アプリ等のUI※10をわかりやすく且つ課題解決に効果的な仕組みにしていくことによ

って、更に先を行くコンサルティングができる体制へと研鑽していきます。「より多くの人々」へのデリバリー体

制を整備する為に、足許中部、関西、九州、北海道、中四国に展開している拠点の他、更に全国に拡大していきま

す。「『人生』の選択肢を増やす」ことを追求し、コンサルティング営業を通じたニーズ把握に紐づくソリューシ

ョンの多様化を進めていきます。具体的には個人顧客に関しては、個人年金保険等に代わる資産運用商品、団体信

用生命保険による生命保険、医療保険（がん、三大疾病など）の代替効果、法人顧客に対しては、事業の多角化の

観点からの不動産賃貸業の提案、減価償却等の費用が収益より先行して赤字となることによる税の繰り延べ効果を

考慮した上で、豊富な物件ラインナップの中から最適な保有プランに基づく、物件の紹介・販売に努めておりま

す。顧客或いは社会的なニーズとして、環境配慮型不動産や生活スタイルの変化に合わせたマンションの開発が必

要であるという認識を持ち、多様化するニーズに対応する為、ゼネコン機能の内製化に取り組み、足許３号案件ま
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で竣工し、４号案件の建設着手を準備している状況となります。また、中古区分マンションの仕入につきシステム

導入による情報収集機能の強化等を進めることによって在庫調達能力を高め、仕入物件の継続的な確保に努める方

針であります。また不動産を中核とした投資商品の拡充の為に継続的にVERFUNDを組成しつつ、ファンド規模の拡大

やファンド商品の多様化を図っていきます。現在小規模不動産特定共同事業としてVERFUNDを運営しております。今

後更にファンド事業を拡大していくために、小規模不動産特定共同事業から不動産特定共同事業に変更し、匿名組

合型ファンドに加えSPC型ファンドを運営する予定です。

不動産に関連する機能（販売、仕入、賃貸管理、建物管理、ファンド）の連携によるシナジーはもちろん、財務

や法務等を含めた全社的な連携によって、会社一体となって「深いコンサルティング×不動産を中核とした多様な

ソリューション」を提供できる企業を目指していきます。

※９： DXとは、デジタル技術を社会に浸透させて人々の生活をより良いものへと変革することを指します。デジタ

ルトランスフォーメーション（Digital Transformation）の略称として用いております。

※10： UIとは、ユーザーインターフェース（顧客接触面）の略称であり、本文章に於いては、アプリケーションの

操作画面のことを指しております。

＜優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題＞

当社では、経営環境等を見極めながら、更なる事業拡大に向けて、特に以下の５点を重要課題として取り組んで

おります。

① 人材の確保と育成強化

当社は、定期的な研修・教育の実施等により、人材の成長を促進してまいりました。今後さらに事業の発展及

び業容拡大を加速する為に、会社横断的なマネジメント体制の強化、これによる部署間連携の強化、全社一丸と

なった顧客ニーズへの対応できる体制構築を企図した人事制度の改善、特にマネジメント教育制度の拡充を行っ

てまいります。採用方針に従った優秀な人材の確保・定着及び育成が重要であると認識しております。当社は、

業容拡大を目指して、引き続き積極的な新卒採用及び専門職等の中途採用による人員拡大により、業績拡大を図

る方針であります。

② 仕入物件の継続的な確保

当社においては、収益性を精査しつつ、積極的な仕入を行っております。当社が仕入のターゲットとする首都

圏（東京都、神奈川県）、特に東京23区では、地価上昇や建築費の高騰等により仕入物件の確保が困難になりつ

つあります。当社は、原則、事業主、仲介業者、建設会社等から相対取引で開発用地及び物件を仕入れることを

基本方針としております。また、これまでの実績を踏まえ、過去の取引先から、開発用地及び物件のリピート紹

介を受けております。今後も前述の方針を継続する他、開発物件につきゼネコン機能の内製化を進め開発物件の

コスト抑制を、中古区分マンションの仕入につきシステム導入による情報収集機能の強化等を進めることによっ

て在庫調達能力を高め、仕入物件の継続的な確保に努める方針であります。

③ 販路拡大・多様化による安定的な販売の実現

自社ブランドの「VERXEED」シリーズの間取りは、単身者向けの１KやDINKS向けの１LDK等が中心となっており

ます。また、供給エリアは、前述同様首都圏（東京都、神奈川県）であり、特に東京23区で賃貸需要の高い立地

としております。日本国内の人口が減少している中、コロナ禍前後においても「VERXEED」シリーズの賃貸需要は

高く、今後も安定的な投資商品として需要の拡大を見込んでおります。また、自社ブランドに加えて、中古区分

マンションも仕入を行い、当社の新築中古の在庫バランスをとりつつ、総在庫量を拡大してまいります。

当社は、「VERXEED」シリーズの販売戸数及び当社によって選定された中古マンションを増加し、業績の拡大を

達成するために、新たな販路を確保・拡大する必要があると考えております。具体的には、法人に対するコンサ

ルティング営業機能を強化し、当社2020年11月期から2025年11月期までの組織化を進めてまいりました。今後は

成長フェーズへと加速させてまいります。

個人に対するコンサルティング営業機能については、日本全国の個人投資家へ積極的にアプローチを行うため、

中部支店、関西支店、九州支店、北海道支店、中四国支店の設立を足掛かりに、各地方、都道府県の潜在的な個

人顧客数及び法人顧客数等のマーケットポテンシャルを勘案し、東北地方、北信越地方への拠点拡大、販路拡大

に努めてまいります。
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④ 資金調達手段の多様化と財務体質の改善

一般的な新築マンションは、用地を仕入れ、マンションを建設しますが、当社においては、マンション建築事

業主からマンションを１棟単位で仕入れること（以下、「専有物件」という。）も行っております。専有物件の

場合、当社は初期段階で手付金等の自己負担のみで、用地仕入資金やその後の建築資金はマンション建築事業主

が負担するため、当社としては、多額の先行資金をかけずに物件の仕入ができることになります。なお、販売物

件の採算を考慮し、当初想定された販売期間を延長する場合は、資金調達が必要となります。また、当社はミニ

マンション（総戸数20戸未満のマンション）用地の仕入も行っております。また、マンション用地の隣地を取得

することによって、開発規模の拡大の可能性も加味した仕入を行っております。隣地を取得するまでの間に関し

ては、ブリッジローンを実行する可能性があります。

当社は、運転資金の確保を含め、資金調達手段の多様化、財務体質の改善及び財務基盤の充実を実施しており

ますが、さらなる強化に努める方針であります。

⑤ 顧客本位のサービスの充実とコンプライアンス意識熟成による信頼獲得

当社では、顧客との信頼関係構築のため、顧客のニーズに応える投資プランの提案をしております。

具体的には個人顧客に関しては、個人年金保険等に代わる資産運用商品、団体信用生命保険による生命保険、

医療保険（がん、三大疾病など）の代替効果、法人顧客に対しては、事業の多角化の観点からの不動産賃貸業の

提案、減価償却等の費用が収益より先行して赤字となることによる税の繰り延べ効果を考慮した上で、豊富な物

件ラインナップの中から最適な保有プランに基づく、物件の紹介・販売に努めております。

また、顧客における賃料収入の減少リスクを低減するため、顧客と当社との間で家賃保証サービスを締結する

等、顧客本位のサービスを徹底しております。

今後も、顧客との信頼関係継続のため、社員の提案・営業能力の育成に加え、コンプライアンス意識の醸成、

サービスの充実を常に図る方針であります。

なお、コンプライアンス意識の醸成について、以下の施策を実施しております。

・法務コンプライアンス統括室設置

・全役職員及び取引企業等を対象とした内部通報窓口の設置とその研修

・部長以上を対象としたリスク管理・コンプライアンス委員会でのリスク管理、コンプライアンス等に関する

情報共有

・全役職員を対象としたコンプライアンス全般に関する研修（四半期毎）

・社内報にて、宅建業法等の禁止事項の周知

・営業部門を対象として、宅建業法に基づく重要事項説明に関する研修、及びテストを実施。一定の基準を下

回る者には当該説明を行わせない施策

・火災保険代理店業務に携わる者の火災保険募集人資格試験を受験
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において入手可能な情報に基づき、合理的であると当社が判断

したものであります。

当社では「より多くの人々の不安を夢や希望に変える」という企業理念（vertex CORE）を掲げ、vertex COREに内

包されるミッションとして「『人生』の選択肢を増やす」を掲げております。資産運用型マンション事業を通して、

購入者だけではなく、居住者の生活を支える良質な住空間、並びに収益性の高い資産の提供、そして、地域や社会と

一体となり、都市住空間の創造の一端を担うという社会的な意義のもと、サステナビリティを巡る課題解決に取り組

んでおります。

(1) ガバナンス

当社では、ボードメンバーが中心となり、断熱材を利用したマンションの開発や職場環境におけるペーパーレス

化の促進等の地球環境問題への対応や、ハラスメント窓口の設置や外国人雇用等の人権の尊重に係る対応、また健

康診断及びストレスチェックや安全衛生委員会による改善活動等を実施し、従業員の健康・労働環境の整備等、各

種取組みを適時検討しております。そして、取締役会による監督・モニタリング体制の下、経営におけるリスク課

題や兆候となる事項に対し、議論し、解決を図っております。

(2) 戦略

当社は、中長期的な成長及び企業価値の向上の礎となる従業員一人ひとりを尊重し、育成に努めております。経

営理念に基づく９つの価値観から「プロとして」いう専門性の観点のみならず、「人として」「社会へ未来へ」と

いう観点を併せ持つ総合力を兼ね備えた人材こそが重要であるという方針を基に、採用と育成を実施しておりま

す。多様な人材の登用は、中長期的な企業価値向上に不可欠であるとの認識に基づき、中途採用者・専門人材を対

象とした管理職候補育成研修の実施、部門別OJT体制の整備をしております。また、企業年金制度や資格取得支援な

どの福利厚生の充実化をはじめ、男性社員、女性社員共に平等な育児休暇制度も積極的に推し進めております。そ

れぞれの個性や多様性を尊重し、良好な職場環境を整備することで、永続的に活力ある企業を目指してまいりま

す。また、女性の活躍促進を含む多様性の確保については、能力や適性など総合的に判断する管理職登用方針によ

り、性別・国籍・採用ルートの条件の制約を設けることなく積極的に採用及び育成を行っております。そのため、

組織規模・人員構成が安定した段階において、合理的かつ測定可能な定量目標の設定について検討を進める方針と

しております。また社内のペーパーレス化、データベース化の推進や事業所内の照明のLED化等を通じて地球環境に

対する対応と企業価値の向上を図ってまいります。

(3) リスク管理

当社は、全社のリスク管理のため、経営に支障をきたす可能性のある様々なリスクに対し、確実に対処するため、

「リスク管理・コンプライアンス委員会」を設置しております。当該委員会においては当社全体のリスク評価、コ

ンプライアンス遵守体制強化のための情報伝達、全社課題の確認及びその対策検討を行っており、加えて、従業員

の成長環境や就業環境などに関するリスク対策についても適宜議論しておりますとともに、経営委員会においても

採用や育成に関するリスクや対策、マンション設計企画に関する新しい取り組みについての検討等、適宜サステナ

ビリティに関する議論を展開しております。このような会議体を通じて、サステナビリティを巡る課題解決に向け

て取り組んでおります。

(4) 指標及び目標

当社では、優秀な人材の確保及び育成が今後の当社の成長のファクターになると考えております。ただし、人材

配置等の人事戦略に関しては、事業の展開、またそれに必要な能力の変化に応じて、柔軟に調整していく必要があ

るため、具体的目標を現時点において定めておりません。また、経営理念（vertex CORE）の実現、ミッションの達

成に向け、適性のある人材であれば、性別・国籍等に関係なく登用していく方針となっているため、属性毎の具体

的指標及び目標をあえて設けておりません。
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３ 【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につきましても、

投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項につきましては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以

下に開示しております。当社は、これらのリスク発生の可能性を十分に認識した上で、発生の回避及び発生した場合

の対応に努める方針ではありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載事項を慎重に

検討した上で行われる必要があると考えております。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において入手可能な情報に基づき、合理的であると当社が判断

したものであり、将来において発生の可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。

(1) 当社のリスクマネジメント体制

コンプライアンス遵守の観点を含めたリスク管理の全社的推進とリスク管理に必要な情報の共有化を図るため、

代表取締役社長が委員長、業務執行取締役、常勤監査役、各部の責任者を委員とするリスク管理・コンプライアン

ス委員会を設置しております。リスク管理・コンプライアンス委員会は、原則毎月１回以上開催し、予見されるリ

スク洗い出し、評価、防止柵、発生時の対策やリスク防止策の進捗状況、発生した重大リスクへの対策、その他リ

スク管理に関する事項について検討及び審議を行い、その結果を取締役会に報告しております。

(2) 当社のリスクマネジメント体制の運用状況

リスク管理・コンプライアンス委員会は、毎月１回以上定期的に開催し、リスクの調査、その重要度に応じた各

種リスクへの対応策の検討及び決定、対策の実施状況のモニタリング等を行っております。

１．経済情勢、金利動向の変動について

（顕在化可能性：中/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社の属する不動産業界は、景気動向、経済情勢、金利動向、地価の動向等及び住宅税制やその他の税制等の

影響を受けやすい特性があり、これらの影響から購入者の需要動向が悪化した場合、当社の経営成績や財政状態

に影響を与える可能性があります。当社といたしましては、市場動向の観測や不動産市況の悪化時の影響度合い

を定期的に調査分析し、必要に応じて販売用不動産の種類、金額等を考慮しながら、当該リスクの影響を最小限

にとどめるよう対応に努めております。具体的には、リスク管理・コンプライアンス委員会において金利動向・

経済指標を毎月モニタリングするとともに、市況悪化時には新規仕入の抑制や在庫圧縮方針への速やかな切替え

を行うことで、損失リスクの最小化を図っております。

２．自然的・人為的災害及び治療方法が確立されていない感染症の拡大による影響について

（顕在化可能性：低/影響度：大/発生時期：特定時期無し）

当社が取り扱う不動産は、首都圏が中心となっておりますが、これら地域において、地震・火災・水害等の自

然的災害、大規模な事故やテロ等の人為的災害が発生した場合、当社の所有する不動産が滅失、毀損又は劣化し、

販売価格や賃貸収入が著しく減少する可能性があります。なお、これら以外の地域で自然的・人為的災害が発生

した場合においても、消費マインドの冷え込みから当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性がありま

す。また、新型コロナウイルス感染症のような感染症の流行が拡大し長期化した場合、個人消費の動向に影響を

及ぼし、その結果、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。

３．法的規制について

（顕在化可能性：低/影響度：大/発生時期：特定時期無し）

当社の属する不動産業界は、「宅地建物取引業法」、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」、

「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」、「建築基準法」、「都市計画法」、「建物の区分所有等に関

する法律」、「不当景品類及び不当表示防止法」、「不動産特定共同事業法」、「不動産の表示に関する公正競

争規約」、「保険業法」等の法的規制を受けております。当社では法改正等については担当部門はもちろんのこ

と、法務コンプライアンス統括室にて定期的に情報収集を行い、適宜所管部署と連係を図っておりますが、法令

違反が発生した場合や、今後これらの法的規制の改廃や新たな法的規制が設けられる場合には、当社の事業活動
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が制約を受け、その結果、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。対応策として、法務コ

ンプライアンス統括室において法改正情報を集約・分析し、法令変更の都度、関連部署に対して速やかに周知徹

底を図っております。また、顧問弁護士との連携のもと、法的リスクの事前チェック体制を構築し、違反リスク

の早期発見・予防に努めております。

また、当社が事業活動を行うに際し、以下に記載の許認可を得ており、現在、許認可が取消となる事由は発生

しておりません。しかしながら、将来何らかの理由により、法令違反等の事象が発生し、監督官庁より業務停止

や免許の取り消し等の処分を受けた場合には、当社の事業活動に支障をきたすとともに当社の経営成績や財政状

態に重大な影響を与える可能性があります。

許認可等の名称 許認可番号等/有効期間 規制法 免許取消条項

宅地建物取引業

免許

国土交通大臣免許
(2)第9910号

2026年５月７日から
2031年５月６日まで

宅地建物取引業法
役員や法人としての欠格条項に該当する場合
や不正な手段による免許取得の場合は免許の
取消し（宅地建物取引業法第66条）

賃貸住宅管理業

登録

国土交通大臣登録
(1)第366号

2021年７月31日から
2026年７月30日まで※

賃貸住宅の管理業務
等の適正化に
関する法律

役員や法人としての欠格条項に該当する場合
や不正な手段による登録の場合は登録の取消
し（賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する
法律第23条）

マンション管理業

登録

国土交通大臣登録
(2)第34562号

2026年４月20日から
2031年４月19日まで

マンションの管理の
適正化の推進に関す

る法律

役員や法人としての欠格条項に該当する場合
や不正な手段による登録の場合は登録の取消
し（マンションの管理の適正化の推進に関す
る法律第83条）

不動産特定共同

事業 許可

（電子取引業務）

金融庁長官・国土交通
大臣許可第139号
有効期間なし

不動産特定共同
事業法

役員や法人としての欠格条項に該当する場合
や不正な手段による許可取得の場合は許可の
取消し（不動産特定共同事業法第36条）

特定建設業

許可

東京都知事許可
第151582号

2023年２月20日から
2028年２月19日まで

建設業法
役員や法人としての欠格条項に該当する場合
や不正な手段による許可取得の場合は許可の
取消し（建設業法第29条）

※賃貸住宅管理業登録については、2026年５月12日に更新申請書が受理され、現在手続中となります。

４．競合リスクについて

（顕在化可能性：中/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

不動産業界は、事業を行うための許認可取得など新規参入に係る手続きが煩雑ではありますが、大手ハウスメ

ーカーから個人事業主に至るまで大小様々な競合他社が多数存在しております。当社では膨大な量の不動産所有

者情報、不動産情報を活用し、不動産所有者様からの直接仕入や仲介業者様と多くの接点を持ち、幅広い仕入手

法を確保しており、在庫のバリエーションを豊富にし、お客様の選択肢を広げるという観点から、今後も差別化

を強化する方針であります。しかしながら、今後、同様のビジネスモデルを有する他社の参入などにより十分な

差別化ができなくなり、競争が激化した場合には価格競争や取り扱い件数の減少等により、当社の経営成績や財

政状態に影響を与える可能性があります。対応策として、顧客ニーズに応じたワンストップサービス（仕入・販

売・賃貸管理・資産運用）の提供による差別化を強化し、競合他社との差別化優位性を維持する方針でありま

す。

５．特定人物への依存について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社では、役員及び幹部社員への情報共有や権限の移譲を進め、創業者である代表取締役社長梶尾祐司に過度

に依存しない経営体制の整備を推進しておりますが、同氏は、当社設立以来、当社の経営方針、経営戦略、資金

調達等、事業活動を展開していくにあたり重要な役割を担ってまいりました。同氏が職務を遂行できなくなるよ

うな不測の事態が生じた場合は、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。対応策として、

経営幹部向けの後継者育成等を実施し、特定人物依存リスクの低減に努めております。

６．人材の確保・育成について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）
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当社は、様々な経営課題を克服し事業を拡大していくために、優秀な人材を継続的に確保・育成していくこと

が重要な課題であると認識しております。従って、今後も優秀な人材の中途採用、優秀な学生の新卒採用及び教

育・研修制度の充実を図り、当社の経営理念を理解した社員の育成を行っていく方針であります。

特に取引規模の拡大（取引件数及び仕入件数の確保）においては、人員数とパフォーマンスから構成される販

売戸数/人月、仕入戸数/人月を計画策定・進捗管理の指標としていることから、同機能に関わる人材の確保、育

成が計画の進捗に直接影響します。このため、当社の求める人材の確保・育成が想定どおりに進まない場合は、

当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。対応策として、当社はキャリアパスの明確化、社

内研修制度の拡充等により、優秀な人材の確保・定着を図っております。

７．訴訟の可能性について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社は、事業運営にあたって法令遵守の徹底及び顧客とのトラブル回避に努めており、現時点において当社が

提起した訴訟が２件係属している他、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす訴訟が提起されている事実はありま

せん。然しながら、当社が販売した物件における契約不適合責任の追及等、賃貸を管理する物件における管理状

況や入退去時の状況に対する顧客からのクレーム等が訴訟に発展する可能性があります。これらの内容及び結果

によっては、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。対応策として、重要事項説明の品質

管理強化、顧客クレームの早期把握・対応体制の整備等により、リスクの最小化を図っております。

８．情報漏洩のリスクについて

（顕在化可能性：低/影響度：大/発生時期：特定時期無し）

当社が行っている不動産コンサルティングサービス、不動産管理サービスにおいて、事業上の重要情報、顧

客・取引先等の機密情報や個人情報等を保有しております。当社では、情報セキュリティマネジメントシステム

（ISMS）を認証取得するとともに、これらの情報の外部への不正な流出、漏洩を防止するために、社内研修を通

じて社員への啓蒙活動を継続的に実施するなどの施策を講じております。さらにデータベースへのアクセス環境、

セキュリティシステムの継続的な改善等により、情報管理体制を強化するとともに情報管理の徹底を図っており

ます。しかしながら、サイバー攻撃、不正アクセス、コンピューターウィルスの侵入等により、当社が保有する

機密情報や個人情報等が外部へ流出、漏洩した場合等には、損害賠償請求等が発生するリスクや、信用が失墜す

るリスクがあり、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。対応策として、外部専門機関に

よるセキュリティ診断を定期的に実施し脆弱性の早期特定・対処を行うとともに、インシデント発生時の対応手

順を整備し、被害の最小化を図る体制を構築しております。

９．システムトラブルについて

（顕在化可能性：低/影響度：大/発生時期：特定時期無し）

当社の事業は、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しており、自然災害や事故、外部システ

ムを含むシステムの何らかのトラブル等により、その通信ネットワークが切断された場合には、当社の事業活動

に重大な影響を与える可能性があります。また、不動産流通機構（レインズ）等、当社が不動産コンサルティン

グサービスにおいて使用する外部システムがシステムメンテナンスや何らかのトラブル等により使用できなくな

った場合には、不動産コンサルティングサービスにおける仕入及び販売活動が滞る可能性があります。

当社ではセキュリティ対策やシステムの安定性の確保に取り組むとともに、社内利用システムにおいて定期的

にデータのバックアップを実施しており、システムトラブルによるデータの喪失を極力少なくする運用を行って

おります。また、不動産流通機構（レインズ）等の外部システムについては予め休止期間等を把握し、事業活動

への影響を最小限にするよう努めておりますが、何らかの理由により予期せぬシステムトラブルが発生した場合、

または外部システムの休止期間等が長期化した場合には、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があ

ります。対応策として、主要システムについての代替手段の整備を行うとともに、定期的なシステム障害対応訓

練の実施により復旧時間の短縮を図っております。

10．販売用不動産の評価損について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）
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当社が保有する販売用不動産については、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 令和元

年７月４日改正分）を適用しております。期末に保有している販売用不動産の取得原価と正味売却価額を比較し、

正味売却価額が取得原価を下回っている場合には販売用不動産の評価損を計上することとしております。当社に

ついては、不動産市況動向を常に確認し事業活動を行っており、動向に合わせた仕入を適切に行うよう努めてお

りますが、今後、経済情勢や不動産市況の悪化による不動産価格の急激な変動等により、事業計画の遂行に重大

な問題が生じ、販売価格の引き下げ等が発生する恐れがあります。また、販売用不動産の滞留期間が長期化した

場合等は、期末における正味売却価額が取得原価を下回り、評価損を計上することも予測され、その結果、当社

の経営成績や財政状況に影響を与える可能性があります。対応策として、個別物件ごとに滞留在庫の早期把握・

対処を行うとともに、不動産市況の変化に応じた販売価格の弾力的な見直し及び迅速な在庫処分方針の策定に努

めております。

11．有利子負債への依存について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社は、不動産コンサルサービスにおける中古不動産の買取り資金を主に金融機関からの借入金によって調達

しております。当社は、特定の金融機関に依存することなく、個別案件ごとに販売計画の妥当性を分析した上で

借入金の調達を行っておりますが、金融機関の融資姿勢や金融情勢の変動によって金利上昇や借入金の調達が困

難になることがあり、その結果、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。なお、第15期事

業年度末の有利子負債依存度は45.9％になります。対応策として、当社は複数の取引金融機関との良好な関係を

維持し、資金調達先の多様化を図っております。また、個別案件の収益性・返済計画の精度向上を通じて、金融

機関からの信頼確保に努めております。

12．借入金の財務制限条項について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社は、安定的に資金運用を行うため、金融機関から資金調達を行っておりますが、一部の金融機関との取引

について、借入契約に財務制限条項が付されたものがあります。万が一、これらの条件に抵触した場合には、借

入金利の上昇や期限の利益の喪失等、当社の経営成績及び資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。現状の当

社経営成績や財政状態は、係る財務制限条項の要求水準との間に相当のバッファーを確保していること、当社は

財務制限条項の遵守状況を適切に管理し、財務制限条項を安定的に充足するべく業務運営を行っていることから、

現状係る財務制限条項抵触リスクは僅少であると認識しております。対応策として、財務数値（純資産・経常利

益等）をモニタリングし、条項抵触リスクの早期把握に努めております。また、必要に応じて財務制限条項の緩

和交渉等を金融機関と協議する体制を整備しております。

13．ストック・オプションの行使による株式価値の希薄化について

（顕在化可能性：高/影響度：小/発生時期：権利行使期間内）

当社は、役員及び従業員に対するインセンティブを目的として、ストック・オプションを付与しております。

これらのストック・オプションが権利行使された場合、当社株式が新たに発行され、既存の株主が有する株式の

価値及び議決権割合が希薄化する可能性があります。当社は、ストック・オプションの付与が役職員の中長期的

な業績向上に対するインセンティブとして機能し、企業価値の向上を通じて既存株主利益の増大に繋がるものと

考えており、引き続き適切な条件・数量のもとで制度を運用してまいります。

本書提出日現在におけるストック・オプションによる潜在株式数は789,000株であり、発行済株式総数

8,100,000株の10.0%に相当します。なお、2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で

株式１株につき３株の株式分割を行っております。

14．大株主について

（顕在化可能性：中/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社の代表取締役社長である梶尾祐司は、当社の大株主であり、本書提出日現在で発行済株式のすべてを所有

しております。本売出しによって所有株式の一部を売却する予定ではありますが、引続き大株主となる見込みで

す。同氏は、当社設立以来、当社の代表取締役社長として経営方針、経営戦略、資金調達等、事業活動の推進に
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あたり重要な役割を担っていることから、代表取締役社長として重要な役割を担うことは当社の事業運営上望ま

しいと考えております。また、同氏は、安定株主として引続き一定の議決権を保有し、その議決権行使にあたっ

ては、株主共同の利益を追求すると共に、少数株主の利益にも配慮する方針を有しております。当社と致しまし

ても、同氏は安定株主であると認識しておりますが、何らかの事情により、大株主である同氏の株式が減少した

場合には、当社株式の市場価格及び議決権行使の状況等に影響を及ぼす可能性があります。また、当社の経営成

績や財政状況に影響を与える可能性があります。

15．資産運用型マンション販売について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社が販売する不動産は、資産運用を目的として購入されるものがありますが、一般的に不動産による資産運

用（不動産投資）には、入居率の悪化や家賃相場の下落による賃料収入の低下、金利上昇による借入金返済負担

の増加等、収支の悪化につながる様々な投資リスクが内在しております。当社はこれらの投資リスクについて十

分な説明を行い、投資目的の顧客に理解していただいた上で売買契約を締結するよう営業社員及びこれをサポー

トする社員に教育を徹底しております。また、入居者募集や集金代行などの賃貸管理から修繕等の建物管理に至

るまで一貫したサービスを提供することで、顧客の長期的かつ安定的な不動産投資を全面的にサポートし、空室

の発生や資産価値下落等のリスク低減に努めております。しかしながら、営業社員の説明不足等が原因で投資リ

スクに対する理解が不十分なまま不動産購入に至ったことにより、顧客からの訴訟等が発生した場合、当社の信

頼が損なわれることにつながり、その結果、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。また、

社会情勢や経済情勢の変化により、入居率の悪化や家賃相場の大幅な下落、金融機関の融資姿勢の変化や急激な

金利上昇等が発生した場合、顧客の不動産投資に支障をきたす可能性があります。特に金利上昇は、金融機関の

融資を利用する顧客に対し、借入金返済負担の増加による収支の悪化をもたらすことから、顧客の購買意欲に影

響を及ぼす可能性があります。対応策として、当社では営業社員の重要事項説明に係る定期研修を実施するとと

もに、契約前の品質管理本部による内容確認を徹底しております。また、物件購入後も賃貸管理サービス等を通

じて顧客の投資収益の安定化を継続的に支援することで、顧客満足度の維持・向上を図り、訴訟リスクの低減に

努めております。

16．契約不適合責任について

（顕在化可能性：低/影響度：大/発生時期：特定時期無し）

売買対象不動産について、種類、品質または数量に関して契約の内容に適合しないものがある場合、民法と宅

地建物取引業法の規定により売主が買主に対して契約不適合責任を負うことになります。当社においては、販売

用不動産の契約前に事業部門と管理部門において、各種法令を確認の上、専門家のレビューを受けた上で契約書

に明記し、リスクの低減に努めておりますが、万が一当社の販売した不動産に当該不適合が確認された場合には、

当社は、売主として契約不適合責任を負うことがあります。その結果、買主より契約解除や損害賠償請求を受け、

また、履行の追完のための費用が生じる事により、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性がありま

す。対応策として、物件取得時における建物状況調査の実施及びリスク評価を徹底するとともに、売買契約書に

おける契約不適合責任の内容・範囲・期間の明確化を図っております。

17．開発リスクについて

（顕在化可能性：中/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社は首都圏を中心にマンションの自社ブランド開発事業を行っております。

自社ブランド開発事業は各種開発リスクが伴うことから、法令や市場動向に加えて、現地調査や周辺物件の情

報収集、物件情報の信頼性の調査、権利関係の調査、用途地域その他関連法令等の調査等、仕入管理規程に則っ

た調査を行い、各種リスクを検証の上、物件の事業収支計画の妥当性も踏まえ慎重に検討していますが、開発事

業１件あたりの金額は大きいことから、開発対象用地の土壌汚染や地中埋蔵物、ゼネコンへの発注後の資材高騰

による予算上振れや工事遅延等による収支の悪化から、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があり

ます。加えて、安全管理について十分配慮をして事業を進めていますが、重大事故や自然災害が発生する可能性

があり、その対応に多額の費用が生じた場合、当社の経営成績や財政状態に影響を与える可能性があります。対

応策として、当社は請負契約の締結前に建設コストの精度ある見積りを取得するとともに、資材価格の変動リス
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クを一定程度ヘッジするための契約条件の検討を行っております。また、工程管理体制を強化し、竣工スケジュ

ールの厳格な管理を実施することで工期遅延リスクの低減を図っております。

18．引渡し時期による業績変動について

（顕在化可能性：中/影響度：小/発生時期：特定時期無し）

当社の不動産コンサルティングサービスでは、マンション等の売買契約成立後、顧客への引渡しをもって売上

が計上されます。そのため、四半期毎に当社業績を見た場合、マンションの竣工や引渡しのタイミングにより売

上高及び利益が変動するため、ある四半期の業績は必ずしも他の四半期の業績や年次の業績を示唆するものでは

ないことに留意する必要があります。また、天災その他予想し得ない事態による建築工期の遅延等、不測の事態

により引渡し時期が期末を越えて遅延した場合には、当社の業績が変動する可能性があります。対応策として、

当社は引渡しスケジュールを四半期ごとに管理し、遅延リスクが生じた場合には早期にゼネコンとの協議を行い、

可能な限り計画どおりの引渡しを実現するよう努めております。

19．賃貸管理における空室リスク等について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社はマンションを購入した投資家との賃貸管理契約において、特定賃貸借契約を締結する場合があります。

周辺賃料相場の把握や入居者募集施策を積極的に実施していますが、入居率が低下した場合、転貸借契約に基づ

く入居者賃料が特定賃貸借契約に基づく賃料を上回った場合には、当社の費用負担が増加し、当社の経営成績や

財政状態に影響を与える可能性があります。対応策として、空室発生時には家賃水準の見直しや設備投資等の対

応策を速やかに講じる体制を整備しております。また、管理物件の入居率を月次でモニタリングし、空室リスク

の早期把握・対処を図っております。

20．劣後出資を通じて案件売却時に損失が発生する可能性について

（顕在化可能性：中/影響度：中/発生時期：特定時期なし）

当社の運営する不動産ファンド「VERFUND」では、投資家保護の観点から、出資持分を優先劣後構造とし、優先

部分を保有する投資家は劣後部分を保有する投資家より優先的に配当等を受け取る仕組みを構築しております。

想定どおりに収益が生じなかった場合のリスクを、劣後部分を有する投資家（当社）が劣後出資額を上限として

負担することにより、優先部分への配当等の確実性を高めております。

当社は投資案件毎に総額の約30%を劣後出資として劣後出資しており、投資案件売却時に損失が発生する場合に

は、劣後出資額を上限として当社が優先して損失を負担することから、不動産市況次第では売却時に損失が出る

可能性があります。対応策として、当社はVERFUNDへの投資案件選定において、収益性・立地・流動性等を厳格に

審査するとともに、市況悪化の兆候が見られた場合には早期に売却方針を検討する体制を整えております。

21．不動産ファンド「VERFUND」案件募集時に成立下限額を調達できない場合について

（顕在化可能性：低/影響度：小/発生時期：特定時期なし）

「VERFUND」にて大型案件を募集する際には、案件成立にあたっての下限調達額を設定することがあります。投

資家からの応募金額が下限調達額を下回る場合には案件自体が成立せず、案件の不成立が続く場合には投資家か

らの応募が減少していく可能性があります。また成立下限額を調達できない場合、募集の前提となる不動産の売

買契約の条件によっては、売主へ違約金を支払う場合があります。対応策として、当社は募集開始前に市場調査

及び投資家ニーズの把握を行い、調達可能性の見込みを慎重に評価した上で下限調達額を設定しております。

22．流通株式比率に関するリスクについて

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社は本書提出日現在、東京証券取引所スタンダード市場への上場を予定しておりますが、株式会社東京証券

取引所の定める流通株式比率は新規上場時において31.7％となる見込みです。今後は、当社の事業計画に沿った

成長資金の公募増資による調達、ストック・オプションの行使による流通株式数の増加など、これらを組み合わ

せて、流動性の向上を図っていく方針ではありますが、何らかの事情により上場時よりも流動性が低下する場合

には、当社株式の市場における売買が停滞する可能性があり、それにより当社株式の需給関係にも悪影響を及ぼ
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す可能性があります。対応策として、当社は株主数・流通株式数の増加に向けた積極的なIR活動を実施するとと

もに、公募増資等の手段を通じて流通株式比率の向上を計画的に推進してまいります。

23．配当政策について

（顕在化可能性：低/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況を勘案し、利益還元政策を決定していく方針であります。しかしながら、当社は、成長過程にあり、現

時点では事業の効率化と事業拡大のための投資等に充当し、なお一層の事業拡大を目指すことが株主に対する最

大の利益還元に繋がると考えており、現在のところ配当を実施しておりませんが、2026年11月期の１株当たりの

配当金は25円00銭～32円00銭を想定しております。なお、業績動向や経営環境の変化等を踏まえて決定する方針

であり、世界経済の急変や災害など、予期せぬ外部要因によって当該配当金は変動する可能性があります。

24．SNSを通じた風評被害・情報漏洩リスクについて

（顕在化可能性：中/影響度：中/発生時期：特定時期無し）

当社は、SNS等インターネット上での情報拡散に伴う風評リスクを重要なリスクとして認識しております。お客

様からの苦情等、インターネット上での書き込みにより風評被害が発生等した場合、その正確性にかかわらず、

当社の事業、経営成績、及びブランドイメージ等に影響を及ぼす可能性があります。また、当社は、顧客に関す

る機密情報を多数保有しており、SNS等を通じた情報漏洩が生じた場合、競合他社への情報流出、顧客からの損害

賠償請求、法的制裁及び当社の社会的信用の著しい低下をもたらす可能性があります。対応策として、当社はSNS

上のネガティブ情報の早期検知体制を構築するとともに、事実に基づく適切な情報発信を迅速に行う広報体制を

整備しております。また、従業員に対する周知徹底を継続的に実施し、社内からの意図しない情報漏洩の防止を

図っております。

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、「経営成績等」という)の状況の概要は次のとおりで

あります。なお、文中の将来に関する事項は、提出日現在において判断したものであります。

① 経営成績の状況

第15期事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

当事業年度におけるわが国経済は、雇用情勢及び所得環境の改善による個人消費の持ち直し、堅調な設備投資を

背景に、内需主導による緩やかな景気回復基調で推移した一方で、国際情勢の緊張に伴う原材料価格の高止まり

や米国の通商政策による為替・金利変動などの影響から、景気や物価等の動向については、今後も引き続き注視

する必要があります。

当社が属する不動産業界におきましては、建築コストの上昇に伴う不動産価格の高騰が継続しておりますが、物

価上昇等に伴う賃料上昇を背景に、投資用マンションの需要は、堅調な状況が続いております。

このような環境の中、当社は首都圏を中心に「VERXEED」、「VERXEED STAIR」の自社ブランドの企画・開発及び

販売経路の拡大、顧客サポートの体制の充実に取り組み、当事業年度においては14棟336戸、自社ブランドを除く

新築物件は88戸、中古物件は602戸を販売いたしました。

以上の結果、当事業年度の業績は、売上高34,941,218千円（前年同期比23.4％増）、営業利益1,892,459千円

（前年同期比51.6％増）、経常利益1,758,362千円（前年同期比57.2％増）、当期純利益1,280,798千円（前年同

期比63.8％増）となりました。

なお、当社は「不動産事業」の単一セグメントであるため、事業別の業績を記載しておりません。

第16期中間会計期間(自 2025年12月１日 至 2026年５月31日)

当中間会計期間におけるわが国経済は、賃金上昇が物価上昇を上回り、個人消費が増加するとともに、企業の

設備投資も堅調な動きが継続するなど、引き続き、民間需要主導の経済成長となることが期待される一方、イラ

ン・中東情勢の地政学的リスクが絡んだ原油価格の上昇によるインフレ懸念があり、これらを踏まえて利上げ方

針が判断されることから、景気、物価等及び金利の動向については今後も引き続き注視する必要があります。当
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社が属する不動産業界におきましては、建築資材価格や人件費等の建築コスト及び金融政策の変更に伴う金利水

準の上昇により、先行きの不確実性が高まりました。しかしながら、中長期的なインフレ期待や経済成長期待が

剝落しなかったことから、緩やかな金利上昇局面においても、国内の不動産投資家の投資意欲は堅調に推移して

おります。

このような環境の中、当社は首都圏を中心に「VERXEED」、「VERXEED STAIR」の自社ブランドの企画・開発及

び販売経路の拡大、顧客サポート体制の充実に取り組み、当中間会計期間においては７棟120戸、自社ブランド

を除く新築物件は18戸、中古物件は347戸を販売いたしました。

以上の結果、当中間会計期間の業績は、売上高16,699,760千円、営業利益973,189千円、経常利益910,224千円、

中間純利益599,676千円となりました。

なお、当社は「不動産事業」の単一セグメントであるため、事業別の業績を記載しておりません。

② 財政状態の状況

第15期事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

（資産）

当事業年度末における流動資産は、13,712,619千円となり、前事業年度末に比べ4,443,368千円増加いたしまし

た。これは主に新築物件及び中古物件の仕入強化に伴い販売用不動産が3,131,383千円、開発用地の取得及び開発

中マンションの工事進行に伴い仕掛販売用不動産が1,016,957千円、借入及び利益の積み増しにより現金及び預金

が810,046千円増加した一方で、物件引き渡しを受けたことにより手付金等の前渡金が520,565千円減少したこと

によるものであります。固定資産は372,355千円となり、前事業年度末に比べ97,153千円増加いたしました。これ

は主に繰延税金資産が59,472千円増加したことによるものであります。

この結果、資産合計は14,084,974千円となり、前事業年度末に比べ4,540,522千円増加いたしました。

（負債）

当事業年度末における流動負債は、5,924,848千円となり、前事業年度末に比べ1,997,242千円増加いたしまし

た。これは主に金融機関からの借入増加に伴い短期借入金が1,056,920千円、１年内返済予定の長期借入金の増加

に伴い369,686千円、未払法人税等が152,421千円増加したことによるものであります。固定負債は3,303,751千円

となり、前事業年度末に比べ1,262,377千円増加いたしました。これは主に用地の取得を行うため長期借入金が

1,199,890千円、契約件数の増加に伴い空室損失引当金が78,125千円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は9,228,600千円となり、前事業年度末に比べ3,259,619千円増加いたしました。

（純資産）

当事業年度末における純資産は、4,856,374千円となり、前事業年度末に比べ1,280,902千円増加いたしまし

た。これは主に当期純利益を1,280,798千円計上したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は34.5％（前事業年度末37.5％）となりました。

第16期中間会計期間(自 2025年12月１日 至 2026年５月31日)

（資産）

当中間会計期間末における流動資産は11,665,513千円となり、前事業年度末に比べ2,047,106千円減少いたしま

した。これは主に利益の積み増しにより現金及び預金が726,883千円増加した一方で、販売により販売用不動産が

2,868,447千円減少したことによるものであります。

固定資産は406,619千円となり、前事業年度末に比べ34,264千円増加いたしました。これは主に繰延税金資産が

32,195千円増加したことによるものであります。

この結果、資産合計は12,072,133千円となり、前事業年度末に比べ2,012,841千円減少いたしました。

（負債）

当中間会計期間末における流動負債は3,995,458千円となり、前事業年度末に比べ1,929,390千円減少いたしま

した。これは主に銀行への借入返済により短期借入金が1,138,730千円、従業員への賞与支払いにより未払金が

255,927千円減少したことによるものであります。
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固定負債は2,620,800千円となり、前事業年度末に比べ682,950千円減少いたしました。これは主に銀行への返

済により長期借入金が660,880千円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は6,616,259千円となり、前事業年度末に比べ2,612,340千円減少いたしました。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産は、5,455,873千円となり、前事業年度末に比べ599,499千円増加いたしまし

た。これは主に中間純利益を599,676千円計上したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は45.2％（前事業年度末34.5％）となりました。

③ キャッシュ・フローの状況

第15期事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は2,976,362千円と前事業年度末と

比べ810,046千円の増加となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、支出した資金は1,711,596千円(前年同期は759,903千円の資金の獲得)となりました。これは

主に増加要因として税引前当期純利益1,805,862千円(前年同期比687,039千円増加)、仕入債務の増加512,661千円

(前年同期比503,696千円増加)、前渡金の減少520,565千円(前年同期比721,091千円減少)があった一方で、減少要

因として棚卸資産の増加が4,156,095千円(前年同期比3,685,454千円増加)、法人税等の支払額が432,115千円(前

年同期比329,492千円増加)等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、支出した資金は52,883千円(前年同期は48,065千円の資金の支出)となりました。これは主に

減少要因として有形固定資産の取得による支出3,205千円(前年同期比4,712千円減少)あったことによるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、得られた資金は2,574,526千円(前年同期は420,535千円の資金の支出)となりました。これは

主に増加要因として短期借入れによる増加が1,056,920千円(前年同期比1,026,326千円増加)、長期借入れによる

増加が1,569,577千円(前年同期比2,169,237千円増加)等があったことによるものであります。

第16期中間会計期間(自 2025年12月１日 至 2026年５月31日)

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、3,703,231千円と前事業年度末と比

べ726,869千円の増加となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以

下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、2,745,265千円の資金増加となりました。これは主に増加要因として税引前当期純利益が

910,224千円、棚卸資産の減少2,772,230千円があった一方で、減少要因として仕入債務の減少548,629千円があっ

たことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、21,006千円の資金減少となりました。これは主に減少要因として拠点新規契約に伴う敷金及

び保証金の差入による支出が8,095千円、長期前払費用の取得による支出7,418千円があったことによるものであ

ります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、1,997,389千円の資金減少となりました。これは主に増加要因として短期借入れによる収入
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1,295,880千円があった一方で、減少要因として短期借入金の返済による支出2,376,210千円、長期借入金の返済

による支出1,400,656千円があったことによるものであります。
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④ 生産、受注及び販売の実績

ａ 生産実績

当社は生産活動を行っていないため、該当事項はありません。

ｂ 受注実績

当社は受注生産形態を行っていないため、該当事項はありません。

ｃ 販売実績

第15期事業年度、第16期中間会計期間における販売実績は次のとおりであります。

不動産事業の単一セグメントであるため、サービス内容別に区分した記載としております。

事業内容

第15期事業年度

（自 2024年12月１日

至 2025年11月30日）

第16期中間会計期間

（自 2025年12月１日

至 2026年５月31日）

販売高(千円) 前期比(％) 販売高(千円) 前期比(％)

不動産コンサルティングサ
ービス

31,186,717 125.0 14,711,809 ―

不動産管理サービス 3,754,501 111.9 1,987,950 ―

合計 34,941,218 123.4 16,699,760 ―

(注) 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

第15期事業年度

（自 2024年12月１日

至 2025年11月30日）

第16期中間会計期間

（自 2025年12月１日

至 2026年５月31日）

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

第一リアルター株式会社 3,887,127 11.1 ― ―

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討事項

当社の第15期事業年度、第16期中間会計期間における財政状態の状況に関する認識及び分析・検討事項につき

ましては、「第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1)

経営成績等の状況の概要 ② 財政状態の状況」に記載されているとおりであります。

なお、経営成績の分析については、以下のとおりであります。

第15期事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

（売上高、売上原価、売上総利益）

当事業年度における売上高は34,941,218千円となりました。これは主に、本書「第２ 事業の状況 ４ 経営者

による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要」に記載のとおり

であります。

当事業年度における売上原価は28,758,281千円となりました。これは主に、販売戸数増加に伴い建物仕入高、

土地仕入高が増加したことによるものであります。

この結果、売上総利益6,182,936千円となりました。

（販売費及び一般管理費、営業利益）

当事業年度における販売費及び一般管理費は4,290,477千円となりました。これは主に、従業員数増加に伴い人

件費が増加したこと、及びＴＶＣＭ放送に伴う広告宣伝費の増加によるものであります。

この結果、営業利益は1,892,459千円となりました。
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（営業外収益、営業外費用、経常利益）

当事業年度における営業外収益は10,321千円となりました。主な内訳は、違約金収入、助成金収入でありま

す。営業外費用は144,418千円となりました。主な内訳は、融資に係る支払手数料、支払利息であります。

この結果、経常利益は1,758,362千円となりました。

（特別利益、特別損失、法人税等、当期純利益）

当事業年度における特別利益は47,500千円となりました。これは和解金収入を計上したことによるものであり

ます。特別損失は計上しておりません。税引前当期純利益は1,805,862千円、法人税等は525,064千円となりまし

た。

この結果、当事業年度の当期純利益は1,280,798千円となりました。

第16期中間会計期間(自 2025年12月１日 至 2026年５月31日)

（売上高、売上原価、売上総利益）

当中間会計期間における売上高は16,699,760千円となりました。これは主に、本書「第２ 事業の状況 ４

経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要」に記載

のとおりであります。

当中間会計期間における売上原価は13,535,388千円となりました。これは主に、販売戸数増加に伴い建物仕入

高、土地仕入高が増加したことによるものであります。

この結果、売上総利益3,164,372千円となりました。

（販売費及び一般管理費、営業利益）

当中間会計期間における販売費及び一般管理費は2,191,182千円となりました。これは主に、従業員数増加に伴

い人件費が増加したことによるものであります。

この結果、営業利益は973,189千円となりました。

（営業外収益、営業外費用、経常利益）

当中間会計期間における営業外収益は8,194千円となりました。主な内訳は、違約金収入、和解金収入でありま

す。営業外費用は71,160千円となりました。主な内訳は、融資に係る支払手数料、支払利息であります。

この結果、経常利益は910,224千円となりました。

（特別利益、特別損失、法人税等、中間純利益）

当中間会計期間における特別利益、特別損失は計上しておりません。税引前中間純利益910,224千円、法人税等

は310,547千円となりました。

この結果、当事業年度の中間純利益は599,676千円となりました。

② キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

ａ キャッシュ・フローの状況に関する認識及び分析・検討内容

当社のキャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ③ キャッシュ・フローの状況」に記

載されているとおりであります。

ｂ 資本の財源及び資金の流動性

（資金需要）

当社の事業活動における運転資金需要のうち主なものは、不動産コンサルティングサービスにおける仕入資

金、従業員の賞与や法人税等の支払いのための短期資金であります。

今後は、引き続き不動産コンサルティングサービスにおける土地の仕入ならびに販売用不動産の仕入を強化

していくほか、必要な設備投資を継続していく予定であります。

（財務政策）
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当社の不動産コンサルティングサービスにおける仕入資金、運転資金、設備投資については、原則として営

業キャッシュ・フローで獲得した資金を投入し、必要に応じて金融機関からの借入による資金調達によってお

ります。

不動産コンサルティングサービスにおける仕入資金については、長期に渡って資金が必要となるものにおい

ては、資金効率と経済合理性等の検証を行った後に、長期借入金による調達を基本としておりますが、資金需

要が短期間の場合には、短期借入金による調達で賄っております。

運転資金に関しては、手許資金を勘案の上、不足が生じる場合は短期借入金による調達で賄っております。

設備投資については、手許資金、長期借入金による調達を基本としておりますが、資金需要が短期間の場合に

は、短期借入金による調達で賄っております。

資金調達については、事業計画に基づく資金需要、金利動向等の資金調達環境、社債発行費用等の資金調達

コスト、既存借入金の返済スケジュール等を勘案し、調達規模、調達手段を適宜判断して実施していくことと

しております。
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③ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。こ

の財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定を用いて

おりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。財務諸表の作成に

あたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1) 財務諸表

注記事項 (重要な会計上の見積り)」に記載されているとおりであります。

④ 経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標

当社が経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標については「第２ 事業の

状況 １ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 (2) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指

標等」に記載のとおり、経常利益、取引件数、仕入戸数、管理戸数・管理棟数としております。

また、不動産ファンドサービスが将来の不動産コンサルティングサービスの顧客の獲得を担うものであること

からファンド投資家数を注視・注力すべき指標としております。

経営上の計画達成に当たっての分析・検討は以下のとおりとなります。

当社の売上高の大半は不動産コンサルティングサービスにおける売上高であるため、取引件数及び仕入件数を

指標として重視しております。

取引件数及び仕入件数の確保においては、販売戸数/人月、仕入戸数/人月及び機能毎の人員数をモニタリング

しております。

販売戸数/人月、仕入戸数/人月は、パフォーマンスを示す指標であるため、分析に当たっては前年同期比や、

予算計画比を確認、予算策定に当たっては、併せて同業他社比を確認しております。人員数は採用計画の進捗を

確認しつつ、人材配置の検討を含めて達成に必要な経営判断を行っております。

経常利益の分析に当たっては、販売物件の販売単価及び粗利率をモニタリングし、予算計画との大きな差異が

生じていないかを確認しており、異常値を示すものがあれば、一過性のものかどうかの確認も併せて行っていま

す。
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５ 【重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

第15期事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

当事業年度の設備投資の総額は13,958千円であり、主な内容は業務用ソフトウエアの取得であります。

当社は不動産事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

なお、当会計事業年度において重要な設備の除却又は売却はありません。

第16期中間会計期間(自 2025年12月１日 至 2026年５月31日)

該当するものはありません。
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２ 【主要な設備の状況】
2025年11月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
車両

運搬具

工具、器具
備品及び
備品

リース
資産

ソフト
ウェア

合計

本社
(東京都
新宿区)

不動産事業 本社機能 22,139 675 4,931 5,486 5,562 38,794
201
(34)

関西
（大阪府大

阪市
淀川区）

不動産事業 支店機能 485 ― ― ― ― 485 16

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の他、他の者から賃借している設備の内容は以下のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
(千円)

本社
(東京都新宿区)

不動産事業 事務所 114,444

中部
（愛知県名古屋市中区）

不動産事業 事務所 2,416

関西
（大阪府大阪市淀川区）

不動産事業 事務所 4,863

北海道
（北海道札幌市中央区）

不動産事業 事務所 1,860

九州
（福岡県福岡市中央区）

不動産事業 事務所 2,020

３．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数（アルバイト、嘱託社員、契約社員及び派遣社員）は、年間の平

均人数を（外書）で記載しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】(2026年７月31日現在)

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

(2) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

（注） 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。

② 【発行済株式】

種類 発行数(株)
上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 8,100,000 非上場

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に何ら限定
のない当社における標準とな
る株式であります。
なお、単元株式数は100株であ
ります。

計 8,100,000 ― ―

(注)１．2025年６月18日開催の臨時株主総会決議により、2025年６月18日付で１単元100株とする単元株制度を採用し

ております。

(注)２．2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

①第１回ストック・オプション

決議年月日 2020年11月17日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役５ (注)８
監査役１
従業員112

新株予約権の数（個） ※ 282 [241](注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数（株） ※

普通株式 28,200 [72,300](注)１.３

新株予約権の行使時の払込金額（円）
※

１ (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2022年11月28日～2030年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円） ※

発行価格 １
資本組入額 １ (注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項 ※

(注)６

※ 最近事業年度の末日(2025年11月30日)における内容を記載しております。 最近事業年度の末日から提出日の前

月末現在(2026年７月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月現在における内容を[ ]内に記載

しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

※ 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合においては、払込に係る額の２分の１を資本金に計上し（計算

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り上げた額を資本金に計上する）、その余りを資本準備金として

計上する。

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

（イ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時までの間、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役若しくは従業員のいずれかの地位を保有していることを要し、それ以
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外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由があるものとして当社の取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（ロ）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。

（ハ）権利行使期間内であっても、新株予約権者は当社が当社株式を取引所へ上場等するまでの間は、新株予約

権を行使することができない。

（ニ）その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。

６．組織再編行為時の取扱いは以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点に

おいて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、

新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、また

は株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件

に基づき交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。

（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

（ホ）新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日か

ら、新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の満了日までとする。

（ヘ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)４に準じて決定する。

（ト）新株予約権の行使の条件

上記(注)５に準じて決定する。

（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（リ）再編対象会社による新株予約権の取得

上記(注)６に準じて決定する。

７．2020年11月２日開催の臨時取締役会決議により、2020年11月26日付で株式１株につき3,000株の株式分割を

行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時

の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整

されております。

８．付与対象者のうち、従業員74名が退職等により権利を喪失し、また取締役２名が退任し、従業員１名が取締

役に就任したため、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は、取締役２名、監査役１名、従業員

38名となっております。
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②第２回ストック・オプション

決議年月日 2021年11月15日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役３ (注)７
従業員36

新株予約権の数（個） ※ 785 [639](注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式 78,500 [207,900](注)１.３

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 136 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2023年11月27日～2031年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 136
資本組入額 68 (注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

(注)６

※ 最近事業年度の末日(2025年11月30日)における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月

末現在(2026年７月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載

しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

※ 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に新株予約権の数を乗じた数に調整される。

３．権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合においては、払込に係る額の２分の１を資本金に計上し（計算

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り上げた額を資本金に計上する）、その余りを資本準備金として

計上する。

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
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（イ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時までの間、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役若しくは従業員のいずれかの地位を保有していることを要し、それ以

外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由があるものとして当社の取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（ロ）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。

（ハ）権利行使期間内であっても、新株予約権者は当社が当社株式を取引所へ上場等するまでの間は、新株予約

権を行使することができない。

（ニ）その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。

６．組織再編行為時の取扱いは以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点に

おいて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、

新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、また

は株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件

に基づき交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。

（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

（ホ）新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日か

ら、新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の満了日までとする。

（ヘ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)４に準じて決定する。

（ト）新株予約権の行使の条件

上記(注)５に準じて決定する。

（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（リ）再編対象会社による新株予約権の取得

上記(注)６に準じて決定する。

７．付与対象者のうち、従業員15名が退職等により権利を喪失し、また取締役１名が退任し、従業員１名が取締

役に就任したため、本書提出日現在の「付与対象者の区分及び人数」は、取締役３名、従業員21名となって

おります。
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③第３回ストック・オプション

決議年月日 2022年11月15日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役３ (注)７
監査役２
従業員37

新株予約権の数（個） ※ 712 [608](注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式 71,200 [182,400](注)１.３

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 203 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2024年11月29日～2032年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 203
資本組入額 102 (注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

(注)６

※ 最近事業年度の末日(2025年11月30日)における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月

末現在(2026年７月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載

しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

※ 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合においては、払込に係る額の２分の１を資本金に計上し（計算

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り上げた額を資本金に計上する）、その余りを資本準備金として

計上する。

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

（イ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時までの間、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役若しくは従業員のいずれかの地位を保有していることを要し、それ以

外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由があるものとして当社の取締役会が認めた場合は、この限りではない。
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（ロ）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。

（ハ）権利行使期間内であっても、新株予約権者は当社が当社株式を取引所へ上場等するまでの間は、新株予約

権を行使することができない。

（ニ）その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。

６．組織再編行為時の取扱いは以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点に

おいて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、

新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、また

は株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件

に基づき交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。

（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

（ホ）新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日か

ら、新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の満了日までとする。

（ヘ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)４に準じて決定する。

（ト）新株予約権の行使の条件

上記(注)５に準じて決定する。

（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（リ）再編対象会社による新株予約権の取得

上記(注)６に準じて決定する。

７．付与対象者のうち、従業員12名が退職等により権利を喪失したため、「付与対象者の区分及び人数」は、取

締役３名、監査役２名、従業員25名となっております。
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④第４回ストック・オプション

決議年月日 2023年11月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
監査役３ (注)７
従業員101

新株予約権の数（個） ※ 504 [479](注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式 50,400 [143,700](注)１.３

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 455 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2025年12月１日～2033年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 455
資本組入額 228 (注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

(注)６

※ 最近事業年度の末日(2025年11月30日)における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月

末現在(2026年７月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載

しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

※ 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合においては、払込に係る額の２分の１を資本金に計上し（計算

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り上げた額を資本金に計上する）、その余りを資本準備金として

計上する。

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

（イ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時までの間、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役若しくは従業員のいずれかの地位を保有していることを要し、それ以

外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由があるものとして当社の取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（ロ）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。
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（ハ）権利行使期間内であっても、新株予約権者は当社が当社株式を取引所へ上場等するまでの間は、新株予約

権を行使することができない。

（ニ）その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。

６．組織再編行為時の取扱いは以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点に

おいて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、

新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、また

は株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件

に基づき交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。

（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

（ホ）新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日か

ら、新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の満了日までとする。

（ヘ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)４に準じて決定する。

（ト）新株予約権の行使の条件

上記(注)５に準じて決定する。

（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（リ）再編対象会社による新株予約権の取得

上記(注)６に準じて決定する。

７．付与対象者のうち、従業員34名が退職等により権利を喪失したため、「付与対象者の区分及び人数」は、監

査役３名、従業員67名となっております。
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⑤第５回ストック・オプション

決議年月日 2024年２月28日

付与対象者の区分及び人数(名) 取締役２名 (注)７

新株予約権の数（個） ※ 160 [160](注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式 16,000 [48,000](注)１.３

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 455 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2026年３月１日～2033年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 455
資本組入額 228 (注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

(注)６

※ 最近事業年度の末日(2025年11月30日)における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月

末現在(2026年７月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載

しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

※ 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合においては、払込に係る額の２分の１を資本金に計上し（計算

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り上げた額を資本金に計上する）、その余りを資本準備金として

計上する。

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

（イ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時までの間、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役若しくは従業員のいずれかの地位を保有していることを要し、それ以

外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由があるものとして当社の取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（ロ）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。
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（ハ）権利行使期間内であっても、新株予約権者は当社が当社株式を取引所へ上場等するまでの間は、新株予約

権を行使することができない。

（ニ）その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。

６．組織再編行為時の取扱いは以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点に

おいて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、

新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、また

は株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件

に基づき交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。

（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

（ホ）新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日か

ら、新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の満了日までとする。

（ヘ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)４に準じて決定する。

（ト）新株予約権の行使の条件

上記(注)５に準じて決定する。

（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（リ）再編対象会社による新株予約権の取得

上記(注)６に準じて決定する。

７．付与対象者数に変更はありません。
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⑥第６回ストック・オプション

決議年月日 2024年11月21日

付与対象者の区分及び人数(名) 従業員86名 (注)７

新株予約権の数（個） ※ 242 [222](注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式 24,200 [66,600](注)１.３

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 900 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2026年12月１日～2034年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 900
資本組入額 450 (注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

(注)６

※ 最近事業年度の末日(2025年11月30日)における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月

末現在(2026年７月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載

しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

※ 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合においては、払込に係る額の２分の１を資本金に計上し（計算

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り上げた額を資本金に計上する）、その余りを資本準備金として

計上する。

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

（イ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時までの間、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役若しくは従業員のいずれかの地位を保有していることを要し、それ以

外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由があるものとして当社の取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（ロ）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。
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（ハ）権利行使期間内であっても、新株予約権者は当社が当社株式を取引所へ上場等するまでの間は、新株予約

権を行使することができない。

（ニ）その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。

６．組織再編行為時の取扱いは以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点に

おいて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、

新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、また

は株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件

に基づき交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。

（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

（ホ）新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日か

ら、新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の満了日までとする。

（ヘ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)４に準じて決定する。

（ト）新株予約権の行使の条件

上記(注)５に準じて決定する。

（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（リ）再編対象会社による新株予約権の取得

上記(注)６に準じて決定する。

７．付与対象者のうち、従業員12名が退職等により権利を喪失したため、「付与対象者の区分及び人数」は、従

業員74名となっております。
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⑦第７回ストック・オプション

決議年月日 2025年11月20日

付与対象者の区分及び人数(名) 従業員108名 (注)７

新株予約権の数（個） ※ 231 [227](注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式 23,100 [68,100](注)１.３

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,050 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2027年12月１日～2035年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 1,050
資本組入額 525(注)４

新株予約権の行使の条件 ※ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

(注)６

※ 最近事業年度の末日(2025年11月30日)における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月

末現在(2026年７月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載

しており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

※ 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場合

には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

なお、上記により付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式の数は、調整後付与株式

数に新株予約権の数を乗じた数に調整される。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合においては、払込に係る額の２分の１を資本金に計上し（計算

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り上げた額を資本金に計上する）、その余りを資本準備金として

計上する。

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

（イ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時までの間、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役若しくは従業員のいずれかの地位を保有していることを要し、それ以

外の場合には新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由があるものとして当社の取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（ロ）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。
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（ハ）権利行使期間内であっても、新株予約権者は当社が当社株式を取引所へ上場等するまでの間は、新株予約

権を行使することができない。

（ニ）その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。

６．組織再編行為時の取扱いは以下のとおりであります。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点に

おいて残存する新株予約権の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会

社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社、

新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、また

は株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件

に基づき交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。

（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的である再編対

象会社の株式の数を乗じた金額とする。

（ホ）新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日か

ら、新株予約権の行使期間に定める権利行使期間の満了日までとする。

（ヘ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注)４に準じて決定する。

（ト）新株予約権の行使の条件

上記(注)５に準じて決定する。

（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

（リ）再編対象会社による新株予約権の取得

上記(注)６に準じて決定する。

７．付与対象者のうち、従業員３名が退職等により権利を喪失したため、「付与対象者の区分及び人数」は、従

業員105名となっております。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式

総数増減数(株)
発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

2020年11月26日 ※１ 2,699,100 2,700,000 ― 50,000 ― ―

2024年11月30日 ※２ ― 2,700,000 50,000 100,000 ― ―

2026年６月１日 ※３ 5,400,000 8,100,000 ― 100,000 ― ―

(注)※１．株式分割（１：3,000）によるものであります。

※２．資本金増加は、利益剰余金からの振替によるものであります。

※３．株式分割（１：３）によるものであります。

(4) 【所有者別状況】

2026年７月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数 100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人

その他
計

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― ― ― ― 1 1 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― ― ― ― 81,000 81,000 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ― 100 100 ―

(注) １．2025年６月18日開催の臨時株主総会決議により定款の一部変更を行い、同日付で１単元を100株とする単元

株制度を採用しております。

２．株式分割（１：３）によるものであります。
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(5) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式

81,000

完全議決権株式であり、株主としての権
利内容に何ら限定のない当社における標
準となる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

8,100,000

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 8,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 81,000 ―

(注) 2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行って

おります。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置付けております。現在、当社は引き続き成長過程に

あると考えており、財務体質の強化や持続的成長に向けた積極的な投資に資本を充当していくことも重要課題と考え

ております。従いまして、今後の業績拡大や収益力の強化、内部留保の充実と財務体質の強化の状況、今後の事業展

開や事業環境等を勘案した上で、株主に対して、2026年11月期の１株当たりの配当金は25円00銭～32円00銭を想定し

ておりますが、業績動向や経営環境の変化等を踏まえて決定する方針であり、世界経済の急変や災害など、予期せぬ

外部要因によって当該配当金は変動する可能性があります。

将来的には、株価や経営環境の変化に対する機動的な対応や資本政策及び株主の皆様に対する利益還元策の一つと

して、自己株式の取得も適宜検討してまいります。

また、剰余金の配当を行う場合、年１回の期末配当を予定しております。なお、当社は期末配当の基準日を毎年11

月30日、中間配当の基準日を毎年５月31日としており、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる

旨、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当等を行うことができる旨を定款に定

めております。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の健全性及び透明性を高めるために的確な意思決定・業務執行・監督が機能する経営体制を構築

し、企業価値向上を目指すことを、コーポレート・ガバナンスの基本方針としております。また、社会的信頼に

応え、誠実な企業運営を行い、持続的な成長及び発展を遂げることが重要であると考え、更なるコーポレート・

ガバナンスの充実・強化に努めてまいります。

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、経営の監督機能を確保し、取締役の職務執行に対する独立した監視体制を維持するため、会社法上の

機関設計として監査役会設置会社を採用しております。

また、監査役会設置会社は、監査役会による継続的な監視・助言を通じて、経営判断の透明性向上や不祥事・

リスクの未然防止に寄与することから、引き続き監査役会設置会社としての機関設計を採用することが当社にと

って最適であると判断しております。

（企業統治の体制の概要図）

イ．取締役会

（構成）

当社の取締役会は、取締役５名（うち社外取締役２名）で構成されており、取締役会規程に基づき、原則とし

て毎月1回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。当事業年度において

は、定時取締役会12回、臨時取締役会５回の合計17回開催いたしました。出席状況は次のとおりであります。

氏名 地位・担当 社外 出席回数

梶尾 祐司 代表取締役社長 — 17/17

馬場 裕史 取締役（管理本部長） — 17/17

澤田 統吉 取締役（営業本部長） — 17/17

佐々木 義孝 取締役 社外 17/17

鈴木 康弘 取締役 社外 17/17

取締役会は、法令・定款に定める事項のほか、取締役会規程において定める重要事項の決定、業務執行の監督

を行っております。具体的には、経営計画・予算の承認、重要な投融資案件（一定金額以上）の審議・決定、内
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部統制システムの整備に関する基本方針の決定等を行っております。

また、経営の意思決定の迅速化と執行責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しており、取締役会が決

定した方針・計画に基づき、各執行役員が担当業務を執行しております。

社外取締役２名はいずれも、当社が定める独立性基準を充足しており、東京証券取引所の定める独立役員とし

て届け出ております。社外取締役は、それぞれの専門的知見（経営・テクノロジー等）を活かし、経営の監督機

能及び助言機能を担っております。

また、当社は取締役会の諮問機関として、社外取締役を委員長とする任意の指名・報酬委員会を設置しており、

取締役・執行役員の指名及び報酬の決定プロセスにおける透明性・客観性の確保を図っております。

当事業年度において、取締役会における主な検討内容は以下のとおりであります。

（経営戦略・計画）

中期経営計画（第16期乃至第18期）の策定及び進捗状況の確認を行いました。

（リスク管理）

各部署における戦略リスクについて報告・審議いたしました。

（ガバナンス）

関連当事者取引等について審議いたしました。

ロ．監査役会

会社法関連法令に基づく監査役会設置会社制を採用しております。監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査

役２名で構成されており、３名全てが社外監査役であります。ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、取

締役の職務の執行を含む日常活動の監査を行っております。監査役は上場企業の監査部門経験者や会計専門家、

法律専門家などから構成され、幅広い知見により経営監視をすることとしております。監査役は、株主総会・取

締役会への出席、社内重要会議（指名報酬委員会、経営委員会、人事委員会、及リスク管理・コンプライアンス

委員会を総称していう。以下本書において同じ）への出席を通して取締役の職務執行を監督し、監査役会におい

て課題についての協議を行うのみならず、監査法人による会計監査、内部監査室による内部監査との監査連携を

図り、日常的に取締役・従業員からの報告やヒアリングを通して、実効性のあるモニタリングに取組んでおりま

す。

当事業年度において、毎月１回の監査役会に加え、臨時監査役会を１回開催いたしました。出席状況は次のと

おりであります。

氏名 地位・担当 社外 出席回数

加藤 賢二 常勤監査役 社外 13/13

鈴木 信裕 監査役 社外 13/13

青木 丈介 監査役 社外 13/13

ハ．経営委員会

経営委員会は、常勤取締役、各事業責任者等で構成され、原則毎月１回以上開催し、重要な業務の執行方針及

びその他経営に関する重要事項について、各部門の多角的な視点をもって審議を行っております。

ニ．リスク管理・コンプライアンス委員会

コンプライアンス遵守の観点を含めたリスク管理の全社的推進とリスク管理に必要な情報の共有化を図るため、

代表取締役社長が委員長、業務執行取締役、常勤監査役、各部の責任者を委員とするリスク管理・コンプライア

ンス委員会を設置しております。リスク管理・コンプライアンス委員会は、原則毎月１回以上開催し、予見され

るリスク洗い出し、評価、防止柵、発生時の対策やリスク防止策の進捗状況、発生した重大リスクへの対策、そ

の他リスク管理に関する事項について検討及び審議を行い、その結果を取締役会に報告しております。

ホ．指名報酬委員会

取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実
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を図るため、取締役会の諮問機関として設置しております。指名報酬委員会は、取締役会の決議によって選定さ

れた取締役及び監査役で構成し、委員長は、社外取締役もしくは社外監査役である委員の中から選定するものと

しております。社外取締役佐々木義孝を委員長として、代表取締役社長梶尾祐司、社外取締役鈴木康弘、社外監

査役加藤賢二の４名で構成されております。

へ．内部統制システムの整備状況

当社は、経営の透明性及び業務の適正性を確保するための組織体制構築が重要であるという考えのもと、「内

部統制システム構築の基本方針」を定めており、その基本方針に基づいた体制の整備、運用を行っております。

その概要は以下のとおりであります。

ａ 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a) 取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等に従い、経営に関する重要な事項を決定する。

(b) 取締役会は、内部統制の基本方針を決定し、取締役が、適切に内部統制システムを構築・運用し、それに

従い職務執行しているかを監督する。

(c) 取締役は、他の取締役と情報の共有を推進することにより、相互に業務執行の監督を行う。

(d) 取締役は、各監査役が監査役会で定めた監査方針・計画のもと、監査を受ける。

(e) リスク管理・コンプライアンス委員会は、不正行為の原因分析、社員教育・研修、再発防止策の策定及び

情報開示に関する審議を行う。

(f) 代表取締役社長は、リスク管理・コンプライアンス委員会の委員長として、法務コンプライアンス統括室

長を総括責任者として任命し、リスク管理・コンプライアンス委員会を運営させる。リスク管理・コンプ

ライアンス委員会は、コンプライアンスに関する内部統制機能の強化を継続的に行える体制を推進・維持

する。

(g) 万が一、コンプライアンスに関する事態が発生した場合は、リスク管理・コンプライアンス委員会を中心

に、代表取締役社長、取締役会、監査役会、顧問弁護士に報告される体制を構築する。

(h) 当社は、コンプライアンスの違反やその恐れがある場合に、業務上の報告経路の他、社内外（常勤監査

役・内部監査担当・弁護士・社会保険労務士）に匿名で相談・申告できる「相談窓口及び通報窓口」を設

置し、事態の迅速な把握と是正に努める。

ｂ 取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a) 株主総会、取締役会の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報については、法令及び「取締役会規

程」「文書管理規程」等の関連規程に従い、適切に記録し、定められた期間保存する。また、その他関連

規程は、必要に応じて適時見直し等の改善をする。

(b) 情報セキュリティについては、「情報資産管理規程」「情報システム管理規程」「情報システムセキュリ

ティ規程」及び関係ガイドラインに基づき、情報セキュリティに関する責任体制を明確化し、情報セキュ

リティの維持・向上のための施策を継続的に実施し改善をする。

(c) 企業秘密については、「内部情報管理規程」「文書管理規程」に基づき、秘密性の程度に応じて定める管

理基準に従い適切に管理をする。

(d) 個人情報については、法令及び「個人情報保護方針」に基づき厳重に管理する。

ｃ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関することを「取締役会

規程」に定めるとともに、取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時開催し、機動的な意思決定

を行う。

(b) 取締役及び従業員の職務執行情報については、適宜、取締役会に報告する。

(c) 取締役は、ＩＴを活用した情報システムを構築して、迅速かつ的確な経営情報把握に努める。

ｄ 財務報告の信頼性を確保するための体制

(a) 当社の財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある法令に基づき、評価、維持、
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改善等を行う。

(b) 当社の各部署は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽制、日常的モニタリング等を実施し、財

務報告の適正性の確保に努める。

ｅ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) リスク管理は、「リスク管理規程」に基づき、一貫した方針の下に、効果的かつ総合的に実施する。

(b) 各部署は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリスクを選定したうえで、具

体的な対応方針及び対策を決定し、適切にリスク管理を実施する。

(c) 各部署は、その担当事項に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリスクを選定したうえで、具

体的な対応方針及び対策を決定し、リスク管理を適切に実施するとともに、担当事項に関して各部署のリ

スク管理を横断的に支援する。

(d) 各部署及び法務コンプライアンス統括室は、自部署の業務の適正又は効率的な遂行を阻害するリスクを洗

い出し、適切にリスク管理を実施する。

(e) 経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な事項については、リスク管理・コ

ンプライアンス委員会、経営委員会等において十分な審議を行うほか、特に重要なものについては取締役

会において報告する。

(f) 各部署は、事業に関する重大なリスクを認識したとき又は重大なリスクの顕在化の兆しを認知したときは、

速やかに関係部署にその状況を報告するとともに、特に重要なものについては、取締役及び監査役に報告

する。

ｆ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項並びにその

従業員の取締役からの独立性に関する事項

(a) 当社は、監査役の職務を補助する専任の従業員は配置していないが、取締役会は監査役会と必要に応じて

協議を行い、当該従業員を任命及び配置することができる。

(b) 補助すべき期間中は、指名された従業員への指揮権は監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は

受けない。

ｇ 取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(a) 監査役は、取締役会以外にも幹部会議等の業務執行の重要な会議へ出席し、当社における重要事項や損害

を及ぼすおそれのある事実等について報告を受ける。

(b) 取締役及び従業員は、取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項、その他重要な会議の決定事項、

重要な会計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実施状況、その他必要な重要事項を監査役に報告す

る。

(c) 取締役及び従業員は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行為や重要な法令並びに定款

違反行為を認知した場合、すみやかに、監査役に報告する。

ｈ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 監査役会は、代表取締役社長と定期的に会合を開き、意思の疎通及び意見交換を実施する。

(b) 監査役は、内部監査担当とも意見交換や情報交換を行い、連携を保ちながら必要に応じて調査及び報告を

求める。

(c) 監査役は、随時経理システム等の社内情報システムの情報を閲覧することができる。

ｉ 反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制

当社は、反社会的勢力・団体・個人とは一切関わりを持たず、不当・不法な要求にも応じないことを基本方

針とする。その旨を取締役及び従業員に周知徹底するとともに、平素より関係行政機関などからの情報収集に

努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、組織全体として速やかに対処でき

る体制を整備する。
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ｊ リスク管理体制

当社は、想定される事業上のリスクを最小限に留めるべく、社内規程及び各種マニュアル等に沿った業務を

行うことで、社内におけるチェック・牽制機能を働かせております。また、事業運営上発生する様々な法的リ

スクに対処すべく、弁護士と顧問契約を締結することで多面的にアドバイスを受け、リスク軽減に努めており

ます。

③ 企業統治に関するその他の事項

ａ 取締役及び監査役の員数

当社の取締役は７名以内、監査役は５名以内とする旨を定款に定めております。

ｂ 取締役の選任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、株主総会の決議によって行っております。なお取締役の選任決議は、議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、

累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

ｃ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項の定めによる株主総会の特別決議につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行う旨を定款に定めております。

ｄ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる取締役及び監査役の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決

議により免除することができる旨を定款に定めております。

ｅ 取締役及び監査役の責任限定契約

当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役と

の間に、同法第423条第１項の責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めており、当社と当該取締役及び

監査役との間で当該契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額

としております。

ｆ 中間配当

当社は、取締役会の決議により、毎年５月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者

に対して中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

④ 取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を合計17回開催しており、個々の取締役及び監査役の出席状況については

次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

梶尾 祐司 17 17

澤田 統吉 17 17

馬場 裕史 17 17

佐々木 義孝 17 17

鈴木 康弘 17 17

加藤 賢二 17 17

鈴木 信裕 17 16

青木 丈介 17 17

(注) 書面決議による取締役会の回数は除いております。
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原則として毎月１回、定例取締役会を開催するとともに、必要のある都度臨時取締役会を開催し、法令で定め

られた事項、及び会社経営に関する重要事項等、取締役会規程及び職務権限規程に定めた事項を決定するととも

に、取締役から定期的に職務執行状況の報告を受けること等により、取締役の職務執行を監督しています。

当事業年度における取締役会の具体的な検討事項は、以下のとおりであります。

分類 具体的な審議事項

株主総会 株主総会付議事項

決算関連 決算承認、剰余金処分、中期経営計画

コーポレート・ガバナンス
代表取締役選定、社長職務代行者順位、取締役の報酬額、執行役員の選任・報酬額、社
内規程等の制定及び改定

人事関連 重要な人事異動、組織変更

施策 拠点開設、自社開発用地仕入れ、重要な資金調達、新株予約権の発行

その他 監査法人との監査契約締結

⑤ 指名報酬委員会の活動状況

・指名報酬委員会

（ⅰ）委員会の構成員 （委員長）佐々木 義孝（委員）、梶尾 祐司、鈴木 康弘、加藤 賢二

（ⅱ）委員会の設置日 2023年９月１日

（ⅲ）開催実績 2025年２月12日、2025年５月12日、2025年11月11日、2026年１月15日

（ⅳ）活動内容

＜候補者選定手続＞

［1］代表取締役が候補指名

［2］指名報酬委員会で審議の上、取締役会に推薦

［3］取締役会で承認（執行役員は選任）

［4］株主総会で選任（取締役）

＜報酬決定手続＞

［1］代表取締役が個人別の報酬額等の原案を指名報酬委員会へ提案

［2］指名報酬委員会で審議、報酬総額の限度内で取締役会へ答申

［3］取締役会は指名報酬委員会の賛成の答申を基に個人別の報酬額等を承認

当事業年度において当社は、合計３回の指名報酬委員会を開催いたしました。各委員の出席状況は次のとおり

であります。

氏名 開催回数 出席回数

佐々木 義孝 ３ ３

梶尾 祐司 ３ ３

鈴木 康弘 ３ ３

加藤 賢二 ３ ３
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性8名 女性－名(役員のうち女性の比率－％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
社長

梶尾 祐司 1986年７月25日生

2002年10月 有限会社MAX入社

2004年５月 有限会社越川電気工業入社

2005年７月 伸建工業株式会社入社

2006年７月 ジェイレックス・コーポレーション株式会社入社

2008年12月 リアル・エステート株式会社設立、代表取締役就任

2010年12月 当社設立、代表取締役社長就任（現任）

(注)３ 8,100,000

取締役
経営管理
本部長

馬場 裕史 1988年６月26日生

2011年４月 株式会社三菱東京UFJ銀行（現：株式会社三菱UFJ銀
行）入行

2019年８月 当社入社

2022年２月 当社取締役就任（現任）

当社経営管理本部長（現任）

(注)３ －

取締役
不動産事業
本部長

澤田 統吉 1979年９月10日生

2007年10月 株式会社イノベーション入社

2017年４月 同社執行役員就任

2017年６月 同社取締役就任

2018年10月 当社入社

2019年６月 当社経営管理本部本部長

2020年２月 当社取締役就任（現任）

2022年２月 当社不動産事業本部長（現任）

(注)３ －

取締役 佐々木 義孝 1973年９月６日生

1996年11月 日本輸送機株式会社（現三菱ロジスネクスト株式会
社）入社

1999年２月 株式会社ダブリュ・アイ・システム入社

2001年９月 株式会社先端情報工学研究所入社

2003年10月 株式会社コマーシャル・アールイー入社

2005年３月 株式会社プロパスト入社経営企画室長就任

2009年６月 株式会社トランザクション入社

2011年６月 長谷川興産株式会社（現：HITOWAライフパートナー株
式会社）入社、経営企画室長就任

2012年９月 長谷川ホールディングス株式会社(現：HITOWAホールデ
ィングス株式会社)取締役経営企画室長就任

2012年９月 長谷川ナーシングパートナー株式会社(現HITOWAナーシ
ングパートナー株式会社）取締役就任

2014年２月 株式会社ショーケース・ティービー（現：株式会社シ
ョーケース）入社、管理本部長就任

2014年３月 同社取締役管理本部長就任

2017年４月 株式会社ショーケース・ティービー（現：株式会社シ
ョーケース）取締役CFO就任

2017年４月 株式会社ウォームライト社外取締役就任

2017年４月 株式会社インクルーズ社外取締役就任

2017年７月 galaxy株式会社社外監査役就任

2018年９月 株式会社アンジー社外監査役就任（現任）

2018年10月 株式会社TOKYOフロンティアファーム設立
代表取締役就任（現任）

2018年12月 コグニロボ株式会社社外監査役就任

2019年４月 リアルワールドゲームス株式会社社外取締役就任

2019年５月 株式会社ジグザグ社外監査役就任（現任）

2019年９月 株式会社バリューデザイン社外取締役就任

2020年２月 スパイダープラス株式会社社外監査役就任（現任）

2020年３月 CFOナレッジ株式会社代表取締役就任（現任）

2020年６月 株式会社HRBrain社外監査役就任

2020年11月 株式会社Prime Partners設立
代表取締役就任（現任）

2021年５月 当社社外取締役就任（現任）

2021年６月 株式会社ジーニー
社外取締役（監査等委員）就任

2022年９月 株式会社エー・スター・クォンタム
取締役就任（現任）

(注)３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 鈴木 康弘 1965年２月28日生

1987年４月 富士通株式会社入社

1996年９月
ソフトバンク株式会社（現ソフトバンクグループ株式
会社）入社

1999年４月
ソフトバンク・コマース株式会社（現ソフトバンク株
式会社）執行役員就任

1999年８月
イー・ショッピング・ブックス株式会社（現株式会社
セブンネットショッピング）取締役就任

2000年６月 同社代表取締役社長就任

2008年３月
株式会社セブンインターネットラボ
代表取締役社長就任

2008年７月
株式会社セブン＆アイ・ネットメディア
取締役就任

2014年３月 同社代表取締役社長就任

2014年３月
株式会社セブン＆アイ・ホールディングス
執行役員CIO就任

2015年５月
株式会社セブン＆アイ・ホールディングス
取締役執行役員CIO就任

2017年３月
株式会社デジタルシフトウェーブ
代表取締役社長就任（現任）

2017年６月
SBIホールディングス株式会社
社外取締役就任（現任）

2020年４月
情報経営イノベーション専門職大学
情報経営イノベーション学部客員教授就任（現任）

2020年４月
一般社団法人日本オムニチャネル協会
会長就任（現任）

2021年４月 DXマガジン総編集長就任

2023年８月 当社社外取締役就任（現任）

2023年12月
東京都市大学情報データ科学研究科
設置準備室 特任教授就任

2025年８月
東京都市大学情報データ科学研究科
設置準備室 客員教授就任（現任）

(注)３ －

監査役
（常勤）

加藤 賢二 1957年２月７日生

1979年４月 日本生命保険相互会社入社

2011年４月 同社、広島支社 支配人就任(役員待遇）
支社長兼広島総合法人部長就任

2013年４月 マックス株式会社出向営業本部
執行役員・販売統括部長就任

2015年４月 同社、内部監査室上席執行役員就任
内部監査室長・内部統制統括

2015年７月 同社子会社（株式会社カワムラサイクル）社外監査役
就任

2022年２月 当社社外監査役就任（現任）

(注)４ －

監査役
（非常勤）

鈴木 信裕 1975年4月26日生

2000年４月 東日本電信電話株式会社入社

2011年２月 有限責任あずさ監査法人入所

2013年４月 鈴木信裕公認会計士事務所所長就任（現任）

2016年７月 株式会社和心社外監査役就任（常勤）

2018年12月 当社社外監査役就任（現任）

2019年９月 株式会社S-FIT社外監査役（非常勤）就任（現任）

2020年４月 株式会社ランド・ホー社外監査役（常勤）就任

2024年３月 株式会社ミラティブ社外監査役（常勤）就任（現任）

2024年12月 株式会社アイブレイド監査役（非常勤）就任（現任）

(注)４ －

監査役
（非常勤）

青木 丈介 1969年1月10日生

1993年４月 株式会社インターボイス入社

2003年10月 第二東京弁護士会弁護士登録

2003年10月 中島経営法律事務所入所

2004年10月 銀座ファースト法律事務所入所

2012年１月 同所パートナー就任

2020年５月 青木法律事務所開設（現任）

2022年６月 当社社外監査役就任（現任）

(注)４ －

計 8,100,000

(注) １．取締役 佐々木 義孝、鈴木 康弘は、社外取締役であります。

２．監査役 加藤 賢二、鈴木 信裕、青木 丈介は、社外監査役であります。

３．2026年２月26日開催の定時株主総会終結の時から、2026年11月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

４．2025年６月18日開催の臨時株主総会終結の時から、2028年11月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

５．当社では、経営の意思決定と業務執行機能を分離し、それぞれの効率・迅速化を図り経営体制を強化するた

めに、執行役員制度を導入しております。執行役員は２名で、その氏名及び職名は次のとおりです。

氏名 職名

篠田 英吾 執行役員 品質管理本部 本部長

横溝 夏弥 執行役員 経営企画本部 本部長
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② 社外役員の状況

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名となっております。各社外取締役及び各社外監査役と当社との間

に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準及び方針を明確に定めておりませ

ん。しかしながら、株式会社東京証券取引所が定める基準を参考に、その選任に際しては、豊富な経験や見識、

専門的な知識を備えるとともに、当社から独立した立場で客観的かつ適切な監督・監査が遂行できるかというこ

とを重視して、個別に判断しております。社外取締役による当社株式の保有は「①役員一覧」の「所有株式数」

欄に記載のとおりです。

また、当社は、一般株主の利益に配慮し、継続的に企業価値を高める手段のひとつとして、独立役員を届け出

ております。独立役員の届出においては、一般株主と利益相反が生じるおそれのない者であるかを判断した上で、

取締役会での議決権を有する社外取締役及びその他要件を満たす役員は全て指定することを基本方針としており

ます。当社は、独立役員が他の役員との連携を密にとることにより会社情報を共有し、独立役員に期待される役

割を果たすための環境を整備する方針です。

独立役員の届出予定者は以下のとおりです。

氏名 独立役員 選任の理由

佐々木 義孝 〇

複数社での経営企画室長・管理本部長経験、及び取締役としてIPO実現の経験を有してお

り、社外取締役としての牽制機能を期待し、社外取締役に選任しております。

また、東京証券取引所が定める独立性基準を満たしており、一般株主と利益相反の生じ

るおそれはないものと判断し、独立役員に指定しております。

鈴木 康弘 〇

上場企業での社外取締役経験による牽制機能の発揮、及びDX業務に関する豊富な知見か

らのアドバイスを期待し、社外取締役に選任しております。

また、東京証券取引所が定める独立性基準を満たしており、一般株主と利益相反の生じ

るおそれはないものと判断し、独立役員に指定しております。

加藤 賢二 〇

上場会社での経営経験及び内部監査の知見を有しており、社外監査役（常勤監査役）と

して日常的な監査活動を担い、内部統制の整備・運用状況を継続的にモニタリングする体

制の構築を期待し、社外監査役に選任しております。

また、東京証券取引所が定める独立性基準を満たしており、一般株主と利益相反の生じ

るおそれはないものと判断し、独立役員に指定しております。

鈴木 信裕 〇

公認会計士として監査法人にて会計監査及びIPO支援業務に従事した後、事業会社におい

て常勤監査役としてガバナンス体制の構築・運用に関する知見を有しており、社外監査役

として内部統制の整備・運用状況を継続的にモニタリングする体制の構築を期待し、社外

監査役に選任しております。

また、東京証券取引所が定める独立性基準を満たしており、一般株主と利益相反の生じ

るおそれはないものと判断し、独立役員に指定しております。

青木 丈介 〇

弁護士として企業法務に長年携わり、法的リスク管理に深く関与し、法律専門家として

の知見を有しており、取締役の職務執行の適法性を監督することを期待し、社外監査役に

選任しております。

また、東京証券取引所が定める独立性基準を満たしており、一般株主と利益相反の生じ

るおそれはないものと判断し、独立役員に指定しております。

③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役は、経営者から独立した第三者的立場で、取締役の職務執行が適法性や効率性含め適正に行われて

いるかを監督する役割を担っていただくこととしております。社外取締役は、幅広い知見と豊富な経験を活かし

て客観的、専門的立場から当社の経営や業務全般に対して意見及び助言を行うことで、取締役会の意思決定及び

業務執行の適正性を確保しており、適任であると判断しております。社外監査役は、企業経営や会計及び法律分

野における豊富な経験、知識と高い見識のみならず、社外の視点をもって監査を行うことで、監査の実効性を高

める役割を担っていただくこととしております。

社外監査役は内部監査室及び会計監査人と情報共有及び情報交換により適宜連携を図っております。社外取締

役は監査役会に適宜参加することにより、内部監査担当者及び会計監査人の状況を把握し、その職務の遂行に活

用しております。
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(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

当社の監査役は３名であり、常勤社外監査役１名、非常勤社外監査役２名で構成されております。

監査役監査の手続き、役割分担については、期初に策定する監査方針及び業務の分担に基づき、常勤監査役の

加藤賢二氏は、東京証券取引所プライム市場に上場する企業での内部監査・内部統制の業務を通じて知得した、

経営管理・財務・会計の相当程度の知見並びに経営管理・会社法実務の豊富な経験と幅広い見識を基に、取締役

会や重要な会議へ出席し、適宜意見を発するとともに、重要な書類（取締役会資料及び議事録、稟議書及びその

添付資料等重要な決裁書類・重要な会議にかかる資料並びに議事録等の書類を総称していう。以下本書において

同じ）の閲覧、各部署への往査、期末決算監査等の役割を担っており、社外監査役の鈴木信裕氏は公認会計士と

しての経験、大手監査法人での要職を歴任した経験、上場企業での監査役に着任した経験等豊富な経験と幅広い

見識を踏まえ、また青木丈介氏は弁護士としての経験、会社法に関する専門的見識を踏まえ、取締役会や必要に

応じて重要な会議へ出席し、適宜意見を発する役割を担っております。

上記３名の監査役で監査役会を構成し、監査役会は原則として毎月１回開催しており、監査の方針と分担を定

め、監査計画に基づいて取締役の職務執行を監査しております。特にコンプライアンスやリスク管理等に関して

は、重点的に監査を行っております。

当事業年度において当社は、毎月１回の監査役会に加え、臨時監査役会を１回開催いたしました。各監査役の

出席状況は次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

加藤 賢二 13 13

青木 丈介 13 13

鈴木 信裕 13 13

監査役会における主な検討事項として、重要な意思決定並びに業務執行の適正性を確保するための体制や情報

の保全の状況の監査等があります。

また、常勤監査役の活動として、重要な会議への出席、重要な書類の閲覧、代表取締役社長との面談、取締

役・執行役員・会計監査人・コンプライアンス部門等に対し、説明・報告の要請等があります。さらに、内部監

査室からの監査結果について適宜報告を受け、情報の共有、連携を図ることにより、監査の有効性や効率性の向

上に努めております。

② 内部監査の状況

当社における内部監査は、代表取締役社長直属の組織である内部監査室を設置し、内部監査室長１名及び内部

監査人１名の計２名によって当社に対し内部監査を行っております。内部監査室は、「内部監査規程」に基づき

年度監査計画を作成し、内部監査を実施いたします。監査終了後「内部監査報告書」を作成し、代表取締役社長

へ提出し、取締役会に報告するとともに監査役会に報告しております。また、内部監査室長は、内部監査を通じ

て発見した問題点について、取締役、部門責任者と協議し、実際の影響範囲と改善策を協議しております。

当社の監査体制は、監査役監査、監査法人による専門的な立場からの会計監査を主体とした監査及び内部監査

から構成される三様監査を採用しております。

監査役監査及び会計監査は法定監査であり、内部監査は経営トップの意思に基づき、内部統制システムについ

て独立的評価を行うとともに社内不祥事を防止することを主眼にする任意監査であります。内部監査室、監査役

及び会計監査人は、適宜「三様監査連絡会」においてそれぞれの監査の方法や結果について情報の共有を行う他、

それぞれが、個別に情報交換を行うことで相互連携を図っております。

③ 会計監査の状況

ａ 監査法人の名称

かがやき監査法人

ｂ 継続監査期間

2024年11月期以降の２年間
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ｃ 業務を執行した公認会計士

指定社員・業務執行社員 公認会計士 林 幹根

指定社員・業務執行社員 公認会計士 牛丸 智詞

ｄ 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ４名

公認会計士試験合格者 １名

その他 １名

ｅ 監査法人の選定方針と理由

当社は、監査法人の選定にあたって、日本監査役協会の「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査

役等の実務指針」に基づき、監査法人の品質、監査チームの独立性・専門性、監査報酬の妥当性、コミュニケ

ーション、経営者との関係、不正リスク等を踏まえて検討しております。また、監査法人には、当社を取り巻

くビジネス環境が日々変化する中において、その変化の把握や今後の動向の予測、異常点の分析を最新の技術

を駆使することにより、より迅速に深度ある監査を実現していくことを期待しております。内部統制やガバナ

ンスの観点からは、当社の経営者、監査役、内部監査室及び取締役、各事業部長との積極的な意見交換を実施

し、当社グループの永続的な企業価値向上に貢献して頂ける監査法人を選定しております。

なお、株主総会で会計監査人設置会社への変更が決議され、総会直後の臨時監査役会にて、会計監査人の選

任決議、会計監査人報酬額の同意決議を行います。

加えて、監査役会は、会計監査人による適正な監査の遂行に支障がある場合等、その他必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会が監査役会の決定に基づき当

該議案を株主総会に提出いたします。

ｆ 監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。監査法人の業務執行体制、品質管

理体制、監査業務執行の妥当性及び職務の遂行状況について定期的に報告を受けるとともに、当社関係部門か

らの報告・聴取を受けた結果、会計監査人であるかがやき監査法人は、監査役会としての評価基準を満たして

いると判断しています。

なお、当社の監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、

監査役全員の同意により、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

④ 監査報酬の内容等

ａ 監査公認会計士等に対する報酬の内容

最近事業年度の前事業年度 最近事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

21,000 ― 21,000 ―

ｂ 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(ａを除く)

該当事項はありません。

ｃ その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ｄ 監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、監査公認会計士と監査計画、必要

監査時間等を協議の上、合理的な見積りに基づき決定しております。なお、決定に当たっては、監査役会の同

意を得ております。

ｅ 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由
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取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をし

た理由は、前事業年度の実績に基づいて、監査時間を合理的かつ適正に算出している為であります。また、監

査役会では監査計画時間数と実績時間数を対比し、増減理由について確認した上で合理性を審議しておりま

す。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の取締役の報酬限度額は、2019年２月28日開催の定時株主総会において年額250百万円(従業員分給与を除

く。決議時の対象取締役の員数は３名であります)と決議されております。また、監査役の報酬限度額は2025年２

月27日開催の定時株主総会において年額30百万円(決議時の対象監査役の員数は３名であります)と決議されてお

ります。当社は役員（代表取締役社長、取締役（常勤、非常勤）、監査役（常勤、非常勤））の報酬等の額の決

定に関する方針を定めております。その決定方針は役員規程にて定められており、取締役の報酬に関しては、株

主総会において決議された取締役報酬総額の限度内で、役員規程に基づき、管掌部門の予算達成状況、法令遵守

状況等を指名報酬委員会で協議し、取締役会へ上申します。取締役会においては、当該上申内容が合理的である

と判断した場合に、これを決定します。また、監査役の報酬においては、株主総会において決議された監査役報

酬総額の限度内で、個別報酬額を監査役会の協議による個人別の配分を決定しております。役員の報酬等の額に

つきましては、世間水準、経営内容及び従業員給与とのバランス等を考慮して決定しております。なお、当社の

役員報酬は原則として定期同額の固定報酬のみを支給することとしており、業績連動報酬は定めておりません。

また、当社は指名委員会等設置会社ではありませんが、取締役の報酬決定に当たっては、任意の諮問機関とし

て、代表取締役社長、社外取締役及び社外常勤監査役で構成される指名報酬委員会を設置しており、同委員会の

審議を経ることで客観性及び透明性を担保しております。

② 最近事業年度の役員報酬等の額の決定過程における取締役会（指名報酬委員会等設置会社は報酬委員会）及び

委員会等の活動内容

当社は、社外取締役が過半数を占め、委員長も社外取締役が務める指名報酬委員会を設置し、役員報酬等の額

の決定において以下の活動を行っています。

＜活動内容＞

（ⅰ）役員報酬の決定プロセスに社外役員３名（うち監査役１名）が関与し、透明性・客観性・実効性を確保。

（ⅱ）指名報酬委員会は年１回開催され、報酬額の審議、報酬体系・評価基準などを審議。

③ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)
非金銭報酬等

(千円)
対象となる

役員の員数(名)
固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

74,549 74,549 － － － 3

監査役
(社外監査役を除く。)

－ － － － － －

社外取締役 14,400 14,400 － － － 2

社外監査役 14,700 14,700 － － － 3

④ 役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、主と

して株式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を得ることを目的とするものを純投資目的である投資

株式に区分し、それ以外を純投資目的以外の目的である投資株式に区分しております。なお、当社は、保有目的

が純投資目的である投資株式については保有及び運用を行っておりません。純投資目的以外の目的で保有してい

る投資株式は、営業上の取引先との関係を維持強化することにより、当社の企業価値を向上させることを目的と

した政策保有株式であります。

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ 保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は経済合理性を検証し、保有継続の可否及び保有株式数を見直します。当社の持続的な成長と中長期的

な企業価値の向上に資するものであるか否か、投資先の株主共同の利益に資するものであるか否かなどを総合

的に判断します。

ｂ 銘柄数及び貸借対照表計上額

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の合計額
(千円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 1 1,545

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

銘柄数
(銘柄)

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(千円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 173 共栄会拠出による増加

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

ｃ 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

株式会社
ジャックス

369 325

＜保有目的＞
当社顧客が利用する、投資用不動産の購入に係

るローンの提携先として取引があり、良好な関
係・提携強化のため保有しています。
（定量的な保有効果）（注）
＜株式が増加した理由＞

取引先持株会を通じた株式の取得により、株式
数が増加しております。

無

1,545 1,213

(注) 当社は、特定株式投資における定量的な保有効果の記載が困難であるため、保有の合理性を検証した方法につ

いて記載いたします。

当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであるか否か、投資先の株主共同の利益に資す

るものであるか否かなどを総合的に判断した結果、現状保有する政策保有株式については保有方針に沿った目

的で保有していることを確認しております。

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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④ 当事業年度に株式投資の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

⑤ 当事業年度に株式投資の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。

⑥ 当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１ 財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

(2) 当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。なお、当社の中間財務諸表は、第１種中間財務諸表で

あります。

２ 監査証明について

(1) 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(2023年12月１日から2024年11月30日ま

で)及び当事業年度(2024年12月１日から2025年11月30日まで)の財務諸表について、かがやき監査法人の監査を受け

ております。

(2) 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2025年12月１日から2026年５月31日

まで)に係る中間財務諸表について、かがやき監査法人による期中レビューを受けております。

３ 連結財務諸表及び中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりません。

４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には会計基準等の内容を適切

に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、必要に応じて監査法人との協議を実施

し、その他会計専門家からの情報共有、財務・会計専門情報誌の定期購読などを通じて積極的な情報収集活動に努め

ております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2024年11月30日)

当事業年度
(2025年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１ 2,311,317 ※１ 3,121,363

売掛金 16,875 3,564

未収収益 36,605 26,558

販売用不動産 ※１ 4,514,075 ※１ 7,645,458

仕掛販売用不動産 ※１ 1,655,438 ※１ 2,672,395

貯蔵品 5,507 6,195

前渡金 555,983 35,417

前払費用 143,481 149,780

その他 35,187 57,496

貸倒引当金 △5,219 △5,611

流動資産合計 9,269,251 13,712,619

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 23,631 22,624

車両運搬具（純額） 1,350 675

工具、器具及び備品（純額） 5,500 4,931

リース資産（純額） 1,959 5,486

有形固定資産合計 ※２ 32,442 ※２ 33,717

無形固定資産

ソフトウエア 102 5,562

無形固定資産合計 102 5,562

投資その他の資産

投資有価証券 1,213 1,545

出資金 590 590

長期前払費用 21,324 27,227

繰延税金資産 109,078 168,550

破産更生債権等 7,537 8,044

その他 110,449 135,160

貸倒引当金 △7,537 △8,044

投資その他の資産合計 242,656 333,074

固定資産合計 275,201 372,355

資産合計 9,544,452 14,084,974
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(単位：千円)

前事業年度
(2024年11月30日)

当事業年度
(2025年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 90,011 602,672

短期借入金 ※１,※３,※４ 976,520 ※１,※３,※４ 2,033,440

１年内償還予定の社債 51,000 51,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１,※３,※４ 1,071,185 ※１,※３,※４ 1,440,872

リース債務 922 1,806

未払金 608,940 656,475

未払費用 37,099 41,852

未払法人税等 268,419 420,841

未払消費税等 354,362 86,838

契約負債 252,017 276,566

預り金 196,662 280,468

匿名組合預り金 18,900 27,300

転貸損失引当金 1,565 789

その他 － 3,925

流動負債合計 3,927,606 5,924,848

固定負債

社債 99,000 48,000

長期借入金 ※１,※３,※４ 1,684,769 ※１,※３,※４ 2,884,660

リース債務 1,233 4,227

契約負債 30,366 48,267

空室損失引当金 101,840 179,966

転貸損失引当金 12,615 6,148

その他 111,549 132,481

固定負債合計 2,041,374 3,303,751

負債合計 5,968,980 9,228,600

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 3,475,293 4,756,092

利益剰余金合計 3,475,293 4,756,092

株主資本合計 3,575,293 4,856,092

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 178 282

評価・換算差額等合計 178 282

純資産合計 3,575,472 4,856,374

負債純資産合計 9,544,452 14,084,974
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【中間貸借対照表】

(単位：千円)

当中間会計期間
(2026年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,848,246

売掛金 5,120

未収収益 31,098

販売用不動産 4,777,010

仕掛販売用不動産 2,769,820

貯蔵品 6,381

前渡金 61,075

前払費用 147,373

その他 23,525

貸倒引当金 △4,140

流動資産合計 11,665,513

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 21,111

車両運搬具（純額） 337

工具、器具及び備品（純額） 4,295

リース資産（純額） 4,664

有形固定資産合計 30,409

無形固定資産

ソフトウエア 4,964

無形固定資産合計 4,964

投資その他の資産

投資有価証券 1,365

出資金 590

長期前払費用 22,228

繰延税金資産 200,746

破産更生債権等 9,980

その他 146,314

貸倒引当金 △9,980

投資その他の資産合計 371,245

固定資産合計 406,619

資産合計 12,072,133
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(単位：千円)

当中間会計期間
(2026年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 54,043

短期借入金 ※１,※２ 894,710

１年内償還予定の社債 51,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１,※２ 1,269,496

リース債務 1,806

未払金 400,547

未払費用 104,083

未払法人税等 342,008

未払消費税等 108,256

契約負債 272,769

預り金 332,417

匿名組合預り金 93,800

賞与引当金 67,556

転貸損失引当金 315

その他 2,647

流動負債合計 3,995,458

固定負債

社債 22,500

長期借入金 ※１,※２ 2,223,780

リース債務 3,324

契約負債 34,938

空室損失引当金 190,184

転貸損失引当金 4,615

その他 141,457

固定負債合計 2,620,800

負債合計 6,616,259

純資産の部

株主資本

資本金 100,000

利益剰余金 5,355,768

株主資本合計 5,455,768

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 105

評価・換算差額等合計 105

純資産合計 5,455,873

負債純資産合計 12,072,133
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② 【損益計算書】

(単位：千円)
前事業年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

売上高 ※１ 28,304,678 ※１ 34,941,218

売上原価 ※２ 23,281,437 ※２ 28,758,281

売上総利益 5,023,241 6,182,936

販売費及び一般管理費 ※３ 3,775,194 ※３ 4,290,477

営業利益 1,248,046 1,892,459

営業外収益

受取利息 83 2,272

受取配当金 78 63

助成金収入 2,180 1,718

違約金収入 7,674 6,179

その他 333 88

営業外収益合計 10,350 10,321

営業外費用

支払利息 80,015 99,123

支払手数料 54,587 43,262

その他 4,971 2,032

営業外費用合計 139,573 144,418

経常利益 1,118,823 1,758,362

特別利益

和解金収入 － 47,500

特別利益合計 － 47,500

税引前当期純利益 1,118,823 1,805,862

法人税、住民税及び事業税 326,812 584,592

法人税等調整額 10,091 △59,527

法人税等合計 336,903 525,064

当期純利益 781,919 1,280,798
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【売上原価明細書】

前事業年度
(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 不動産コンサルティング
サービス原価

※２ 20,691,094 88.9 25,780,865 89.6

Ⅱ 不動産管理サービス原価 ※３ 2,576,246 11.1 2,975,373 10.3

Ⅲ その他 14,096 0.0 2,042 0.0

売上原価 23,281,437 100.0 28,758,281 100.0

(注) ※１ 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

※２ 主な内訳は以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

土地 10,132,577 12,039,385

建物 10,068,183 13,186,488

その他 490,333 554,990

※３ 主な内訳は以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

支払家賃 2,410,430 2,572,623

空室損失引当金繰入額 △131,186 78,125

転貸損失引当金繰入額 △8,283 △7,243

その他賃貸原価 229,739 235,395

建物管理原価 73,894 89,406

減価償却費 1,651 7,066
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【中間損益計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年12月１日
至 2026年５月31日)

売上高 16,699,760

売上原価 13,535,388

売上総利益 3,164,372

販売費及び一般管理費 ※ 2,191,182

営業利益 973,189

営業外収益

受取利息 2,687

受取配当金 36

和解金収入 4,000

その他 1,470

営業外収益合計 8,194

営業外費用

支払利息 57,404

支払手数料 4,565

その他 9,190

営業外費用合計 71,160

経常利益 910,224

税引前中間純利益 910,224

法人税、住民税及び事業税 342,649

法人税等調整額 △32,101

法人税等合計 310,547

中間純利益 599,676
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 2,743,374 2,743,374 2,793,374

当期変動額

利益剰余金から資本金

への振替
50,000 △50,000 △50,000 －

当期純利益 781,919 781,919 781,919

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 50,000 731,919 731,919 781,919

当期末残高 100,000 3,475,293 3,475,293 3,575,293

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 518 518 2,793,892

当期変動額

利益剰余金から資本金

への振替
－

当期純利益 781,919

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△339 △339 △339

当期変動額合計 △339 △339 781,579

当期末残高 178 178 3,575,472
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当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 3,475,293 3,475,293 3,575,293

当期変動額

当期純利益 1,280,798 1,280,798 1,280,798

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 1,280,798 1,280,798 1,280,798

当期末残高 100,000 4,756,092 4,756,092 4,856,092

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 178 178 3,575,472

当期変動額

当期純利益 1,280,798

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
104 104 104

当期変動額合計 104 104 1,280,902

当期末残高 282 282 4,856,374
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前事業年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,118,823 1,805,862

減価償却費 11,861 16,702

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,475 899

空室損失引当金の増減額（△は減少） △131,186 78,125

転貸損失引当金の増減額（△は減少） △8,283 △7,243

受取利息及び受取配当金 △162 △2,335

支払利息 80,015 99,123

売上債権の増減額（△は増加） △23,667 23,357

棚卸資産の増減額（△は増加） △470,641 △4,156,095

前渡金の増減額（△は増加） △200,526 520,565

仕入債務の増減額（△は減少） 8,965 512,661

未払金の増減額（△は減少） 221,773 47,534

未払消費税等の増減額（△は減少） 229,066 △267,523

預り金の増減額（△は減少） 51,509 83,806

契約負債の増減額（△は減少） 99,831 42,450

匿名組合預り金の増減額（△は減少） △14,000 8,400

その他 △38,930 12,046

小計 940,922 △1,181,661

利息及び配当金の受取額 161 2,335

利息の支払額 △78,557 △100,154

法人税等の支払額 △102,623 △432,115

営業活動によるキャッシュ・フロー 759,903 △1,711,596
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(単位：千円)
前事業年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,917 △3,205

定期預金の預入による支出 △30,000 －

定期預金の払戻による収入 30,000 －

その他 △40,147 △49,678

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,065 △52,883

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 5,427,320 6,078,000

短期借入金の返済による支出 △5,396,726 △5,021,080

長期借入れによる収入 2,431,300 3,750,100

長期借入金の返済による支出 △3,030,960 △2,180,523

社債の発行による収入 150,000 －

社債の償還による支出 － △51,000

リース債務の返済による支出 △1,469 △970

財務活動によるキャッシュ・フロー △420,535 2,574,526

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 291,302 810,046

現金及び現金同等物の期首残高 1,875,013 2,166,316

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,166,316 ※ 2,976,362
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【中間キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年12月１日
至 2026年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 910,224

減価償却費 3,941

貸倒引当金の増減額（△は減少） 464

賞与引当金の増減額（△は減少） 67,556

空室損失引当金の増減額（△は減少） 10,218

転貸損失引当金の増減額（△は減少） △2,006

受取利息及び受取配当金 △2,724

支払利息 57,404

売上債権の増減額（△は増加） △1,555

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,772,230

前渡金の増減額（△は増加） △25,657

仕入債務の増減額（△は減少） △548,629

未払金の増減額（△は減少） △255,927

未払消費税等の増減額（△は減少） 21,417

預り金の増減額（△は減少） 51,948

契約負債の増減額（△は減少） △17,125

匿名組合預り金の増減額（△は減少） 66,500

その他 109,478

小計 3,217,757

利息及び配当金の受取額 2,710

利息の支払額 △53,626

法人税等の支払額 △421,575

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,745,265

投資活動によるキャッシュ・フロー

その他 △21,006

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,006
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(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年12月１日
至 2026年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,295,880

短期借入金の返済による支出 △2,376,210

長期借入れによる収入 510,000

長期借入金の返済による支出 △1,400,656

社債の償還による支出 △25,500

リース債務の返済による支出 △903

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,997,389

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 726,869

現金及び現金同等物の期首残高 2,976,362

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,703,231
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法

により算定)を採用しております。

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 貯蔵品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～15年

車両運搬具 ２年～４年

工具、器具及び備品 ２年～20年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 空室損失引当金

空室保証による将来の費用発生に備えるため、当事業年度末における将来の保証見込額に基づき計上しておりま

す。

(3) 転貸損失引当金

転貸（サブリース）損失による将来の費用発生に備えるため、将来発生すると見込まれる転貸差損を当事業年度

末時点における見積に基づき計上しております。
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５ 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なサービスにおける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

(1) 不動産コンサルティングサービス

顧客との売買契約に基づき、物件の引渡しを行った時点で顧客に支配が移転し履行義務が充足されると判断して

いることから、当該時点において収益を認識しております。

(2) 不動産管理サービス

顧客や管理組合との契約に基づいて会計や清掃、法定点検などの共用部分の受託業務を提供する履行義務等を負

っております。当該履行義務は、顧客への管理業務の提供が一定期間にわたり充足されると判断していることから、

契約期間等の一定期間にわたり収益を認識しております。

また、一部の顧客との契約において、販売した投資用マンションの顧客が負担となるべき原状回復費用を当社が

負担するサービスを提供しており、当社が負担すると見込まれる額については販売時に収益を認識せず、契約負債

として負債に計上しております。当サービスに係る契約負債は工事費用の実績等に基づき算出しております。当該

サービスにおいては一定の期間にわたり充足されると判断していることから、保証期間に応じて収益を認識してお

ります。

不動産賃貸収入については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」が適用されるため、顧客との

契約から生じる収益の範囲外としております。

６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払い預金及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資）からなっております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法

により算定) を採用しております。

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 貯蔵品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

ただし、2016年4月1日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～15年

車両運搬具 ４年

工具、器具及び備品 ２年～20年
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(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 空室損失引当金

空室保証による将来の費用発生に備えるため、当事業年度末における将来の保証見込額に基づき計上しておりま

す。

(3) 転貸損失引当金

転貸（サブリース）損失による将来の費用発生に備えるため、将来発生すると見込まれる転貸差損を当事業年度

末時点における見積に基づき計上しております。

５ 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なサービスにおける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

(1) 不動産コンサルティングサービス

顧客との売買契約に基づき、物件の引渡しを行った時点で顧客に支配が移転し履行義務が充足されると判断して

いることから、当該時点において収益を認識しております。

(2) 不動産管理サービス

顧客や管理組合との契約に基づいて会計や清掃、法定点検などの共用部分の受託業務を提供する履行義務等を負

っております。当該履行義務は、顧客への管理業務の提供が一定期間にわたり充足されると判断していることから、

契約期間等の一定期間にわたり収益を認識しております。

また、一部の顧客との契約において、販売した投資用マンションの顧客が負担となるべき原状回復費用を当社が

負担するサービスを提供しており、当社が負担すると見込まれる額については販売時に収益を認識せず、契約負債

として負債に計上しております。当サービスに係る契約負債は工事費用の実績等に基づき算出しております。当該

サービスにおいては一定の期間にわたり充足されると判断していることから、保証期間に応じて収益を認識してお

ります。

不動産賃貸収入については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」が適用されるため、顧客との

契約から生じる収益の範囲外としております。

６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払い預金及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資）からなっております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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(重要な会計上の見積り)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

棚卸資産の評価

(1) 前事業年度の財務諸表に計上した金額

前事業年度
(2024年11月30日)

販売用不動産 4,514,075千円

仕掛販売用不動産 1,655,438 〃

売上原価（評価減） 14,096 〃

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、取得原価をもって貸借対照

表価額とし、期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、収益性が低下しているとみて、

正味売却価額をもって貸借対照表価額とするとともに、取得原価と当該正味売却価額との差額は当期の費用とし

て処理しております。正味売却価額は、個別物件ごとの販売見込額から販売経費等見込額を控除して算出してお

ります。

② 主要な仮定

棚卸資産の評価における主要な仮定は販売見込額であります。販売見込額は、金融機関から入手した対象物件

に係る融資可能な金額を参考として、又は不動産データ提携企業の周辺販売価格に基づく土地単価に実際面積を

乗じる方法により、算出しております。

③ 翌事業年度の財務諸表に与える影響

当該主要な仮定は財務諸表作成時点における最善の見積りに基づき決定しておりますが、不動産販売市況の悪

化に伴う販売価格の低下等により、正味売却価額の見積りと実績に乖離が生じた場合には、翌事業年度の損益に

影響を及ぼす可能性があります。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

棚卸資産の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

当事業年度
(2025年11月30日)

販売用不動産 7,645,458千円

仕掛販売用不動産 2,672,395 〃

売上原価（評価減） 2,042 〃

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、取得原価をもって貸借対照

表価額とし、期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、収益性が低下しているとみて、

正味売却価額をもって貸借対照表価額とするとともに、取得原価と当該正味売却価額との差額は当期の費用とし

て処理しております。正味売却価額は、個別物件ごとの販売見込額から販売経費等見込額を控除して算出してお

ります。

② 主要な仮定

棚卸資産の評価における主要な仮定は販売見込額であります。販売見込額は、金融機関から入手した対象物件

に係る融資可能な金額を参考として、又は不動産データ提携企業の周辺販売価格に基づく土地単価に実際面積を
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乗じる方法により、算出しております。

③ 翌事業年度の財務諸表に与える影響

当該主要な仮定は財務諸表作成時点における最善の見積りに基づき決定しておりますが、不動産販売市況の悪

化に伴う販売価格の低下等により、正味売却価額の見積りと実績に乖離が生じた場合には、翌事業年度の損益に

影響を及ぼす可能性があります。

(会計方針の変更)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

該当事項はありません。

(未適用の会計基準等)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

等

(1) 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし

た。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

(2) 適用予定日

2028年11月期の期首から適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

等

(1) 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし
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た。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

(2) 適用予定日

2028年11月期の期首から適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

(表示方法の変更)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

該当事項はありません。

(会計上の見積りの変更)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

該当事項はありません。

(追加情報)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

該当事項はありません。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

前事業年度
(2024年11月30日)

当事業年度
(2025年11月30日)

預金 100,000千円 100,000千円

販売用不動産 1,415,773 〃 3,646,860 〃

仕掛販売用不動産 1,655,438 〃 2,672,395 〃

計 3,171,211 千円 6,419,256 千円

前事業年度
(2024年11月30日)

当事業年度
(2025年11月30日)

短期借入金 976,520千円 1,596,240千円

１年内返済予定の長期借入金 715,244 〃 969,800 〃

長期借入金 882,553 〃 1,765,500 〃

計 2,574,318千円 4,331,540千円

※２ 有形固定資産から直接控除している減価償却累計額

前事業年度
(2024年11月30日)

当事業年度
(2025年11月30日)

有形固定資産 47,390千円 48,801 千円

※３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
(2024年11月30日)

当事業年度
(2025年11月30日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 2,190,000千円 2,350,000千円

借入実行残高 1,117,000 〃 1,279,000 〃

差引額 1,073,000千円 1,071,000千円

※４ 財務制限条項

前事業年度（2024年11月30日）

(1) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部420,000千円（当事業年度末の借入金残高）について

は、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入金の一括返済を求められる可能性があり

ます。

① 2022年11月決算期以降、各年度の決算日における損益計算書について、経常損益の金額を２期連続して損失と

しないこと。

② 2022年11月決算期以降、各年度の決算日における貸借対照表純資産の部の金額について、2021年11月決算期ま

たは当該決算期の直前の決算日の貸借対照表純資産の部の金額のいずれか大きい方の金額の75%以上の金額に維持

すること。

③ 各四半期毎における当該名義の平均予定残高を50,000千円以上に維持すること。加えて、各四半期末日におけ

る当該名義の預金残高を50,000千円以上に維持すること。

(2) 短期借入金の一部142,400千円については、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入

金の一括返済を求められる可能性があります。

① 2017年11月期を初回とする各年度決算期の末日における貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2016年

11月期の年度決算期末日における純資産の部の合計額または前年度決算期の末日における純資産の部の合計額の

いずれか大きい方の80%以上に維持すること。

② 2022年11月末日を初回とする毎年の５月、８月及び11月の各月末日の属する月を含む直近３ヵ月累計の営業損

益の金額及び2023年２月を初回とする毎年２月末日の属する月を含む直近６ヵ月累計の営業損益の金額を、それ
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ぞれゼロ円以上に維持すること。

③ 2017年11月決算期を初回とする各年度決算期の末日における損益計算書において、営業損益の金額をゼロ円以

上に維持すること。

(3) 短期借入金の一部247,800千円については、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入

金の一括返済を求められる可能性があります。

① 2022年11月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金

額を、2021年11月決算期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75%以上に維持する

こと。

② 2022年11月第４四半期以降の各四半期の末日において、２四半期累計して営業損益を損失としないこと。

③ 2022年11月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の在庫回転期間を12か月以内に維持すること。

(4) 短期借入金の一部130,000千円については、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入

金の一括返済を求められる可能性があります。

① 2024年11月期以降、各事業年度末における損益計算書における営業利益を２回連続して損失としない。

② 2024年11月期以降、各事業年度末における貸借対照表において直近決算期における純資産額の75%以下としな

い。

当事業年度（2025年11月30日）

(1) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部480,000千円（当事業年度末の借入金残高）について

は、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入金の一括返済を求められる可能性があり

ます。

① 2022年11月決算期以降、各年度の決算日における損益計算書について、経常損益の金額を２期連続して損失と

しないこと。

② 2022年11月決算期以降、各年度の決算日における貸借対照表純資産の部の金額について、2021年11月決算期ま

たは当該決算期の直前の決算日の貸借対照表純資産の部の金額のいずれか大きい方の金額の75%以上の金額に維持

すること。

③ 各四半期毎における当該名義の平均予定残高を75,000千円以上に維持すること。加えて、各四半期末日におけ

る当該名義の預金残高を75,000千円以上に維持すること。

(2) 短期借入金の一部154,300千円については、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入

金の一括返済を求められる可能性があります。

① 2017年11月期を初回とする各年度決算期の末日における貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2016年

11月期の年度決算期末日における純資産の部の合計額または前年度決算期の末日における純資産の部の合計額の

いずれか大きい方の80%以上に維持すること。

② 2022年11月末日を初回とする毎年の５月、８月及び11月の各月末日の属する月を含む直近３ヵ月累計の営業損

益の金額及び2023年２月を初回とする毎年２月末日の属する月を含む直近６ヵ月累計の営業損益の金額を、それ

ぞれゼロ円以上に維持すること。

③ 2017年11月決算期を初回とする各年度決算期の末日における損益計算書において、営業損益の金額をゼロ円以

上に維持すること。

(3) 短期借入金の一部280,800千円については、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入

金の一括返済を求められる可能性があります。

① 2023年11月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金

額を、2022年11月決算期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75%以上に維持する

こと。

② 2023年11月第４四半期以降の各四半期の末日において、２四半期累計して営業損益を損失としないこと。

③ 2023年11月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の在庫回転期間を12か月以内に維持すること。

(4) 短期借入金の一部118,500千円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部70,300千円について

は、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入金の一括返済を求められる可能性があり

ます。

① 2024年11月期以降、各事業年度末における損益計算書における営業利益を２回連続して損失としない。

② 2024年11月期以降、各事業年度末における貸借対照表において直近決算期における純資産額の75%以下としな

い。



― 103 ―

(5) 短期借入金の一部181,000千円については、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入

金の一括返済を求められる可能性があります。

① 2024年11月期以降、各事業年度末における損益計算書における営業利益を損失としない。

② 2024年11月期以降、各事業年度末における貸借対照表において直近決算期における純資産額の75%以下としな

い。
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(損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日）

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した

情報」に記載しております。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した

情報」に記載しております。

※２ 期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

前事業年度
(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

14,096千円 2,042千円

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度14.4％、当事業年度9.6％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度85.6％、当事業年度90.4％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

販売促進費 544,773千円 411,379千円

給料手当 913,565 〃 1,103,404 〃

賞与 822,391 〃 849,558 〃

賞与引当金繰入額 87,141 〃 110,731 〃

減価償却費 10,210 〃 9,636 〃

貸倒引当金繰入額 6,475 〃 2,660 〃
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 2,700,000 ― ― 2,700,000

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高

（千円）
当事業年度

期首
当事業年度

増加
当事業年度

減少
当事業年度

末
ストック・オプションとしての
第１回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第２回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第３回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第４回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第５回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第６回新株予約権

－ － － － － －

(注) 第１回、第２回及び第３回ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しており
ますが、他の権利行使条件を満たしておりません。なお、第４回、第５回及び第６回ストック・オプションと
しての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

３ 配当に関する事項

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 2,700,000 ― ― 2,700,000

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高

（千円）
当事業年度

期首
当事業年度

増加
当事業年度

減少
当事業年度

末
ストック・オプションとしての
第１回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第２回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第３回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第４回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第５回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第６回新株予約権

－ － － － － －

ストック・オプションとしての
第７回新株予約権

－ － － － － －

(注) 第１回、第２回及び第３回ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しており
ますが、他の権利行使条件を満たしておりません。なお、第４回、第５回及び第６回及び第７回ストック・オ
プションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

３ 配当に関する事項

該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

現金及び預金 2,311,317千円 3,121,363千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △145,000 〃 △145,001 〃

現金及び現金同等物 2,166,316千円 2,976,362千円
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(リース取引関係)

前事業年度(2024年11月30日)

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 1,168,126千円

１年超 － 〃

合計 1,168,126千円

当事業年度(2025年11月30日)

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 1,201,990 千円

１年超 － 〃

合計 1,201,990 千円
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(金融商品関係)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

主に不動産開発及び販売を行うための仕入計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調達して

おります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達して

おります。デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務

に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金、社債は、主に不動産開発及び販

売を行うための仕入計画の遂行に必要な資金の調達を目的としたものであります。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものでありま

す。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、与信債権管理規程に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

当期の貸借対照表日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表価額

により表わされています。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は年次予算作成の段階で、３か年の仕入活動や人材投資等の各種投資キャッシュ・フローの計画を策定

し、当該計画に合わせた資金調達を含めた資金繰り計画を策定しております。また、月次にて、足許及び将来

の資金繰り状況の確認及び修正、調達計画の見直しを行っております。また当座資産と取引銀行との当座貸越

枠及びコミットメントライン契約の極度枠によって手許流動性を十分に確保した上で、流動性リスクの管理を

行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券 1,213 1,213 －

資産計 1,213 1,213 －

社債 150,000 149,736 △263

長期借入金 2,755,955 2,749,434 △6,520

負債計 2,905,955 2,899,171 △6,783

(※１) 「現金及び預金」、「売掛金」、「未収収益」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」、「未払消費税

等」、「短期借入金」、「預り金」は、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから記載を省略しております。また、「リース債務」については、金額的重要性が乏しいこ

とから注記を省略しております。

(※２) 「破産更生債権等」については、貸倒引当金控除後の計上額に重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。

(※３)「社債」、「長期借入金」には、１年内返済予定分を含めて表示しております。

(※４)市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当事業年度（千円）

出資金 590

(注１) 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 2,311,317 － － －

売掛金 16,875 － － －

未収収益 36,605 － － －

合計 2,364,797 － － －

(注２) 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 976,520 － － － － －

社債
（１年以内含む）

51,000 51,000 48,000 － － －

長期借入金
（１年以内含む）

1,071,185 648,482 698,600 138,460 114,045 85,179

リース債務
（１年以内含む）

922 739 493 － － －

合計 2,099,628 700,222 747,094 138,460 114,045 85,179
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３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 1,213 － － 1,213

資産計 1,213 － － 1,213

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債（１年内含む） － 149,736 － 149,736

長期借入金（１年内含む） － 2,749,434 － 2,749,434

負債計 － 2,899,171 － 2,899,171

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１に分類しております。

社債（１年内償還予定の社債を含む）及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

また、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えら

れるため、当該帳簿価額によっております。
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当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

主に不動産開発及び販売を行うための仕入計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調達して

おります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達して

おります。デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務

に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金、社債は、主に不動産開発及び販

売を行うための仕入計画の遂行に必要な資金の調達を目的としたものであります。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものでありま

す。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、与信債権管理規程に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

当期の貸借対照表日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表価額

により表わされています。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は年次予算作成の段階で、３か年の仕入活動や人材投資等の各種投資キャッシュ・フローの計画を策定

し、当該計画に合わせた資金調達を含めた資金繰り計画を策定しております。また、月次にて、足許及び将来

の資金繰り状況の確認及び修正、調達計画の見直しを行っております。また当座資産と取引銀行との当座貸越

枠及びコミットメントライン契約の極度枠によって手許流動性を十分に確保した上で、流動性リスクの管理を

行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券 1,545 1,545 －

資産計 1,545 1,545 －

社債 99,000 100,287 1,287

長期借入金 4,325,532 4,337,755 12,223

負債計 4,424,532 4,438,043 13,511

(※１) 「現金及び預金」、「売掛金」、「未収収益」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」、「未払消費税

等」、「短期借入金」、「預り金」は、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから記載を省略しております。また、「リース債務」については、金額的重要性が乏しいこ

とから注記を省略しております。

(※２) 「破産更生債権等」については、貸倒引当金控除後の計上額に重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。

(※３) 「社債」、「長期借入金」には、１年内返済予定分を含めて表示しております。

(※４) 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当事業年度（千円）

出資金 590

(注１) 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,121,363 － － －

売掛金 3,564 － － －

未収収益 26,558 － － －

合計 3,151,486 － － －

(注２) 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 2,033,440 － － － － －

社債
（１年以内含む）

51,000 48,000 － － － －

長期借入金
（１年以内含む）

1,440,872 1,064,916 1,394,104 170,407 93,933 161,300

リース債務
（１年以内含む）

1,806 1,560 1,067 1,067 533 －

合計 3,527,118 1,114,476 1,395,171 171,474 94,466 161,300
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３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 1,545 － － 1,545

資産計 1,545 － － 1,545

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債（１年内含む） － 100,287 － 100,287

長期借入金（１年内含む） － 4,337,755 － 4,337,755

負債計 － 4,438,043 － 4,438,043

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１に分類しております。

社債（１年内償還予定の社債を含む）及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

また、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えら

れるため、当該帳簿価額によっております。
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(有価証券関係)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

１ 満期保有目的の債券

該当事項はありません。

２ 子会社株式及び関連会社株式

該当事項はありません。

３ その他有価証券

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

４ 事業年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

１ 満期保有目的の債券

該当事項はありません。

２ 子会社株式及び関連会社株式

該当事項はありません。

３ その他有価証券

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

４ 事業年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(2024年11月30日)

１ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

期末残高がないため、該当事項はありません。

当事業年度(2025年11月30日)

１ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

期末残高がないため、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

１．採用している退職給付制度の概要

該当事項はありません。

２．確定給付制度

該当事項はありません。

３．確定拠出制度

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

１．採用している退職給付制度の概要

該当事項はありません。

２．確定給付制度

該当事項はありません。

３．確定拠出制度

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

第１回
ストック・オプション

第２回
ストック・オプション

第３回
ストック・オプション

決議年月日 2020年11月17日 2021年11月15日 2022年11月15日

付与対象者の区分及び人
数

当社取締役 ５名
当社監査役 １名
当社従業員 112名

当社取締役 ３名
当社従業員 36名

当社取締役 ３名
当社監査役 ２名
当社従業員 37名

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数(注)

普通株式
61,300株

普通株式
97,200株

普通株式
84,900株

付与日 2020年11月27日 2021年11月26日 2022年11月28日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況（２）新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

対象勤務期間
対象期間の定めはあり
ません。

対象期間の定めはあり
ません。

対象期間の定めはあり
ません。

権利行使期間
2022年11月28日～
2030年10月31日

2023年11月27日～
2031年10月31日

2024年11月29日～
2032年10月31日

第４回
ストック・オプション

第５回
ストック・オプション

第６回
ストック・オプション

決議年月日 2023年11月29日 2024年２月28日 2024年11月21日

付与対象者の区分及び人
数

当社監査役 ３名
当社従業員 101名

当社取締役 ２名 当社従業員 86名

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数(注)

普通株式
52,900株

普通株式
16,000株

普通株式
24,200株

付与日 2023年11月30日 2024年2月29日 2024年11月30日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況（２）新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

対象勤務期間
対象期間の定めはあり
ません。

対象期間の定めはあり
ません。

対象期間の定めはあり
ません。

権利行使期間
2025年12月１日～
2033年10月31日

2026年３月１日～
2033年10月31日

2026年12月１日～
2034年10月31日

(注) 株式数に換算して記載しております。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

前事業年度(2024年11月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。
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① ストック・オプションの数

第１回
ストック・オプション

第２回
ストック・オプション

第３回
ストック・オプション

権利確定前(株)

前事業年度末 32,000 91,200 84,900

付与 － － －

失効 3,800 12,700 13,700

権利確定 － － －

未確定残 28,200 78,500 71,200

権利確定後(株)

前事業年度末 － － －

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 － － －

第４回
ストック・オプション

第５回
ストック・オプション

第６回
ストック・オプション

権利確定前(株)

前事業年度末 52,900 － －

付与 - 16,000 24,200

失効 2,500 － －

権利確定 － － －

未確定残 50,400 16,000 24,200

権利確定後(株)

前事業年度末 － － －

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 － － －
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② 単価情報

第１回
ストック・オプション

第２回
ストック・オプション

第３回
ストック・オプション

権利行使価格(円) ２ 408 607

行使時平均株価(円) ― ― ―

付与日における公正な評価
単価(円)

― ― ―

第４回
ストック・オプション

第５回
ストック・オプション

第６回
ストック・オプション

権利行使価格(円) 1,364 1,364 2,698

行使時平均株価(円) ― ― ―

付与日における公正な評価
単価(円)

― ― ―

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションを付与した時点においては、当社は未公開企業であるため、ストック・オプションの公

正な評価単価の見積り方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。

また、単位当たりの本源的価値の算定基礎となる自社の株式価値は、第１回ストック・オプションは配当還元

方式により、第２回ストック・オプションは類似業種批准方式により、第３回ストック・オプションは類似業種

比準方式及び純資産価格方式の平均値により、第４回、第５回及び第６回ストック・オプションはDCF法で算定し

ております。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の

合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

当事業年度末における本源的価値の合計額 －千円

当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利

行使日における本源的価値の合計額
－千円

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。
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２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

第１回
ストック・オプション

第２回
ストック・オプション

第３回
ストック・オプション

決議年月日 2020年11月17日 2021年11月15日 2022年11月15日

付与対象者の区分及び人
数

当社取締役５名
当社監査役１名
当社従業員112名

当社取締役３名
当社従業員36名

当社取締役３名
当社監査役２名
当社従業員37名

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数(注)

普通株式
61,300株

普通株式
97,200株

普通株式
84,900株

付与日 2020年11月27日 2021年11月26日 2022年11月28日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況（２）新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

対象勤務期間 対象期間の定めはありません。

権利行使期間
2022年11月28日～
2030年10月31日

2023年11月27日～
2031年10月31日

2024年11月29日～
2032年10月31日

第４回
ストック・オプション

第５回
ストック・オプション

第６回
ストック・オプション

決議年月日 2023年11月29日 2024年２月28日 2024年11月21日

付与対象者の区分及び人
数

当社監査役３名
当社従業員101名

当社取締役２名 当社従業員86名

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数(注)

普通株式
52,900株

普通株式
16,000株

普通株式
24,200株

付与日 2023年11月30日 2024年２月29日 2024年11月30日

権利確定条件
「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況（２）新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

対象勤務期間 対象期間の定めはありません。

権利行使期間
2025年12月１日～
2033年10月31日

2026年3月１日～
2033年10月31日

2026年12月１日～
2034年10月31日

第７回
ストック・オプション

決議年月日 2025年11月20日

付与対象者の区分及び人
数

当社従業員108名

株式の種類別のストッ
ク・オプションの数(注)

普通株式
23,100株

付与日 2025年11月30日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況
１ 株式等の状況（２）
新株予約権等の状況」に
記載のとおりでありま
す。

対象勤務期間
対象期間の定めはありま
せん。

権利行使期間
2027年12月１日～
2035年10月31日

(注) 株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度(2025年11月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

第１回
ストック・オプション

第２回
ストック・オプション

第３回
ストック・オプション

権利確定前(株)

前事業年度末 28,200 78,500 71,200

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 28,200 78,500 71,200

権利確定後(株)

前事業年度末 － － －

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 － － －

第４回
ストック・オプション

第５回
ストック・オプション

第６回
ストック・オプション

権利確定前(株)

前事業年度末 50,400 16,000 24,200

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 50,400 16,000 24,200

権利確定後(株)

前事業年度末 － － －

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 － － －
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第７回
ストック・オプション

権利確定前(株)

前事業年度末 －

付与 23,100

失効 －

権利確定 －

未確定残 23,100

権利確定後(株)

前事業年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

② 単価情報

第１回
ストック・オプション

第２回
ストック・オプション

第３回
ストック・オプション

権利行使価格(円) ２ 408 607

行使時平均株価(円) ― ― ―

付与日における公正な
評価単価(円)

― ― ―

第４回
ストック・オプション

第５回
ストック・オプション

第６回
ストック・オプション

権利行使価格(円) 1,364 1,364 2,698

行使時平均株価(円) ― ― ―

付与日における公正な
評価単価(円)

― ― ―

第７回
ストック・オプション

権利行使価格(円) 3,148

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な
評価単価(円)

―

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションを付与した時点においては、当社は未公開企業であるため、ストック・オプションの公

正な評価単価の見積り方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。
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また、単位当たりの本源的価値の算定基礎となる自社の株式価値は、第１回ストック・オプションは配当還元

方式により、第２回ストック・オプションは類似業種批准方式により、第３回ストック・オプションは類似業種

比準方式及び純資産価格方式の平均値により、第４回、第５回、第６回及び第７回ストック・オプションはDCF法

で算定しております。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の

合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

当事業年度末における本源的価値の合計額 －千円

当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利

行使日における本源的価値の合計額
－千円
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(税効果会計関係)

前事業年度(2024年11月30日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 28,730千円

減価償却超過額 9,027 〃

空室損失引当金 35,226 〃

転貸損失引当金 4,905 〃

棚卸資産評価損 1,699 〃

契約負債 11,765 〃

貸倒引当金 4,253 〃

未払不動産取得税 6,157 〃

その他 7,407 〃

繰延税金資産合計 109,172千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 94千円

繰延税金負債合計 94千円

繰延税金資産純額 109,078千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

法定実効税率 34.6 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6 ％

住民税均等割等 0.1 ％

法人税特別控除（賃上げ促進税制） △4.2 ％

その他 △0.9 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.1 ％
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当事業年度(2025年11月30日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 44,800千円

減価償却超過額 12,339 〃

空室損失引当金 62,250 〃

転貸損失引当金 2,451 〃

棚卸資産評価損 573 〃

契約負債 18,823 〃

貸倒引当金 4,572 〃

未払不動産取得税 14,476 〃

その他 8,412 〃

繰延税金資産合計 168,700千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 149千円

繰延税金負債合計 149千円

繰延税金資産純額 168,550千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

法定実効税率 34.6 ％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 ％

住民税均等割等 0.1 ％

法人税特別控除（賃上げ促進税制） △6.1 ％

その他 0.3 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.1 ％

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１日以

後に開始する事業年度から防衛特別法人税が施行されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の計算において使用した34.6％から2026年12月１日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異については35.4％となります。

この税率変更による影響は軽微であります。
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(持分法損益等)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前事業年度(2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(2025年11月30日)

該当事項はありません。

(資産除去債務関係)

前事業年度(2024年11月30日)

当社は本社について建物所有者との間で不動産賃貸契約書を締結し、賃貸期間終了時に原状回復義務を有しており、

資産除去債務を計上する必要があります。ただし、当該賃貸契約に関連する敷金が資産計上されているため、当該資

産除去債務及びこれに対応する除去費用の資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金

額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する簡便的な方法によっております。な

お、見積りにあたり、使用見込み期間は主として15年としております。また、敷金の回収が最終的に見込めないと認

められる金額のうち、当事業年度の負担に属する金額は2,413千円であり、当事業年度末において敷金の回収が最終的

に見込めないと認められる金額は23,714千円であります。

当事業年度(2025年11月30日)

当社は本社について建物所有者との間で不動産賃貸契約書を締結し、賃貸期間終了時に原状回復義務を有しており、

資産除去債務を計上する必要があります。ただし、当該賃貸契約に関連する敷金が資産計上されているため、当該資

産除去債務及びこれに対応する除去費用の資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金

額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する簡便的な方法によっております。な

お、見積りにあたり、使用見込み期間は主として15年としております。また、敷金の回収が最終的に見込めないと認

められる金額のうち、当事業年度の負担に属する金額は2,413千円であり、当事業年度末において敷金の回収が最終的

に見込めないと認められる金額は21,301千円であります。
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(賃貸等不動産関係)

前事業年度(2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(2025年11月30日)

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

サービス別
合計

不動産コンサルティング 不動産管理

一時点で移転される財又はサービス 24,950,650 235,980 25,186,630

一定の期間にわたり移転される財又は
サービス

－ 207,810 207,810

顧客との契約から生じる収益 24,950,650 443,790 25,394,441

その他の収益 － 2,910,237 2,910,237

外部顧客への売上高 24,950,650 3,354,028 28,304,678

（注）「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づく賃

貸料収入等であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、注記事項「（重要な会計方

針）」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末にお

いて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 35,316

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 60,230

契約負債（期首残高） 182,552

契約負債（期末残高） 282,383

契約負債282,383千円のうち、賃貸及び建物管理における前受収益203,637千円、不動産販売における前受金

44,733千円、原状回復工事代保証サービスに係る契約負債34,013千円です。期首における契約負債のうち当会計年

度において売上収益として認識した金額は、152,782千円であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務について配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりです。

なお、当社は実務上の便法を適用し、当初の予想期間が１年以内の契約、及び提供したサービスの時間に基づき

請求する契約等の請求する権利を有している金額で収益を認識している残存履行義務に係る取引価格は含めており

ません。

（単位：千円）

１年以内 3,646

１年超２年以内 6,734

２年超３年以内 3,436

３年超 20,195

合計 34,013
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当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

サービス別
合計

不動産コンサルティング 不動産管理

一時点で移転される財又はサービス 31,186,717 253,481 31,440,198

一定の期間にわたり移転される財又は
サービス

－ 235,379 235,379

顧客との契約から生じる収益 31,186,717 488,861 31,675,578

その他の収益 － 3,265,640 3,265,640

外部顧客への売上高 31,186,717 3,754,501 34,941,218

（注）「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づく賃

貸料収入等であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、注記事項「（重要な会計方

針）」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末にお

いて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 60,230

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 37,939

契約負債（期首残高） 282,383

契約負債（期末残高） 324,834

契約負債324,834千円のうち、賃貸及び建物管理における前受収益211,956千円、不動産販売における前受金

58,460千円、原状回復工事代保証サービスに係る契約負債54,417千円です。期首における契約負債のうち当会計

年度において売上収益として認識した金額は、251,889千円であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務について配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりです。

なお、当社は実務上の便法を適用し、当初の予想期間が１年以内の契約、及び提供したサービスの時間に基づき

請求する契約等の請求する権利を有している金額で収益を認識している残存履行義務に係る取引価格は含めており

ません。

（単位：千円）

１年以内 6,149

１年超２年以内 6,637

２年超３年以内 6,617

３年超 35,013

合計 54,417
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

当社は、不動産事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

当社は、不動産事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【関連情報】

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

１ 製品及びサービスごとの情報

サービス区分の名称 外部顧客への売上高（千円）

不動産コンサルティングサービス 24,950,650

不動産管理サービス 3,354,028

合計 28,304,678

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、記載はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

１ 製品及びサービスごとの情報

サービス区分の名称 外部顧客への売上高（千円）

不動産コンサルティングサービス 31,186,717

不動産管理サービス 3,754,501

合計 34,941,218

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（千円）

第一リアルター株式会社 3,887,127
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

１ 関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び
主要株主

梶尾 祐司 － －
当社代表
取締役社長

(被所有)
直接100.0

債務被保証

当社借入に
対する債務
被保証
（注）

341,086 － －

（注）当社の銀行借入に対して代表取締役社長 梶尾 祐司氏より債務保証を受けております。なお、保証料の支払い

は行っておりません。

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

１ 関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び
主要株主

梶尾 祐司 － －
当社代表
取締役社長

(被所有)
直接100.0

債務被保証

当社借入に
対する債務
被保証
（注）

190,278 － －

（注）当社の銀行借入に対して代表取締役社長 梶尾 祐司氏より債務保証を受けております。なお、保証料の支払い

は行っておりません。

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

１株当たり純資産額 441.42円 599.55円

１株当たり当期純利益 96.53円 158.12円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるた

め期中平均株価を把握できませんので記載しておりません。

２．2026年６月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

これに伴い、各期の「１株当たり純資産額」「１株当たり当期純利益」は、当該株式分割が期首に行われた

と仮定して算定しております。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当事業年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

当期純利益(千円) 781,919 1,280,798

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 781,919 1,280,798

普通株式の期中平均株式数(株) 8,100,000 8,100,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権６種類（新株予
約権の数2,685個(普通株式
268,500株)）。なお、概要
は「第４ 提出会社の状況
１ 株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記載
のとおりであります。

新株予約権７種類（新株予
約権の数2,916個(普通株式
291,600株)）。なお、概要
は「第４ 提出会社の状況
１ 株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記載
のとおりであります。

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

(2024年11月30日)
当事業年度末

(2025年11月30日)

純資産の部の合計額(千円) 3,575,472 4,856,374

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 3,575,472 4,856,374

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

8,100,000 8,100,000
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(重要な後発事象)

前事業年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

2024年12月３日、当社が株式会社秀建ビルドの保証会社であるＳＨＵＫＥＮ ＧＲＯＵＰ株式会社に対し提起した

保証債務履行請求訴訟において和解が成立いたしました。2025年11月期 第１四半期において特別利益として47,500千

円を計上いたしました。

当事業年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2026年５月８日開催の臨時取締役会の決議に基づき、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を

行っております。

(1) 株式分割の目的

株式を分割することにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることで、当社株式の流動性の向上

と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

(2) 株式分割の概要

① 分割の方法

2026年５月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記録された株主の所有普通株式１株につき３株の割合

をもって分割いたしました。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 2,700,000株

今回の分割により増加する株式数 5,400,000株

株式分割後の発行済株式総数 8,100,000株

株式分割後の発行可能株式総数 30,000,000株

③ 分割の日程

基準日公告日 2026年５月15日

基準日 2026年５月31日

効力発生日 2026年６月１日

(3) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算定しており、これによる影響に

ついては、以下のとおりであります。

第14期事業年度

(自 2023年12月１日

至 2024年11月30日)

第15期事業年度

(自 2024年12月１日

至 2025年11月30日)

１株当たり当期(中間)純利益 96.53 158.12

(4) 株式分割に伴う定款の一部変更

① 定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年６月１日をもって、当社定款第６条に

定める発行可能株式総数の定款変更を行いました。

② 定款の変更内容

変更内容は、次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示します。）

現行定款 変更案

（発行株式総数）
第６条 当会社の発行株式総数は、

10,000,000株とする。

（発行株式総数）
第６条 当会社の発行株式総数は、

30,000,000株とする。

③ 定款変更の日程

効力発生日2026年６月１日

(5) その他

① 資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

② 新株予約権の行使価額の調整
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今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たりの行使価格を2026年６月１日以降、以下のとお

り調整いたします。

取締役会決議日 調整前行使価額（円） 調整後行使価額（円）

第１回新株予約権 2020年11月17日 ２ １

第２回新株予約権 2021年11月15日 408 136

第３回新株予約権 2022年11月15日 607 203

第４回新株予約権 2023年11月29日 1,364 455

第５回新株予約権 2024年２月28日 1,364 455

第６回新株予約権 2024年11月21日 2,698 900

第７回新株予約権 2025年11月20日 3,148 1,050

【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※１ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります

当中間会計期間
(2026年５月31日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 2,350,000 千円

借入実行残高 492,880 〃

差引額 1,857,120 千円

※２ 財務制限条項

当中間会計期間（2026年５月31日）

(1) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）の一部400,000千円（中間会計期間末の借入金残高）につ

いては、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借入金の一括返済を求められる可能

性があります。

① 2022年11月決算期以降、各年度の決算日における損益計算書について、経常損益の金額を２期連続して損失

としないこと。

② 2022年11月決算期以降、各年度の決算日における貸借対照表純資産の部の金額について、2021年11月決算期

または当該決算期の直前の決算日の貸借対照表純資産の部の金額のいずれか大きい方の金額の75%以上の金額

に維持すること。

③ 各四半期毎における当該名義の平均予定残高を50,000千円以上に維持すること。加えて、各四半期末日にお

ける当該名義の預金残高を50,000千円以上に維持すること。

(2) 短期借入金の一部21,800千円については、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借

入金の一括返済を求められる可能性があります。

① 2022年11月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額を、2021年11月決算期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75%以上に維

持すること。

② 2022年11月第４四半期以降の各四半期の末日において、２四半期累計して営業損益を損失としないこと。

③ 2022年11月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における単体の在庫回転期間を12か月以内に維持するこ

と。

(3) 短期借入金の一部107,000千円については、財務制限条項が付されており、次の条項に抵触した場合には当該借

入金の一括返済を求められる可能性があります。

① 2024年11月期以降、各事業年度末における損益計算書における営業利益を２回連続して損失としない。

② 2024年11月期以降、各事業年度末における貸借対照表において直近決算期における純資産額の75%以下としな

い。

(中間損益計算書関係)
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※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当中間会計期間
(自 2025年12月１日
至 2026年５月31日)

販売促進費 249,886 千円

給料手当 599,807 〃

賞与 397,094 〃

賞与引当金繰入額 67,556 〃

減価償却費 5,334 〃

貸倒引当金繰入額 788 〃

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

当中間会計期間
(自 2025年12月１日
至 2026年５月31日)

現金及び預金 3,848,246 千円

預入期間が３か月を超える定期預金 145,014 〃

現金及び現金同等物 3,703,231 千円

(株主資本等関係)

当中間会計期間(自 2025年12月１日 至 2026年５月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は賃貸運用型マンションの開発・販売を主体とする不動産事業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間会計期間(自 2025年12月１日 至 2026年５月31日)

(単位：千円)

サービス別
合計

不動産コンサルティング 不動産管理

一時点で移転される財又はサービス 14,711,809 130,804 14,842,613

一定の期間にわたり移転される財又は
サービス

－ 137,641 137,641

顧客との契約から生じる収益 14,711,809 268,445 14,980,254

その他の収益 － 1,719,505 1,719,505

外部顧客への売上高 14,711,809 1,987,950 16,699,760

(注)「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に基づく賃貸
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料収入等であります。

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間会計期間

(自 2025年12月１日
至 2026年５月31日)

１株当たり中間純利益 74円03銭

(算定上の基礎)

中間純利益(千円) 599,676

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る中間純利益(千円) 599,676

普通株式の期中平均株式数(株) 8,100,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間純利益
の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が
あったものの概要

―

(注) １.当社は2026年６月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり中間

純利益」は当該株式分割が期首に行われたと仮定して算出しております。

２.潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2026年５月８日間催の臨時取締役会の決議に基づき、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行

っております。

(1) 株式分割の目的

株式を分割することにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることで、当社株式の流動性の向上

と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

(2) 株式分割の概要

① 分割の方法

2026年５月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記録された株主の所有普通株式１株につき３株の割合

をもって分割いたしました。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 2,700,000株

今回の分割により増加する株式数 5,400,000株

株式分割後の発行済株式総数 8,100,000株

株式分割後の発行可能株式総数 30,000,000株

③ 分割の日程

基準日公告日 2026年５月15日

基準日 2026年５月31日

効力発生日 2026年６月１日

(3) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算定しており、これによる影響に

ついては、以下のとおりであります。

前中間会計期間

(自 2024年12月１日

至 2025年５月31日)

当中間会計期間

(自 2025年12月１日

至 2026年５月31日)

１株当たり中間純利益 － 74.03

(注) 前中間会計期間については、中間財務諸表を作成していないため、１株当たり中間純利益を記載しておりませ

ん。
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(4) 株式分割に伴う定款の一部変更

① 定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年６月１日をもって、当社定款第６条に

定める発行可能株式総数の定款変更を行いました。

② 定款の変更内容

変更内容は、次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示します。）

現行定款 変更案

（発行株式総数）
第６条 当会社の発行株式総数は、

10,000,000株とする。

（発行株式総数）
第６条 当会社の発行株式総数は、

30,000,000株とする。

③ 定款変更の日程

効力発生日2026年６月１日

(5) その他

① 資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

② 新株予約権の行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の1株当たり行使価額を2026年６月１日以降、以下のとおり調

整いたします。

取締役会決議日 調整前行使価額（円） 調整後行使価額（円）

第１回新株予約権 2020年11月17日 ２ １

第２回新株予約権 2021年11月15日 408 136

第３回新株予約権 2022年11月15日 607 203

第４回新株予約権 2023年11月29日 1,364 455

第５回新株予約権 2024年２月28日 1,364 455

第６回新株予約権 2024年11月21日 2,698 900

第７回新株予約権 2025年11月20日 3,148 1,050
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。



― 141 ―

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

建物 44,584 2,283 － 46,868 24,243 3,290 22,624

車両運搬具 5,054 － － 5,054 4,378 675 675

工具、器具及び備品 17,471 921 0 18,392 13,461 1,490 4,931

リース資産 7,353 4,850 － 12,203 6,717 1,323 5,486

有形固定資産計 74,463 8,055 0 82,519 48,801 6,779 33,717

無形固定資産

ソフトウエア 3,050 5,903 － 8,953 3,390 443 5,562

無形固定資産計 3,050 5,903 － 8,953 3,390 443 5,562

長期前払費用 31,326 17,019 6,725 41,621 14,393 7,219 27,227
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【社債明細表】

銘柄 発行年月日
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

第４回無担保社債
(銀行保証付私募債)

2024年９月
150,000
(51,000)

99,000
（51,000）

1.0 － 2027年９月

合計 －
150,000
(51,000)

99,000
（51,000）

－ － －

(注) １．「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。

２．貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額

１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

51,000 48,000 － － －

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 976,520 2,033,440 2.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,071,185 1,440,872 2.0 －

１年以内に返済予定のリース債務 922 1,806 － －

長期借入金(１年以内に返済予定のも
のを除く。)

1,684,769 2,884,660 1.8
2026年12月１日～
2035年10月25日

リース債務(１年以内に返済予定のも
のを除く。)

1,233 4,227 －
2026年12月１日～
2027年７月５日

その他有利子負債 － － － －

合計 3,734,630 6,365,006 － －

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各事業年度に配分してい

るため、「平均利率」を記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における１年ごと

の返済予定額の総額

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 1,064,916 1,394,104 170,407 93,933

リース債務 1,560 1,067 1,067 533
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 12,756 13,656 1,760 10,996 13,656

空室損失引当金 101,840 179,966 63,970 37,870 179,966

転貸損失引当金 14,181 6,937 6,809 7,372 6,937

(注) １．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。

２．空室損失引当金の「当期減少額（その他）」は将来発生すると見込まれる保証見込額と当事業年度末時

点における見積額との差額の取崩であります。

３．転貸損失引当金の「当期減少額（その他）」は将来発生すると見込まれる保証見込額と当事業年度末時

点における見積額との差額の取崩であります。

【資産除去債務明細表】

資産除去債務に関しては、負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めない

と認められる金額を合理的に見積り、当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっているため、

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 1,061

預金

普通預金 2,965,301

定期預金 155,001

計 3,120,302

合計 3,121,363

② 売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

ベルシード浅草管理組合 598

株式会社DRマネージメント 561

株式会社エスコ 477

ベルシードα綾瀬管理組合 422

ベルシード五反野Ⅱ管理組
合

245

その他 1,259

合計 3,564

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

当期末残高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

16,875 173,947 187,257 3,564 98.1 ―
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③ 販売用不動産

区分
数量
（戸）

数量（㎡） 金額(千円)

新築

東京23区 88 2,723.99 2,767,633

神奈川県川崎市 48 1,013.76 1,068,212

小計 136 3,737.75 3,835,845

中古

東京23区 121 3,234.57 3,018,154

東京23区外 6 169.14 145,711

神奈川県横浜市 17 452.57 355,588

神奈川県川崎市 8 196.80 183,630

埼玉県川口市 5 88.29 92,979

大阪府大阪市 1 27.47 13,547

小計 158 4,168.84 3,809,613

合計 294 7,906.59 7,645,458

④ 仕掛販売用不動産

品名 土地面積（㎡） 金額(千円)

東京都 1,495.08 1,501,195

埼玉県 485.25 952,589

神奈川県 389.09 218,611

合計 2,369.42 2,672,395
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⑤ 貯蔵品

区分 金額(千円)

物件パンフレット 2,315

印紙 1,834

レターパック 797

作業着 456

その他 791

合計 6,195

⑥ 前渡金

相手先 金額(千円)

岡部 康子 6,500

SILVER CHORD株式会社 5,000

池田 実千代 3,500

株式会社ライブズ 2,000

AI STA株式会社 1,000

その他 17,417

合計 35,417

⑦ 買掛金

相手先 金額(千円)

池田建設株式会社 528,288

税務署 7,933

株式会社Thirty-Three 6,568

株式会社リンクジャパン 6,175

株式会社クロスリンク 4,796

その他 48,912

合計 602,672
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⑧ 未払金

相手先 金額(千円)

当社役員及び従業員 312,631

社会保険料（日本年金機構、東京不動産業健康保険組） 91,399

共同ピーアール株式会社 36,058

ファンドサービスに係る償還金、分配金（個人取引先） 24,798

株式会社KOTONA 16,896

その他 174,691

合計 656,475
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年12月１日から翌年11月30日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３か月以内

基準日 毎年11月30日

株券の種類 －

剰余金の配当の基準日
毎年５月31日
毎年11月30日

１単元の株式数 100 株

株式の名義書換え (注)１

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 (注)１

買取手数料 無料 (注)２

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

https://vertex-c.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) １ 当社株式は、株式会社東京証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第１項に

規定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。

２ 単元未満株式の買取手数料は、当社株式が東京証券取引所に上場された日から「株式の売買の委託に係る手

数料相当額として別途定める金額」に変更されます。

３ 当社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができない旨を当社定款で定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

該当事項はありません。
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第四部 【株式公開情報】

第１ 【特別利害関係者等の株式等の移動状況】

該当事項はありません。
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第２ 【第三者割当等の概況】

１ 【第三者割当等による株式等の発行の内容】

項目 新株予約権① 新株予約権②

発行年月日 2024年２月29日 2024年11月30日

種類
第５回新株予約権

（ストック・オプション）
第６回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 普通株式 48,000株 普通株式 66,600株

発行価格 455円(注)３ 900円(注)３

資本組入額 228円 450円

発行価額の総額 21,840,000円 59,940,000円

資本組入額の総額 10,944,000円 29,970,000円

発行方法

2024年２月28日開催の取締役会
において、会社法第236条、第
238条及び第239条の規定に基づ
く新株予約権の付与（ストック
オプション）に関する決議を行
っております。

2024年11月21日開催の取締役会
において、会社法第236条、第
238条及び第239条の規定に基づ
く新株予約権の付与（ストック
オプション）に関する決議を行
っております。

保有期間等に関する確約 ― ―

項目 新株予約権③

発行年月日 2025年11月30日

種類
第７回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 普通株式 68,100株

発行価格 1,050円(注)３

資本組入額 525円

発行価額の総額 71,505,000円

資本組入額の総額 35,725,500円

発行方法

2025年11月20日開催の取締役会
において、会社法第236条、第
238条及び第239条の規定に基づ
く新株予約権の付与（ストック
オプション）に関する決議を行
っております。

保有期間等に関する確約 （注）２

(注) １．第三者割当等による募集株式の割当て等に関する規制に関し、株式会社東京証券取引所（以下「同取引所」

という。）の定める規則は、以下のとおりであります。

(1) 同取引所の定める有価証券上場規程施行規則（以下「同施行規則」という。）第272条の規定において、

新規上場申請者が、基準事業年度（「新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）」に経理の状況と

して財務諸表等が記載される最近事業年度をいう。以下同じ。）の末日から起算して１年前より後におい

て、役員または従業員等に報酬として新株予約権の割当てを行っている場合には、新規上場申請者は、割

当てを受けた役員または従業員等との間で書面により報酬として割当てを受けた新株予約権の所有、譲渡

時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会時の同取引所への報告その他同取引所が必要と認める事項

について確約を行うものとし、当該書面を同取引所が定めるところにより提出するものとされておりま
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す。

(2) 新規上場申請者が、前項の規定に基づく書類の提出等を行わないときは、同取引所は上場申請の不受理ま

たは受理の取消しの措置をとるものとしております。

(3) 当社の場合、基準事業年度の末日は、2025年11月30日であります。

２．同施行規則第272条第１項第１号の規定に基づき、当社は割当てを受けた役員または従業員等との間で、報

酬として割当てを受けた新株予約権を、原則として割当てを受けた日から上場日の前日または新株予約権の

行使を行う日のいずれか早い日まで所有する等の確約を行っております。

３．発行価格は、DCF方式により算出した評価額に基づき決定しております。

４．2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。

５．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については以下のとおりであ

ります。

第５回新株予約権① 第６回新株予約権②

行使時の払込金額 １株につき455円 １株につき900円

行使期間
2026年３月１日から
2033年10月31日まで

2026年12月１日から
2034年10月31日まで

行使の条件

「第二部企業情報 第４ 提出会
社の状況 １ 株式等の状況
（２）新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

「第二部企業情報 第４ 提出会
社の状況 １ 株式等の状況
（２）新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

新株予約権の譲渡に関する
事項

新株予約権を譲渡するときは、
当社取締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するときは、
当社取締役会の承認を要する。

第７回新株予約権③

行使時の払込金額 １株につき1,050円

行使期間
2027年12月１日から
2035年10月31日まで

行使の条件

「第二部企業情報 第４ 提出会
社の状況 １ 株式等の状況
（２）新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。

新株予約権の譲渡に関する
事項

新株予約権を譲渡するときは、
当社取締役会の承認を要する。

６．第５回新株予約権、第６回新株予約権及び第７回新株予約権については、付与対象者数に変更はありませ

ん。なお、2026年2月20日開催の取締役会において、2026年３月10日をもって第６回新株予約権20個（12

名）、第７回新株予約権につき４個（３名）を消却する旨の決議をしております。

２ 【取得者の概況】

新株予約権①

取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業

及び事業の内容等
割当株数(株)

価格(単
価)(円)

取得者と提出会社
との関係

馬場 裕史 － 会社役員 30,000
13,650,000

(455)

特別利害関係者等
（当社の取締役）

鈴木 康弘 － 会社役員 18,000
8,190,000

(455)

特別利害関係者等
（当社の取締役）

（注）2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行って

おります。

新株予約権②

取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業

及び事業の内容等
割当株数(株)

価格(単価)
(円)

取得者と提出
会社との関係

－ － 会社員 15,000
13,500,000

(900)
当社従業員

－ － 会社員 9,000
8,100,000

(900)
当社従業員
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－ － 会社員 6,000
5,400,000

(900)
当社従業員

－ － 会社員 4,500
4,050,000

(900)
当社従業員

－ － 会社員 3,000
2,700,000

(900)
当社従業員

所有株数1,500株の株主３名 会社員 4,500
4,050,000

(900)
当社従業員

所有株数900株の株主３名 会社員 2,700
2,430,000

(900)
当社従業員

所有株数600株の株主10名 会社員 6,000
5,400,000

(900)
当社従業員

所有株数300株の株主53名 会社員 15,900
14,310,000

(900)
当社従業員

（注）退職等の理由により権利を喪失した者につきましては、記載しておりません。

（注）2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行って

おります。

新株予約権③

取得者の氏名又は名称 取得者の住所
取得者の職業

及び事業の内容等
割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と提出
会社との関係

－ － 会社員 5,100
5,355,000
(1,050)

当社従業員

－ － 会社員 4,500
4,725,000
(1,050)

当社従業員

－ － 会社員 4,500
4,725,000
(1,050)

当社従業員

－ － 会社員 3,000
3,150,000
(1,050)

当社従業員

－ － 会社員 3,000
3,150,000
(1,050)

当社従業員

－ － 会社員 2,100
2,205,000
(1,050)

当社従業員

所有株数1,500株の株主４名 会社員 6,000
6,300,000
(1,050)

当社従業員

所有株数1,200株の株主１名 会社員 1,200
1,260,000
(1,050)

当社従業員

所有株数900株の株主９名 会社員 8,100
8,505,000
(1,050)

当社従業員

所有株数600株の株主17名 会社員 10,200
10,710,000

(1,050)
当社従業員

所有株数300株の株主68名 会社員 20,400
21,420,000

(1,050)
当社従業員

（注）退職等の理由により権利を喪失した者につきましては、記載しておりません。

（注）2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行って

おります。

３ 【取得者の株式等の移動状況】

該当事項はありません。
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第３ 【株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式(自己株式を除
く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

梶尾 祐司 （注）１．２． 東京都港区
8,130,000
(30,000)

91.46
(0.34)

澤田 統吉 （注）３ －
69,000

(69,000)
0.78

(0.78)

馬場 裕史 （注）３ －
69,000

(69,000)
0.78

(0.78)

－ （注）５ －
58,500

(58,500)
0.66

(0.66)

－ （注）５ －
40,500

(40,500)
0.46

(0.46)

－ （注）５ －
28,500

(28,500)
0.32

(0.32)

佐々木 義孝 （注）３ －
27,000

(27,000)
0.30

(0.30)

加藤 賢二 （注）４ －
27,000

(27,000)
0.30

(0.30)

－ （注）５ －
18,000

(18,000)
0.20

(0.20)

鈴木 康弘 （注）３ －
18,000

(18,000)
0.20

(0.20)

－ （注）５ －
16,500

(16,500)
0.19

(0.19)

－ （注）５ －
16,500

(16,500)
0.19

(0.19)

－ （注）５ －
15,600

(15,600)
0.18

(0.18)

－ （注）５ －
15,000

(15,000)
0.17

(0.17)

－ （注）５ －
14,100

(14,100)
0.16

(0.16)

－ （注）５ －
13,500

(13,500)
0.15

(0.15)

－ （注）５ －
12,000

(12,000)
0.13

(0.13)

－ （注）５ －
12,000

(12,000)
0.13

(0.13)

－ （注）５ －
9,000

(9,000)
0.10

(0.10)

－ （注）５ －
9,000

(9,000)
0.10

(0.10)

－ （注）５ －
9,000

(9,000)
0.10

(0.10)

鈴木 信裕 （注）４ －
9,000

(9,000)
0.10

(0.10)

青木 丈介 （注）４ －
9,000

(9,000)
0.10

(0.10)

－ （注）５ －
9,000

(9,000)
0.10

(0.10)

－ （注）５ －
8,100

(8,100)
0.09

(0.09)
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氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式(自己株式を除
く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

－ （注）５ －
8,100

(8,100)
0.09

(0.09)

－ （注）５ －
7,500

(7,500)
0.08

(0.08)

－ （注）５ －
6,000

(6,000)
0.07

(0.07)

－ （注）５ －
6,000

(6,000)
0.07

(0.07)

－ （注）５ －
6,000

(6,000)
0.07

(0.07)

－ （注）５ －
6,000

(6,000)
0.07

(0.07)

－ （注）５ －
6,000

(6,000)
0.07

(0.07)

－ （注）５ －
6,000

(6,000)
0.07

(0.07)

－ （注）５ －
6,000

(6,000)
0.07

(0.07)

－ （注）５ －
6,000

(6,000)
0.07

(0.07)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
4,500

(4,500)
0.05

(0.05)

－ （注）５ －
3,000

(3,000)
0.03

(0.03)

－ （注）５ －
3,000

(3,000)
0.03

(0.03)

－ （注）５ －
3,000

(3,000)
0.03

(0.03)

－ （注）５ －
3,000

(3,000)
0.03

(0.03)

－ （注）５ －
3,000

(3,000)
0.03

(0.03)

－ （注）５ －
3,000

(3,000)
0.03

(0.03)

－ （注）５ －
3,000

(3,000)
0.03

(0.03)
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氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式(自己株式を除
く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

所有株数2,100株の株主１名
2,100

(2,100)
0.02

(0.02)

所有株数1,800株の株主２名
3,600

(3,600)
0.04

(0.04)

所有株数1,500株の株主２名
3,000

(3,000)
0.03

(0.03)

所有株数900株の株主50名
45,000

(45,000)
0.51

(0.51)

所有株数600株の株主38名
22,800

(22,800)
0.26

(0.26)

所有株数300株の株主67名
20,100

(20,100)
0.23

(0.23)

計 ―
8,889,000
(789,000)

100.00
(8.88)

(注) １．特別利害関係者等（大株主上位10名）

２．特別利害関係者等（当社代表取締役社長）

３．特別利害関係者等（当社取締役）

４．特別利害関係者等（当社監査役）

５．当社の従業員

６．（ ）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。

７．株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。

８．2026年５月８日開催の臨時取締役会決議により、2026年６月１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。
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独立監査人の監査報告書

2026年８月12日

株式会社ベルテックス

取締役会 御中

かがやき監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 林 幹根

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牛丸 智詞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ベルテックスの2023年12月１日から2024年11月30日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監

査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ベルテックスの2024年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券届出書 第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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独立監査人の監査報告書

2026年８月12日

株式会社ベルテックス

取締役会 御中

かがやき監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 林 幹根

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牛丸 智詞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ベルテックスの2024年12月１日から2025年11月30日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ベルテックスの2025年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券届出書 第二部【企業情報】に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外

の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月12日

株式会社ベルテックス

取締役会 御中

かがやき監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 林 幹根

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牛丸 智詞

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベルテ

ックスの2025年12月１日から2026年11月30日までの第16期事業年度の中間会計期間（2026年３月１日から2026年５月31

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記

について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社ベルテックスの2026年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点におい

て認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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